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「電気通信事業分野における競争状況の評価２００９」 

評価結果の概要と今後の展望 

 

１．目的と意義 

 

総務省では、通信市場の競争状況を評価・分析し、政策展開に反映するため、

「電気通信事業分野における競争状況の評価」（以下「競争評価」という。）を

０３年度から開始した。競争評価は、評価の中期的な指針である「基本方針」

及び年度毎の方針である「実施細目」を踏まえて需要側及び供給側から情報を

収集し、当該情報を基に評価対象となる市場の範囲を決定する「市場画定」を

実施した上で、市場の競争状況を分析し、市場支配力を有する事業者の有無等、

市場に関する評価結果をまとめるものである。 

 

また、０６年度からは、「固定電話」、「移動体通信」、「インターネット接続」

及び「法人向けネットワークサービス」の４領域を「定点的評価」と位置づけ

て毎年定点観測するとともに、新たに「戦略的評価」を創設し、政策的ニーズ

や関心の高いテーマに焦点を当てた分析に取り組むこととしたところである。 

 

０９年度評価である「電気通信事業分野における競争状況の評価２００９」

（以下「競争評価２００９」という。）では、競争評価の開始以降６年が経過し、

主だったテーマについては一巡したこと、また、収集データの蓄積も相当程度

あること等を踏まえこれまでの競争評価の取組を総括するとともに次年度以降

の戦略的評価にも反映させていく観点から、戦略的評価に関して、「モバイル及

びブロードバンドの普及に関するこれまでの競争政策の経済効果の定量分析」

及び「電気通信サービスに係る消費者選好の変化に関する経時的分析」を取り

上げるものである。 

 

２．本報告書のポイント 

 

 本報告書の第Ⅰ章～第Ⅳ章では、定点的評価の対象である固定電話領域、移

動体通信領域、インターネット接続領域、法人向けネットワークサービス領域

について、定点観測的な分析を実施し、各市場の競争状況に関して市場支配力

の評価を行っている。また、第Ⅴ～Ⅵ章では戦略的評価を取りまとめている。 

以下では、競争評価２００９における定点的評価及び戦略的評価の結果の概
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要について記述する。 

 

３．１．定点的評価のポイント 

 

（１）市場集中度とシェア 

 

図表１は、定点的評価の対象である４領域の主な市場について、市場集中度

を示すハーフィンダール指数（ＨＨＩ）1とＮＴＴグループのシェアを整理した

ものである。なお、全国レベルのＨＨＩについては、ＮＴＴ東西を１社とみな

す等、必要に応じて複数の事業者のシェアを合算して算出している。 

 

【図表１ 定点的評価４領域の主な市場における市場集中度とＮＴＴグループ

のシェア】 

領域
主な画定市場

（部分市場を含む）

０９年度の評価結果

市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグループのシェア

固定電話

固定電話
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、

０ＡＢＪ－ＩＰ電話）

６９５１ ↓ ８２.９％ ↓

中継電話

市内 ２４３３ ↓ 市内 ７５．３％ →

県内市外 ２３０１ ↓ 県内市外 ７３．５％ →

県外 ３５７４ ↓ 県外 ７２．５％ →

国際 ２８７０ ↓ 国際 ６６．４％ ↑

０５０－ＩＰ電話 ３１６８ → ３５.１％ ↑

移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ ３４６１ → ４８.２％ →

インターネット
接続

ブロードバンド ３０４８ ↑ ５２．７％ ↑

ＡＤＳＬ ３２６３ ↑ ３４．８％ →

ＦＴＴＨ ５８３６ ↑ ７４．４％ →

ケーブルインターネット １４８３ ↑ －

ＩＳＰ １５５７ → ３１．９％ →

法人向けネット
ワークサービス

ＷＡＮサービス ２１７３ → ６７．５％ ↓

専用サービス ８３５４ → ９４．６％ →

 
（注１）「市場集中度（ＨＨＩ）」の算出に当たっては、全国レベルではＮＴＴ東西を１社とみなし、その他のＮＴＴグ

ループの会社は別会社とみなしている（ただし、ブロードバンド・ＩＳＰにおいては、ソフトバンクグループ、Ｊ：Ｃ

ＯＭグループ、ＪＣＮグループ及び電力系事業者を、ＣＡＴＶインターネットにおいては、Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣ

Ｎグループを、ＦＴＴＨにおいては電力系事業者をそれぞれ１社とみなしている）。「ＮＴＴグループのシェア」のうち、

050-IP 電話はＮＴＴコミュニケーションズ、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは、ＮＴＴ東西のシェア。なお、固定電話、移動体通

信、インターネット接続及びＷＡＮサービスは１０年３月時点、専用サービスは０９年３月時点のデータ。 

（注２）表中の矢印（↓↑→）は、「競争評価２００８」と比較し、ＨＨＩについては１００以上、シェアについては１

ポイント以上を基準にした増減を表している。 

 

                                                  
1ＨＨＩ（ハーフィンダール・ハーシュマン指数：Herfindahl-Hirschman Index）は、市場の独

占度合いを測定する指標の一つ。各事業者が市場で有するシェアを自乗し、それを加算し

て算出する。ＨＨＩはシェアを自乗して加算するので、シェアの大きな事業者のシェア変

動が大きく影響する。逆に、小さな事業者のシェア変動の影響は小さい。小規模な事業者

の情報を欠いても、指標の有効性が損なわれにくい特長がある。 
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ＨＨＩは、０（完全競争）～１００００（完全独占）の値をとり、１０００

０に近づくほど市場集中度が高いことを示す指数である。この指数の評価につ

いては、ＥＵ（欧州連合）の競争総局では、企業合併の際にＨＨＩが１０００

未満であれば競争上の問題がない可能性が高いと判断される。また、米国の司

法省と連邦取引委員会は、企業合併後のＨＨＩが①１０００未満は非集中、②

１０００以上１８００未満は中位集中、③１８００以上は高度集中との基準を

設定している。 

 

一方、日本の公正取引委員会が公表している「企業結合審査における独占禁

止法の運用指針」（１０年１月改定）では、企業合併後のシェアが１０％以下又

はＨＨＩが２５００以下の場合（かつシェアが２５％以下の場合）は「競争を

実質的に制限することとなるとは通常考えられない」、ＨＨＩが２５００以下の

場合（かつ市場シェアが３５％以下の場合）は「競争を実質的に制限すること

となるおそれは小さいと通常考えられる」としている2。なお、ＨＨＩ及びシェ

アが一定水準以下の場合は競争を制限するおそれが小さいということを示して

いるのであって、ＨＨＩ及びシェアが一定水準以上であることが必ずしも競争

を制限していることを意味するものでは無く、規模のメリット等も含めケース

バイケースで判断する必要がある。 

 

これらを参考値とすれば、通信サービスは寡占的な市場が大半を占めると解

釈することができる。特に、固定電話、０５０－ＩＰ電話、移動体通信、ＡＤ

ＳＬ、ＦＴＴＨ、専用サービスでは、ＨＨＩが３０００を超えており、集中度

が非常に高いと言える。また、中でもＦＴＴＨは市場が拡大する傾向にあると

同時に集中度が高まる傾向を見せている点が特徴的である。 

 

ＮＴＴグループのシェアは、０５０－ＩＰ電話3、移動体通信、ＡＤＳＬ、Ｉ

ＳＰを除きいずれも５割を超えている。また、市場集中度が高い多くの市場に

おいて、ＮＴＴグループのシェアが高い傾向にある。 

 

（２） 市場支配力の存在と行使 

 

                                                  
2水平型企業結合の場合、ここで引用している垂直型企業結合の場合とは異なる基準となっ

ている。 
3０５０－ＩＰ電話とは、地理的属性とは無関係の０５０番号を指定されたＩＰ電話であり、

０ＡＢＪ－ＩＰ電話ほどの品質等は担保されていないが、主にインターネット接続の付加

サービスとして低廉な価格で提供されている。 
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図表２は、定点的評価の対象である４領域の主な市場について、市場支配力

の評価結果を市場支配力の存在と市場支配力の行使の２つの観点から整理した

ものである4。 

 

【図表２ 市場支配力に関する評価結果の概要】 

領域
主な画定市場

（部分市場を含む）

０９年度の評価結果

市場支配力の
存在

市場支配力の
行使

固定電話

固定電話 ◎
（単独）

△
（ブロードバンドへのレバレッジの

懸念）

中継電話 ○
（単独・協調）

×
（低）

０５０－ＩＰ電話 △
（協調のみ）

×
（低）

移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ ○
（単独・協調）

×
（料金の透明性確保、プラット
フォームの互換性を注視）

インターネット
接続

ブロードバンド ○
（単独・協調）

△
（競争ルールの遵守状況を注視）

ＡＤＳＬ ○
（単独・協調）

×
（低）

ＦＴＴＨ ○
（単独・協調）

△
（固定電話からのレバレッジの

懸念）

ケーブル
インターネット

×
（単独・協調）

－
（存在しない）

ＩＳＰ ×
（単独・協調）

－
（存在しない）

法人向けネッ
トワークサービ

ス

ＷＡＮサービス △
（協調のみ）

×
（低）

専用サービス ◎
（単独）

×
（低）

 

（注） ◎は「強く存在すること」、○は「存在すること」、△は「協調のみ」又は「何らかの懸念が存在すること」、×は「可能性が低いこと」を意味する。 

 

市場支配力の存在については、各市場の市場シェア・市場集中度、事業者数、

価格推移等の諸要素を総合的に勘案した結果、ケーブルインターネットとＩＳ

Ｐを除き、単独又は協調のいずれかにおいて市場支配力を有する事業者が存在

                                                  
4競争評価では、市場構造や事業者間の競争状況に関する定量的・定性的な分析を踏まえ、

市場支配力を行使し得る地位にある単独又は複数の事業者が存在しないとは言えない場合

に「市場支配力が存在」すると判断する。次に、その市場支配力が実際に行使される懸念

があるか否かを分析し、その懸念がないとは言えない場合に「市場支配力が行使される可

能性がある」と判断する。市場支配力の存在自体に規範的評価を与える独占禁止法のアプ

ローチとは異なり、市場支配力の源泉となる市場構造、これに対する政策措置、現実の競

争状況との関係に対する理解を深め、定期的な市場分析と政策立案への寄与の効果をあげ

ることを狙いとしている。詳細は「電気通信事業分野の競争状況の評価に関する基本方針」

（０９年１２月公表）ｐ２４参照。 
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すると考えられると評価した。（０５０－ＩＰ電話とＷＡＮサービスの両市場は

複数事業者による協調のみ） 

 

市場支配力の行使については、規制の存在等により、各市場とも市場支配力

の行使が概ね抑止されているものと評価した。 

 

しかしながら、移動体通信市場において、消費者利益の観点を踏まえ、料金

の透明性の確保、プラットフォーム機能の相互運用性等を競争上の課題として

引き続き指摘した。また、若干の鈍化の傾向は見られるものの、ＡＤＳＬ市場

の縮小とＦＴＴＨへのマイグレーションが続いており、固定電話市場における

市場支配力を「梃子」としてＦＴＴＨ市場等の隣接市場に影響を及ぼす可能性

があることから、０８年と同様、関係する市場（固定電話市場、ブロードバン

ド市場、ＦＴＴＨ市場）についてはレバレッジの懸念を指摘した。   

 

また、１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設

備との接続の業務に関して入手した情報の取扱いについて、業務改善命令が出

される事例が発生しており、今後、競争ルールの遵守の状況について更に注視

する必要がある旨、言及した。 

 

（３）各領域の分析結果概要 

 

Ⅰ 固定電話領域の市場分析 

 

１）固定電話市場 

 

固定電話市場全体の契約数は１０年３月末時点で５，７８７万となり、減少

が続いているが、ＮＴＴ東西加入電話の減少が続く一方で、０ＡＢＪ－ＩＰ電

話は増加している。固定電話市場に占めるＮＴＴ東西のシェア（加入電話と０

ＡＢＪ－ＩＰ電話の合計）については１０年３月末で８２．９％であり、減少

傾向にあるものの、依然として高い水準を保っている。 

 

市場支配力に関しては、不可欠設備を保有するＮＴＴ東西は、単独で市場支

配力を行使し得る地位にある。しかし、第一種指定電気通信設備に係る規制や

競争ルールの存在により、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

ただし、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が大きく伸長しているなか、固定電話市場にお
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ける市場支配力を梃子とした隣接市場（特にＦＴＴＨを中心としたブロードバ

ンド市場）への影響等の懸念があり、注視する必要がある。 

 

２）中継電話市場（部分市場） 

 

 ＨＨＩは低下傾向にあるものの、ＮＴＴグループのシェアは、１０年３月末

時点で、市内通話は７５．３％、県内市外通話は７３．５％、県外通話は７２．

５％と横ばい傾向であり、国際通話は６６．４％と上昇傾向にある。シェアそ

の他の判断要素を考慮して、ＮＴＴグループは単独又は協調により市場支配力

を行使し得る地位にあるものの、現時点では実際に市場支配力が行使される可

能性は低い。 

 

３）０５０－ＩＰ電話市場（部分市場） 

 

 上位事業者のシェアが接近している状況にあり、参入も容易であると考えら

れ、単独で市場支配力を有する事業者は存在しないものの、上位３社シェアは

１０年３月末で８４．３％となっており、集中度が高いことから、複数事業者

が協調して市場支配力を行使する可能性は存在する。しかし、ブロードバンド

の付加サービス的な位置づけであり、加入者間の通話無料等の割引料金が定着

していること等から、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

Ⅱ 移動体通信領域の市場分析 

 

ＮＴＴドコモのシェアは１０年３月末で４８．２％であり、依然として競争

事業者とのシェア格差は大きく、寡占的な市場構造の下、市場支配力を行使し

得る地位にある。また、事業者シェアに大きな変動はみられないが、上位３社

のシェアは９４．４％と極めて高い水準であり、複数事業者が協調して市場支

配力を行使し得る地位にある。 

 

しかしながら、第二種指定電気通信設備に係る規制の存在等から、単独・協

調ともに、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

その他、ＭＶＮＯによる新市場創出、サービスの多様化、ＬＴＥのサービス

開始やスマートフォン端末の普及など、これらの新たな動きが市場に大きく影

響を及ぼす可能性も考えられることから、今後の市場動向を注視していく必要

性がある。 
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Ⅲ インターネット接続領域の市場分析 

 

１）ブロードバンド市場 

 

ブロードバンド市場では、ブロードバンドの契約数は、１０年３月末時点で

３，１８８万契約に達しており、引き続き増加している。 

 

ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西の契約数シェアは１０年３月末時点

で５２．２％と、５割を超えさらに伸張している。また、インフラに関しても

加入者回線合計に占めるＮＴＴ東西のシェア5は８７．９％になっており、ＮＴ

Ｔ東西は、単独で市場支配力を行使し得る地位にあると評価した。 

 

第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サービス規制等

の市場支配力の行使を抑止･けん制する措置が講じられているが、１０年２月、

ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関

して入手した情報の取扱いについて業務改善命令が出される事例が発生してお

り、今後、競争ルールの遵守状況については、更に注視が必要である。 

 

この他、ＮＧＮやＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドなど新たなサービス

の普及がブロードバンド市場に与える影響等について、注視していく必要性に

ついて言及した。 

 

２）ＡＤＳＬ市場 

 

ＡＤＳＬ市場は、契約数が最大であった０６年３月期と比較すると３割以上

縮小している。１０年３月末時点で、シェア１位のソフトバンクは３８．７％、

シェア２位のＮＴＴ東西が３４．８％となり、０９年３月末と比べ格差は拡大

している。 

 

競争事業者によるＡＤＳＬのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回線の開

放に依存する部分が大きいため、一定の競争ルールの存在がなければ、契約数

                                                  
5この加入者回線にはブロードバンド向けのみならず、ＰＳＴＮ（Public Switched Telephone 
Networks：公衆交換電話網）や法人向けネットワーク等に利用されているものも含まれてい

る。なお、０９年３月末は、９０．０％（光ファイバ、メタル回線の合計）。 
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シェア１位のソフトバンクであっても継続的なサービスの提供が困難となる可

能性がある。 

 

他方、ＮＴＴ東西は、加入者回線シェア6（メタル回線のみ）について、１０

年３月末時点で９９．９％のシェアを占めており、不可欠設備を保有すると判

断されることから、市場支配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

ただし、第一種指定電気通信設備に対する規制が措置されていることなどか

ら、市場支配力が行使される可能性は低いと考えられる。今後、ＡＤＳＬ市場

の縮小などにかんがみ、事業者間の協調が生まれる可能性については引き続き

注視すべきである。 

 

３）ＦＴＴＨ市場 

 

ＦＴＴＨ市場ではＮＴＴ東西の契約数シェアは、１０年３月末時点で７４．

４％となっている。また、光ファイバ回線シェア7も７７．３％と高水準に留ま

っていることなどから、単独で市場支配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

第一種指定電気通信設備制度に基づく設備開放義務等の存在が市場支配力行

使の抑止力となっているものの、１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気

通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取扱いにつ

いて業務改善命令が出される事例が発生しており、今後、ＦＴＴＨがブロード

バンドサービスの中心となっていくであろうことを踏まえれば、競争ルールの

遵守状況については更に注視が必要である。 

 

ただし、ケーブルインターネットからの競争圧力があること等から、直ちに

市場支配力が行使される可能性は低いと判断した。 

 

この他、引き続き注視すべき点として、ＮＴＴ東西による固定電話市場にお

ける市場支配力をレバレッジとしてＦＴＴＨ市場での支配力を拡大する行為へ

の懸念、ＮＧＮの普及による市場への影響等について指摘した。 

 

４）ケーブルインターネット市場 

 

                                                  
6脚注５を参照。なお、０９年３月末は（メタル回線のみ）９９．８％。 
7脚注５を参照。なお、０９年３月末は（光ファイバのみ）７８．８％。 
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ケーブルインターネット市場では、引き続き契約数は増加傾向にある。合併

の進展などを背景としてケーブルインターネット市場における上位３社シェア

は１０年３月末時点で４９．４％と上昇している。 

 

しかし、ＦＴＴＨ等からの競争圧力が存在していること、また、ＦＴＴＨや

ＡＤＳＬといった他のサービスと比較すると上位３社シェアやＨＨＩの水準が

高くないことなどを考慮し、単独・協調いずれも市場支配力を有する事業者は

存在しないと評価した。ただし、ケーブルインターネットについては地域独占

的な側面もあること、地域毎に提供事業者が異なるなど地理的な条件で競争環

境に差異があること等に留意が必要である。 

 

 また、１０年６月、Ｊ：ＣＯＭ、住友商事、ＫＤＤＩによる業務提携の検討

に関する覚書が締結され、その中でＪ：ＣＯＭとＫＤＤＩの子会社であるＪＣ

Ｎとの資本関係の構築を含め両社におけるケーブルテレビ事業の連携に関して

の検討がされており、これらの動きによるケーブルインターネット市場への影

響については、今後注視が必要である。 

 

Ⅳ 法人向けネットワークサービス領域の市場分析 

 

法人向けネットワークサービス市場では、専用サービス等の従来型のサービ

スの比重が低下する一方、ＷＡＮサービスの回線数が増加傾向にある。 

 

専用サービス市場においては、専用サービスの全体の回線数が横ばいである

一方、接続専用回線を除く専用サービスの回線数の減少が顕著である。専用サ

ービスでのＮＴＴ東西のシェアは０９年３月末時点で９１．３％と独占的な状

況であるが、接続専用回線を除くシェアでは、０９年３月末時点で５４．６％

であり、ＷＡＮサービスからの競争圧力を考慮すれば、市場支配力の行使の可

能性は低い。  

 

また、ＷＡＮサービス市場におけるＮＴＴグループのシェアは１０年３月末

時点で６７．５％であり、ＮＴＴグループが協調して市場支配力を行使し得る

地位にある。しかしながら、ファイアーウォール規制の存在、足回りに用いら

れるダークファイバの接続料金への規制、インターネットＶＰＮを含めたＷＡ

Ｎサービス内での競争活性化を考慮すれば、実際に市場支配力が行使される可

能性は低い。 
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３．２．戦略的評価のポイント 

 

Ⅴ 電気通信サービスに係る消費者選好の変化に関する経時的分析 

 

 競争評価では毎年度、利用者に対するＷｅｂアンケートを行い、利用者の選

好に関するデータを収集してきたが、これまでは、主に各年度における特定の

テーマについての単年度の分析のために用いられてきた。一方で、毎年度テー

マが異なる中にあっても共通して調査を行ってきた項目も少なくない。そこで、

本評価ではＷｅｂアンケートの結果について経年的に分析を行うことで、利用

者の選好がどのように変わってきたのかについて分析した。 

 

Ｗｅｂアンケートの結果からは、固定電話については０ＡＢＪ－ＩＰ電話利

用者の割合の増加及びＮＴＴ東西の利用者の割合の低下が見られ、ブロードバ

ンドについてはＦＴＴＨ利用者の割合の増加及びＮＴＴ東西の利用者の割合の

増加が見られた。また、移動体通信については３Ｇ携帯電話の利用者の割合の

増加が見られた。 

 

なお、Ｗｅｂアンケートは利用者側から見たデータであるが、これらのデー

タによる分析の結果は、供給者側から見たデータによる分析である定点的評価

の結果とおおむね一致するものであった。 

 

Ⅵ モバイル及びブロードバンドの普及に関するこれまでの競争政策の経済効果の

定量分析 

 

本分析では、モバイル及びブロードバンド市場の拡大という社会経済的な事

象において、どのような競争政策が複合的に作用することによりどのような役

割を果たしてきたのかについて、経済効果の観点から定量的に把握した。経済

効果の定量的把握に当たっては、消費者余剰分析及びＡＨＰ分析によって競争

政策の直接的な効果を算定し、さらに、産業連関表を利用して他産業への波及

効果を算定した。 

 

モバイル市場のうち、携帯電話市場においては、ナンバーポータビリティ制

度の導入等の時期を踏まえた２００６年９月から２００９年１２月までの３年

３ヶ月間で、消費者余剰は約６，８５０億円増加した。また、このうち競争政

策の直接効果は約６７０億円（消費者余剰の増加に競争政策が寄与した割合：

９．８％）と算定された。さらに、携帯電話市場から他産業への波及効果は約

８，５６０億円と算定された。 
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ブロードバンド市場のうち、ＡＤＳＬ市場においては、アンバンドルの導入

及び普及等の時期を踏まえた２００１年３月から２００６年６月までの５年３

ヶ月間で、消費者余剰は約４，１２０億円増加した。また、このうち競争政策

の直接効果は約１，４７０億円（消費者余剰の増加に競争政策が寄与した割合：

３５．６％）と算定された。さらに、ＡＤＳＬ市場から他産業への波及効果は

約２，０７０億円と算定された。 

 

また、ブロードバンド市場のうち、ＦＴＴＨ市場においては、アンバンドル

の導入等の時期等を踏まえた２００１年から２００９年１２月までの８年９ヶ

月間で、消費者余剰は約１，３１０億円増加した。また、このうち競争政策の

直接効果は約１３０億円（消費者余剰の増加に競争政策が寄与した割合：９．

９％）と算定された。さらに、ＦＴＴＨ市場から他産業への波及効果は約１兆

７，２４０億円と算定された。 

 

４．競争評価２０１０以降の評価について 

 

（１）今後の評価のあり方 

 

１）市場画定の見直し 

  

競争評価を実施するに当たっては、評価の対象とする市場の画定作業が大き

なポイントとなるところであり、現在は０３年度から０６年度にかけて画定さ

れた市場について評価を行っている。 

  

しかしながら、前回の市場画定から相当の期間が経過しており、技術革新や

新たなサービスの出現等により、画定された市場が、評価すべき市場の実態と

の乖離が生じつつあることも否定できない。例えば、モバイル市場におけるＭ

ＶＮＯ、ブロードバンド市場におけるＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドに

ついては、いずれも急速に契約数を拡大しつつあるところである。他方、現在、

法人向けサービスの部分市場として画定しているものの中には、利用者の減少

により市場そのものが縮小しつつあるものも含まれている。 

  

こうした状況を踏まえ、広く関係者の意見を踏まえながら、あらためて市場

画定について適切な見直しを実施することが必要であると考えられる。 
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２）事業者の総合的な事業能力 

 

「基本方針」（０９年１２月公表）において、競争評価の分析に用いる判断要

素としては、市場シェア、市場集中度などのほか、技術力や資本関係等といっ

た事業者の総合的な事業能力を掲げ、これらの要素の選択的な組合せにより評

価を行うこととしている。 

 

これまでも、例えば、資本関係等を通じた総合的な事業能力を検証する観点

から、ＨＨＩの算出に当たっては適宜複数社のシェアを合計してきたところで

あるが、引き続き今後もグループドミナンスについては注視するとともに、そ

の評価のあり方についても検討していくことが必要であると考えられる。 

 

３）事業者間取引の分析 

 

我が国の競争評価では、「競争評価２００６」、「競争評価２００７」における

戦略的評価のテーマとして事業者間取引を分析した事例はあるものの、一次的

な分析・評価対象は最終利用者向けサービスとしているところである。 

 

他方、ＥＵにおいては、０７年１２月の「関連市場勧告」の見直しにおいて、 

卸売市場の競争が十分である場合に小売市場の規制は重要性が低いとの判断か

ら、競争評価の対象とする小売市場の範囲を大幅に縮小するなど、卸売市場を

重視する方針をとっている。 

 

我が国においても、国際的に整合性の評価を行う観点から、諸外国の動向に

ついて注視しつつ、市場環境の変化に応じ、事業者間取引に関する分析の拡充

について検討を行うことが必要である。 

 

４）新たな技術やサービス等の動向 

 

 需要・技術革新の動向も、競争評価における分析の重要な判断要素である。

１０年６月、「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」が公表され、１１年度

以降新たに発売される端末のうち、対応可能なものからＳＩＭロック解除を実

施する8こととされており、今後、移動体通信市場においてどのような影響を与

えるかについて注視していくことが必要である。 

                                                  
8 １０年７月、ＮＴＴドコモは、１１年４月以降に出荷するすべての携帯端末についてＳＩ

Ｍロックを解除する方針である旨、公表した。 
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 その他、バンドルなどサービス間の連携・融合に向けた動きが加速し、また、

コンテンツ・アプリケーションや端末など通信サービスの上下のレイヤーとの

一体性が高いビジネスモデルなどが登場し始めている。また、今後商用サービ

スの開始が予定されているＬＴＥやＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドの普

及などが、競争状況に大きく影響を及ぼす可能性がある。 

 

今後、市場支配力の存在や行使の可能性について分析を行う際には、上下レ

イヤーの市場環境、技術革新の動向、利用者の需要等を適宜考慮して総合的な

判断を行うこととする。 

 

（２）その他 

 

１０年５月に「「光の道」構想実現に向けて―基本的方向性―」が公表され、

競争評価の見直しに関する言及9がなされたところであり、今後、競争評価のあ

り方については検討を行っていくことが必要である。 

                                                  
9 「「光の道」構想実現に向けて―基本的方向性―」（抜粋） 

４ 利用率向上の考え方（30%→100%） 
（２）競争政策によるサービスの発展・料金の低廉化  
ウ 市場支配力に着目したドミナント規制の在り方 
総合的な市場支配力に着目したドミナント規制については、諸外国でも一般的

に採用されていること、ボトルネック性以外の公正競争を歪める要因に対する対

応が可能となること等にかんがみ、その導入について速やかに検討を開始するこ

とが適当である。その際、併せて、現在総務省において取り組まれている競争セ

ーフガード制度、競争評価制度の在り方も再検討することが望ましい。 
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第１章 固定電話領域の市場画定 

 

本章では、固定電話領域の市場画定を概観する。 

 

１．サービス市場の画定 

  

サービス市場の画定に関しては、加入部分についてはＮＴＴ東西加入電話、直収電

話1、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を固定電話市場として画定する。また、中継

電話、０５０－ＩＰ電話については、それぞれ部分市場として分析を行う。 

なお、実際には直収電話、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を選択した場合、通

話部分について利用者がサービスを選択することは通常出来ない。また、ソフトフォ

ンについては、データの入手可能性の点から、市場画定は行っていない。 

 

 

【図表Ⅰ－１ 固定電話領域の市場画定】 

〈固
定
電
話
市
場
〉

【固定電話領域】

ＮＴＴ東西加入電話

直収電話

ＣＡＴＶ電話

０ＡＢＪ－ＩＰ電話

中継電話

０５０－ＩＰ電話

〈部
分
市
場
〉

 

 

 

                                                  
1ＮＴＴ東西以外の電気通信事業者が提供する加入電話サービスで、直加入電話、直加入ＩＳＤＮ、

新型直収電話、新型直収ＩＳＤＮを合わせた総称をいう。なお、①直加入電話は自社の電話回線

を直接オフィス等に引き込んで提供するアナログ回線の電話サービス、②直加入ＩＳＤＮは自社

の電話回線を直接オフィス等に引き込んで提供するデジタル回線の電話サービス、③新型直収電

話はＮＴＴ東西のドライカッパを利用したアナログ回線の電話サービス、④新型直収ＩＳＤＮは

ＮＴＴ東西のドライカッパを利用したデジタル回線の電話サービスのことをいう。 
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２．地理的市場の画定 

 

地理的市場については、  

①データの入手可能性 

②代替的なサービスの選択肢の存在 

③各事業者のサービス提供エリア 等 

を踏まえ、東日本と西日本の２地域を地理的市場として画定した。この２地域とは、

以下のとおりである。 

 

（ⅰ）東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

 

（ⅱ）西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

 

【図表Ⅰ－２ 東日本、西日本の２地域と見た地理的区分】 
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また、必要に応じて、全国１０の地域ブロック（電力系事業者2の業務区域）につい

ても分析を行うこととしており、これらは以下のとおりである。 

（ⅰ）  北海道ブロック：北海道 

（ⅱ） 東北ブロック：青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、新潟県 

（ⅲ） 関東ブロック：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、 

山梨県、静岡県3（富士川以東） 

（ⅳ） 東海ブロック：長野県4、岐阜県、静岡県（富士川以西）、愛知県、三重県 

（ⅴ） 北陸ブロック：富山県、石川県、福井県 

（ⅵ） 近畿ブロック：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

（ⅶ） 中国ブロック：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

（ⅷ） 四国ブロック：香川県、徳島県、愛媛県、高知県 

（ⅸ） 九州ブロック：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 

（ⅹ） 沖縄ブロック：沖縄県 

 

【図表Ⅰ－３ 全国１０ブロックと見た地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
2電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、ファミリーネット・ジャパ

ン、北陸通信ネットワーク、ケイ・オプティコム 、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮ

ｅｔ、九州通信ネットワーク、沖縄通信ネットワークを指す。 
3静岡県は、「住民基本台帳人口要覧」（０９年３月）から富士川を境にした世帯数比率を算出し、

その比率に基づき分計している。また、静岡県はＮＴＴ西日本の業務区域であるが、１０地域の

ブロックで画定する際には、富士川を境に以西の地域を東海ブロック、以東の地域を関東ブロッ

クの契約回線数として集計した。したがって、関東ブロックは基本的にＮＴＴ東日本の業務区域

に含まれるものの、ＮＴＴ東日本の業務区域ではない静岡（富士川以東）の契約回線数を含んで

いる。 
4長野県はＮＴＴ東日本の業務区域であるが、今回の地理的市場の画定においては東海ブロックに

相当している。したがって、東海ブロックは基本的にＮＴＴ西日本の業務区域に含まれるものの、

ＮＴＴ西日本の業務区域ではない長野県の契約回線数を含んでいる。 

 

北海道ブロック 

東北ブロック 

関東ブロック 

北陸ブロック 

東海ブロック 

近畿ブロック 

中国ブロック 

九州ブロック 

四国ブロック 

沖縄ブロック 
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第２章 固定電話領域の主要指標の分析 

 

本章では、固定電話領域の主要指標の分析を行う。 

 

１．市場の規模 

 

（１）固定電話市場の契約数 

 

固定電話市場全体では、契約数は１０年３月末時点で５，７８７万と減少が続いて

いる。固定電話市場全体に占める割合は、１０年３月末時点で 

①ＮＴＴ東西加入電話（ＩＳＤＮを含む）６５．５％、 

②０ＡＢＪ－ＩＰ電話２５．１％、 

③直収電話７．７％、 

④ＣＡＴＶ電話１．６％ 

となっており、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の割合の増加が大きい。 

 

【図表Ⅰ－４ 固定電話の契約数の推移】 
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（注１）固定電話は、ＮＴＴ東西加入電話（ＩＳＤＮを含む）、０ＡＢＪ－ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、直収電話（直加入、新型

直収、 直収ＩＳＤＮの合計）を合計したものとする。 

（注２）０ＡＢＪ－ＩＰ電話については利用番号数となっており、０３年３月末、０４年３月末時点の利用番号数は事業者アン

ケートによる。 

（注３）四捨五入の関係上、合計が１００％にならない場合がある。以下同じ。 

（出所）総務省資料 
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１）ＮＴＴ東西加入電話の契約数 

 

 ＮＴＴ東西加入電話（ＩＳＤＮを含む）の契約数は、減少を続けており、１０年３

月末時点で３，７９３万となっている。この減少は、新型直収電話5、０ＡＢＪ－ＩＰ

電話といった他の固定電話サービスへの移行、また移動体通信による固定電話の代替

が要因となっていると考えられる。 

 

【図表Ⅰ－５ ＮＴＴ東西加入電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
5 新型直収電話については、脚注１を参照。 
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２）直収電話の契約数 

 

 直収電話の契約数は、０３年から０５年の間に開始された新型直収電話6の提供によ

り伸張した結果、１０年３月末時点で直収電話全体の８２．９％を占めている。旧来

型の直加入電話とあわせ、直収電話全体の契約数は１０年３月末時点で４４７万と

なっているが、この１年間については減少傾向にある。 

 

 

【図表Ⅰ－６ 直収電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
6 新型直収電話については、０３年７月に平成電電、０４年１２月にソフトバンクテレコム（旧日

本テレコム）、０５年２月にＫＤＤＩが提供を開始した。 
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３）ＣＡＴＶ電話の契約数 

 

 ＣＡＴＶ電話の契約数は、０７年３月末まで増加傾向が続いていたが、０７年６月

末以降減少傾向に転じた後０９年３月末以降は横ばいとなり、１０年３月末で９３万

となっている。 

なお、ＣＡＴＶ電話は全ての都道府県で提供されているものではなく、その範囲は

限定的で、北海道、関東、近畿、中国、九州の一部のみで提供されている。そのため、

ＮＴＴ東西加入電話の代替サービスとして全国的に普及している状況とは言えない。 

また、提供者はいずれの地域においてもＪ：ＣＯＭグループのみである。 

 

【図表Ⅰ－７ ＣＡＴＶ電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 
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【図表Ⅰ－８ ＣＡＴＶ電話の提供エリア】 
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４）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数 

 

０ＡＢＪ－ＩＰ電話7の契約数は、ＦＴＴＨ契約数の増加を反映して依然増加傾向に

あり、１０年３月末時点で１，４５３万となっている。ＦＴＴＨの普及に伴い、前年

同期と比べると約１．３倍となっており、引き続き増加傾向にある。 

 

 

【図表Ⅰ－９ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
7主にＦＴＴＨによるインターネット接続に伴い提供されている固定電話サービス。ただし、ＨＦ

Ｃ形式（光ファイバと同軸のケーブルを組合せた方式。基幹部分に光ファイバを用い、途中に光

電気変換機器を設置してユーザ宅の引込線に同軸ケーブルを用いている。）を用いて０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話を提供している例もある。（例：テクノロジーネットワークスの「プライマリ電話サービス」、

ＫＤＤＩの「ケーブルプラス電話」） 
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（２）部分市場の契約数 

 

１）中継電話の契約数 

 

 中継電話（マイライン、マイラインプラス）の契約数8は、１０年３月末時点で１億

２，０２６万であり、ＮＴＴ東西加入電話の契約数の減少等を背景として減少してい

る。 

 

【図表Ⅰ－１０ 中継電話（マイライン、マイラインプラス）の契約数（延べ）の推

移】 
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（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
8未登録者数は除外している。なお、未登録者は、マイライン、マイラインプラス導入前の実態を

考慮し、市内・市外ではＮＴＴ東西に、県外ではＮＴＴコミュニケーションズのマイラインに登

録したものと扱われることとなっている。 
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２）０５０－ＩＰ電話の契約数 

 

 ０５０－ＩＰ電話の契約数は、１０年３月末時点で８６２万であり、０７年６月末

以降減少傾向となっている。 

 

 

【図表Ⅰ－１１ ０５０－ＩＰ電話の契約数の推移】 
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（注）０３．３と０４．３については、事業者アンケートに基づく数値、それ以降は電気通信事業報告規則第２条に基づき報告

された数値を用いている。 

（出所）総務省資料 
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（３）ソフトフォン 

 

 ソフトフォン9について、データ入手可能性から、直接的に市場規模を表すものでは

ないが潜在的な市場規模を把握する指標として認知度を見ると、認知度は引き続き低

調で、約５割が名前を知らず、サービス内容まで含めると７割以上にまだ知られてい

ない。その結果、サービスの利用度は約２．７％にとどまる。また、認知度、利用度

ともに昨年度調査からの変化は小さい。 

 

 

【図表Ⅰ－１２ ソフトフォンの認知度と利用度】 
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度
調
査

今
年
度
調
査

 

（出所）「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

 

 

 

 
                                                  
9ソフトウェアフォンの略。Ｓｋｙｐｅ等の、ソフトウェアを用いてインターネット経由で通話を

行うもの。 
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２．競争状況の分析 

 

（１）料金 

 

１）利用者料金の類型 

 

 固定電話の料金構造は、主に「基本料」（通信量に関わらず定期的（毎月等）に一

定額を支払う料金）と「通話料」（通信量に応じて支払う従量制料金（一部定額制を

含む））の二部料金制となっている。ＮＴＴ東西加入電話を例として考えると、それ

ぞれの料金は次の図のように各費用に対応している。また、ＮＴＴ東西加入電話を利

用する上で必要とされてきた「施設設置負担金」については、現在基本料に定額を上

乗せするライトプランも提供されている。 

 

 

【図表Ⅰ－１３ ＮＴＴ東西加入電話の主な料金構造】 

加入者宅

加
入
者
回
線
部
分

加入者交換機

中継交換機

基本料

・加入者回線部分の保守・維持費用

・料金請求に係る費用 等

施設設置負担金

・加入者回線部分の新規架設工事に要する費用

・加入電話契約を解除しても返還は行われない。

通話料（接続料）

・交換網設備に係る費用

・通話に関連するトラヒック管理費用 等

 

 

 

２）利用者料金の推移 

 

①基本料 

 

 基本料については、新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話といったＮＴＴ東西加入電

話以外の固定電話サービスの提供開始を受けて０５年に実施された値下げ以来、横ば

いとなっている。 
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【図表Ⅰ－１４ 固定電話基本料（住宅用）10の推移】 

(年度）99 099385 86 87 88 89 90 91 92 94 95 96 97 98 00 01 08070602 03 04 05

500

1,000

1,500

(1,550円)

95.2 料金改定

ＮＴＴ加入電話（3級局）

(円)

(1,750円)

(1,700円)

05.1 料金改定

※ ＮＴＴ加入電話については、加入時に施設設置負担金を支払った場合の料金である。なお、 02.2に、

毎月の基本料に一定額（640円）を上乗せして支払うことで施設設置負担金の支払いが不要なプラン

（ライトプラン）が登場した。施設設置負担金については、05.3に72,000円から36,000円に値下げされ、

これに併せてライトプランの上乗せ支払額も640円から250円へと値下げされている。

※ ０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話については、インターネット接続とセットの場合の料金。

(1,500円)

05.3 料金改定

(1,500円)

新型直収電話

平成電電

CHOKKA（03.7～）

ソフトバンクテレコム（3級局）

おとくライン（04.12～）

ＫＤＤＩ（3級局）

メタルプラス（05.2～）
(1,330円)ＣＡＴＶ電話

Ｊ：ＣＯＭ Ｐｈｏｎｅ（97.7～）

(650円)

(500円)

ＫＤＤＩ

光プラス（03.10～）

ＮＴＴ東西

ひかり電話（04.9～）

(950円)

05.5 機器利用料を分計

05.1 料金改定

０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話

(1,400円)

06.6 サービス廃止

06.6 「ひかりone」に名称変更

 
（出所）各社Ｗｅｂサイト 

 

【図表Ⅰ－１５ ＮＴＴ東西加入電話と新型直収電話の料金比較】 

加入電話
加入電話

ライトプラン

36,000円

2,000円 100円×60月

3級局 1,700円 1,950円

2級局
1,550円

（1,600円）
1,800円

（1,850円）

1級局
1450円

（1,600円）
1,700円

（1,850円）

3級局 2,500円 2,750円

2級局
2,350円

（2,400円）
2,600円

（2,850円）

1級局
2,300円

（2,400円）
2,550円

（2,800円）

※　級局については、３級：大規模局、２級：中規模局、１級：小規模局のイメージ
※　括弧内はプッシュ回線用の場合の料金
※　ＮＴＴ東西の加入電話の開通工事費については、既存の屋内配線が利用可能な場合の費用

施設設置負担金

ＮＴＴ東西 ソフトバンク
テレコム

（おとくライン）

ＫＤＤＩ
（メタルプラス）

開通工事費 100円×60月

事務用

2,350円

口座振替：2,100円
窓口支払い：2,400円

2,050円

口座振替：1,400円
窓口支払い：1,500円

基本料

住宅用

1,500円

1,350円

2,200円

 

（出所）各社Ｗｅｂサイト 

                                                  
10都市部等最も高い「３級局」の基本料（住宅用）（税抜）を示している。 
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②通話料 

 

 通話料についても、０５年度からは特段の変化が見られない。例として、長距離に

おける中継電話通話料の推移を見ると、近年においてはＮＴＴコミュニケーションズ

による「プラチナライン11」の提供以来、目立った動きは見られない。 

 

【図表Ⅰ－１６ 中継電話通話料（長距離）の推移】 

(年度）0985 86 87 88 89 90 91 92 93 0807060594 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04

100

300

(400円)
88.2 料金改定

(円/3分)

※ 表示の料金は東京ー大阪間（平日昼間）の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(80円)

89.2 料金改定

第二電電 日本テレコム

（87.9～）

フュージョン（01.4～）

200

400

89.2 料金改定

90.3 料金改定

91.3 料金改定

92.6 料金改定

(90円)

(110円)

(140円)

(180円)

(200円)

(240円)

(280円)

(330円)

(360円)

93.10 料金改定

96.3 料金改定

97.2 料金改定

98.2 料金改定

01.3 料金改定

90.3 料金改定

91.3 料金改定

92.4 料金改定

93.11 料金改定

96.3 料金改定

97.2 料金改定

98.2 料金改定

01.3 料金改定

(20円)

(300円)

(280円)

(240円)

(200円)

(170円)

(180円)

(130円)

(100円)

(15円)

ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～）

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

 
（出所）各社Ｗｅｂサイト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
11マイラインプラスの四区分（市内、市外、県外、国際）全てをＮＴＴコミュニケーションズに登

録することで、通話料を大幅に値下げするサービス。 
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【図表Ⅰ－１７ 中継電話通話料（中距離）の推移】 

(年度）0985 86 87 88 89 90 91 92 93 0807060594 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04

50

100

(140円)

93.10 料金改定

(円/3分)

※ 表示の料金は東京ー前橋間（平日昼間）の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(20円)

(80円)

(70円)

(60円)

00.4 料金改定

01.3 料金改定

Ｈ1.2 料金改定

93.11 料金改定

98.2 料金改定

第二電電、日本テレコム

（87.9～）

フュージョン（01.4～）
ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～)

(15円)

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

 

（出所）各社Ｗｅｂサイト 

 

【図表Ⅰ－１８ 中継電話通話料（市内）の推移】 

(年度）08 0997 98 99 00 0691 05 0701 0294 95 9692 93 03 0485 86 87 88 9089

5

10
(10円)

01.1 料金改定（ＮＴＴ東日本のみ）

(円/3分)

※ 表示の料金は昼間の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(9円)
01.5 料金改定

ＫＤＤＩ、日本テレコム

（01.5～）
(8.4円)

TTNet

東京電話（98.1～）

(9円)

ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～）

06.12 「東京電話」新規申し

込み受付停止

04.7 「東京電話」事業をフュージョンに譲渡

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

(8.5円)

(8円)

 

（出所）各社Ｗｅｂサイト、（社）電気通信事業者協会資料 
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③固定電話の料金水準 

 

 利用者料金の水準は事業者及びプラン等により異なる。そこで、単一の価格水準と

して分析する指標として、全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等

を総合した物価の変動を時系列的に測定した、消費者物価指数（ＣＰＩ：Consumer Price 

Index）の推移を見ることも有益である。 

 ０５年度基準の「固定電話通信料12」について推移を見ると、０５年までは低下傾

向にあり、それ以降はほぼ横ばいとなっており、前述の基本料及び通話料の推移と同

様となっている。 

 

【図表Ⅰ－１９ 固定電話についての消費者物価指数（０５年度基準）の推移】 

0

20

40

60

80

100

120

140

00.1 01.1 02.1 03.1 04.1 05.1 06.1 07.1 08.1 09.1 10.1

 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

                                                  
12「固定電話通信料」（品目符号 7410）の価格指数の作成に当たっては、所定のモデル式により月々

の価格指数を算出している。具体的には、①トラヒックシェアの高い複数の事業者を選定、②Ｎ

ＴＴ東西加入電話について基本料金（プッシュ回線・ダイヤル回線の別で加重平均した回線使用

料と配線使用料の合計）と通話料金（家計調査から推計された月額の平均通話料金を、距離別・

時間帯別通信量等により補正）を合計、③直収電話について基本料金（基本使用料と開通工事費

の合計）と通話料金（家計調査から推計された月額の平均通話料金を、距離別通信量等により補

正）を合計、④ＮＴＴ東西加入電話と直収電話の価格を、事業者・プラン別契約者数により加重

平均、という過程により価格を算出し、これを基準年＝100 とする価格指数として計算する。 
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④接続料 
 

 加入者電話サービスを提供するには、ＮＴＴ東西のＧＣ13又はＺＣ14で接続すること

が必要であり、事業者（ＮＴＴ東西の利用部門を含む）はＮＴＴ東西の管理部門に対

して接続料を支払う。この推移を見ると、新規投資の抑制等の環境変化も踏まえたモ

デルの見直し等15が行われ、０５年度以降低下していたが、１０年度は上昇に転じた。 
 
【図表Ⅰ－２０ ＧＣ、ＺＣの推移】 

6.31 6.19
5.81 5.57 4.95

4.60 4.50 4.80 5.13 5.32
5.05 4.69 4.53 4.52

5.21

19.78

16.45

14.48

12.93

11.98

10.64

7.65

5.88

4.78

5.79 6.12

7.09 6.84 6.55 6.41 6.38
6.96

0

5

10

15

20

25

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

（円／３分）

（年度）

GC接続

ZC接続（IC接続）

 

（出所）総務省資料 

 

 新型直収電話サービスを提供するには、ＮＴＴ東西の未利用のメタル加入者回線

（いわゆるドライカッパ）を利用することが必要であり、競争事業者はＮＴＴ東西に

対してドライカッパの接続料を支払う。また、ＮＴＴ東西の未利用の光ファイバ（い

わゆるダークファイバ）を利用して０ＡＢＪ－ＩＰ電話を提供するという接続形態も

                                                  
13Group Center。加入者交換局のことで、エリア内の加入電話からの回線を集約している。 
14Zone Center。中継交換局のことで、ＧＣからの回線を集約し、他局に中継している。 
15「接続料規則の一部を改正する省令」（平成 17 年総務省令第 14 号）により、ＮＴＳ（Non-Traffic 
Sensitive Cost）コスト（交換機等の費用のうち、通信量に依存せず、回線数に依存する費用）を段

階的に接続料より控除し、毎年、前年度下期及び当年度上期の予測通信量等を用いて接続料を算

定することとされた。なお、「接続料規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令」（平成 20

年総務省令第 10 号）により、ＮＴＳコストのうち、実質的にユニバーサルサービス制度の補てん

対象外となるき線点ＲＴ（Remote Terminal：加入者宅と加入者交換機を設置する局舎との間に設

置され、複数のメタルケーブルを収容し、光化して伝送することにより端末回線費用の節減を図っ

ているもの。）－ＧＣ間伝送路費用は段階的に接続料原価へ算入することとされた。 
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あり、この場合、競争事業者はＮＴＴ東西に対してダークファイバの接続料を支払う。 
 

代表的な事例として、前者の新型直収電話に関するドライカッパの接続料の推移を

見ると、ここ数年上昇傾向にある。 
 

【図表Ⅰ－２１ ドライカッパ接続料の推移】 

認可日   ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

００．１２．１５   １，９０５円 １，９０５円 

回線管理

運営費 

1 回線 １５７円 １５７円 

1 請求書 １２８円 １２８円 

０２．１．３１  １，７９０円 １，７９０円 

回線管理

運営費 

1 回線 １４３円 １４３円 

1 請求書 １２６円 １２６円 

０３．２．１４  １，６９０円 １，８０３円 

回線管理

運営費 

1 回線 １３９円 １４７円 

1 請求書 １２５円 １２５円 

０３．１０．２９  １，２９０円 １，３９９円 

回線管理

運営費 

1 回線 １３９円 １４７円 

1 請求書 １２５円 １２５円 

０４．２．１７  １，２５６円 １，３１８円 

回線管理

運営費 

1 回線 １２９円 １３５円 

1 請求書 １３０円 １３４円 

０５．３．１  １，２４８円 １，２５６円 

回線管理

運営費 
1 回線 １１８円 １１２円 

０６．３．３  １，２０５円 １，２４１円 

回線管理

運営費 
1 回線 １２９円 １６４円 

０７．２．２６  １，２０４円 １，２５４円 

回線管理

運営費 
1 回線 １０７円 １３９円 

０８．３．２７  １，２１６円 １，２９４円 

回線管理

運営費 
1 回線 ６９円 ８９円 

０９．２．２４  １，２６１円 １，３００円 

回線管理

運営費 
1 回線 ６２円 ７８円 

１０．３．１ 

 

 

 １，３５３円 １，３３３円 

回線管理

運営費 
1 回線 ４１円 ５８円 

  
（注）競争事業者がＮＴＴ東西に支払う１回線あたり月額料金は各年度の各費用の合計となる。 

    （例：１０．３．１認可のＮＴＴ東日本の場合は、１，３５３＋４１＝１，３９４（円）） 

（出所）総務省資料 
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（２）市場の集中度 
 

１）固定電話市場 

 固定電話市場の契約数に占めるＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ東西加入電話及び０

ＡＢＪ－ＩＰ電話）は新型直収電話の普及等により減少傾向にあるが、１０年３月末

時点で８２．９％となっており、依然としてシェアは極めて大きい。また、ＨＨＩは

１０年３月末時点で６９５１となり、漸減傾向にあるが、なお極めて高い水準にある。 
 
【図表Ⅰ－２２ 固定電話市場の契約数におけるＮＴＴ東西のシェアとＨＨＩの推
移】 

6,178

(99.7%) 
6,105

(99.6%) 
6,031

(99.2%) 
5,955

(98.9%) 
5,827

(97.4%) 
5,514

(92.7%) 
5,315

(89.5%) 
5,118

(86.2%) 
4947

(84.7%)
4,909

(84.2%) 

4,870

(16.2%) 

4834

(83.3%)

4,792

(82.9%)

18

(0.3%) 
27

(0.4%) 
46

(0.8%) 
67

(1.1%) 
152

(2.6%) 

434

(7.3%) 
623

(10.5%) 

781

(13.2%) 

894

(15.3%) 

921

(15.8%)  

944

(16.2%)  
968

(16.7%)
994

(17.1%)

9942 9912 9849 9779 
9499 

8610 

8,049

7,587
7,249 7,170 7,100 7,029 6,951

0 

1000 

2000 

3000 

4000 

5000 

6000 

7000 

8000 

9000 

10000 
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（注１）ＮＴＴ東西のシェアには、ＮＴＴ東西加入電話（ＩＳＤＮを含む）、０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用番号数）が含まれる。 

（注２）ＨＨＩは、ＮＴＴ東西を１社として算出している。 
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 全国に加え、地理的市場としての東日本地域及び西日本地域ついての契約数、ＨＨ

Ｉ及び上位３社シェアについて見ると、全国、東日本地域及び西日本地域すべてにつ

いて上位３社シェアは９０％を超えている。ＨＨＩを見ても、７０００前後となって

おり、市場集中度は非常に高い。 

 

【図表Ⅰ－２３ 固定電話市場の契約数の上位３社シェアとＨＨＩの比較】 

 

区 分 全国(10.３) 東日本地域(10.3) 西日本地域(10.3) 

契約数 ５,７８７万 ２,９１０万 ２,８７６万 

ＨＨＩ ６９５１ ７６２２ ７５５４ 

上位３社ｼｪｱ ９４.４% ９６.４% ９２.４% 

上位 3 社 ＮＴＴ東西 
ＫＤＤＩ 

ソフトバンクテレコム 

ＮＴＴ東日本 
ＫＤＤＩ 

ソフトバンクテレコム 

ＮＴＴ西日本 
ＫＤＤＩ 

ケイ・オプティコム 

（注１） 全国のＨＨＩ及び上位１～３社シェアについては、ＮＴＴ東西を１社として算出している。 

（注２） ０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用番号数）については、０９年９月末（一部０８年９月末）の都道府県別番号利用番号数の

各者内割合を用いて算出した推計値となっている。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

２）中継電話市場（部分市場） 

 

中継電話については、マイライン・マイラインプラスの四区分（市内、県内市外、

県外、国際）の各契約数に、直収電話、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用番

号数）の契約数を合計して区分毎に市場シェア等を算出した。１０年３月末時点での

ＮＴＴグループのシェアは、市内が７５．３％、県内市外が７３．５％、県外が７２．

５％、国際が６６．４％となっており、国内通話では７割超、国際通話では６割超を

ＮＴＴグループが占めている。また、ＨＨＩの推移を見ると、各区分とも減少傾向に

ある。 
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【図表Ⅰ－２４ 中継電話（市内・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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ＮＴＴコミュニケーションズ（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話含む） ＮＴＴ東西（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話）（０４．３から） ＮＴＴ東西(ＮＴＴ加入電話部分）

HHI

 
（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用番号数は事業者アンケートによる。  

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

 

【図表Ⅰ－２５ 中継電話（県内市外・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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ＮＴＴコミュニケーションズ（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話含む） ＮＴＴ東西（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話）（０４．３から） ＮＴＴ東西（NTT加入電話部分）

HHI

 
（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用番号数は事業者アンケートによる。  

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 



23 
 

【図表Ⅰ－２６ 中継電話（県外・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用番号数は事業者アンケートによる。 

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

【図表Ⅰ－２７ 中継電話（国際・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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その他 ソフトバンクテレコム ＫＤＤＩ ＮＴＴ東西（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話）（０４．３から） ＮＴＴコミュニケーションズ（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話含む） HHI

 
（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用番号数は事業者アンケートによる。 

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 
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 中継電話については、契約数における事業者シェアの他に、通信量（通信回数、通

信時間）における事業者シェアを把握することが可能である。そこで、市内通話、県

内市外通話、県外通話に係る通信量におけるＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーショ

ンズのシェアの推移を通信回数と通信時間の別に見ると、０９年３月末時点でＮＴＴ

東西については市内通話が５１．６％（通信回数）と５３．９％（通信時間）、県内

市外通話が３４．９％（通信回数）と３８．６％（通信時間）となっており、ＮＴＴ

コミュニケーションについては県外通話が５０．７％（通信回数）と５１．６％（通

信時間）となっている。 

 

また、国際通話に係る通信量におけるＫＤＤＩのシェアの推移を通信回数と通信時

間の別に見る16と、０９年３月末時点で２５．１％（通信回数）と２８．３％（通信

時間）となっている。 

 

契約数におけるシェアと比較して、県内市外通話と県外通話に関しては、ＮＴＴグ

ループのシェアが低くなっている。 

 

 

【図表Ⅰ－２８ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（市内通

話）】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
16通信量は集計に時間を要することから、０８年度のデータが最新である。なお、データの制約上、

この通信量データには、０ＡＢＪ－ＩＰ電話及び０５０－ＩＰ電話のトラヒックは含まれない。 
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【図表Ⅰ－２９ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（県内市

外通話）】 
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（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅰ－３０ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（県外通

話）】 
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（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅰ－３１ 通信量（通信回数・通信時間）によるＫＤＤＩシェアの推移（国際

通話）】 
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（注）０５年３月から報告対象事業者の範囲を拡大しているため、単純に比較はできない。 

（出所）総務省資料 
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３）０５０－ＩＰ電話市場（部分市場） 

 

 ０５０－ＩＰ電話については、上位３社のシェアは１０年３月末で８４．３％と

なっており、０７年以降ほぼ横ばいである。ＨＨＩについても、０６年以降大きな変

化は無く、０９年３月末で３１６８となっている。 

 

ただし、利用番号数のシェアは、番号の指定を受けている事業者から卸売サービス

の提供を受けて小売サービスを行っている事業者の存在が反映されていない点には

留意することが必要である。 
 
 

【図表Ⅰ－３２ ０５０－ＩＰ電話における上位３社シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 
 

 

３．地理的市場別の分析 

 

 固定電話領域の地理的市場については、原則としてＮＴＴ東西の業務区域を踏まえ

た東日本・西日本の２地域として画定しているが、電力系事業者が参入している０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話に関連した動向も踏まえ、必要に応じて電力系事業者の業務区域を踏

まえた全国１０の地域ブロックについても分析を行うこととしている。ここでは、全

国１０の地域ブロックについての分析を行う。 

 

 固定電話領域の各地域ブロックの契約数を見ると、関東が全国の３６．４％を占め、

関東と近畿のみで５割を超え、東海を加えると６５％に達する。なお、入手データの

制約上、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用番号数は０９年９月又は０８年９月時点のシェア

に基づいて１０年３月時点の利用番号数を割り当てたものを用いている。 

 

【図表Ⅰ－３３ 全国１０の各地域ブロックの契約数、全国に対する比率（１０年３

月）】 

区 分 北海道 東北 関東 東海 北陸 

契約数 260 万 481 万 2,090 万 684 万 126 万 

比率 4.5% 8.４% 36.4% 11.9% 2.2% 

区 分 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

契約数 976 万 336 万 178 万 563 万 49 万 

比率 17.0% 5.8% 3.1% 9.8% 0.9% 

（注） 東海ブロックについては、ＮＴＴ東が提供している地域とＮＴＴ西が提供している地域を合算し、ＮＴＴ東西 1社とし

て計算している。 

（出所）総務省資料 
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４．ＩＰ電話市場としての市場分析 

 

 ０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、相違を認識していない利用者

も多く、各種統計データにおいても両者を合計して収集整理することが一般的に行わ

れている。このため、参考として０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話を「ＩＰ電

話市場」として一括りとし分析した。 
 

 ＩＰ電話全体の利用番号数は、１０年３月末時点で約２，３１５万であり、０ＡＢ

Ｊ－ＩＰ電話がその割合を急速に伸ばしている。ＩＰ電話全体に占める割合は、０９

年３月末時点の０５０－ＩＰ電話４４．８％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話５５．２％から、

１０年３月末時点で０５０－ＩＰ電話が３７．２％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が６２．８％

と差が拡大している。 
 
【図表Ⅰ－３４ ＩＰ電話の利用番号数の推移】 
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（注１）電気通信事業報告規則第 2 条に基づき報告された数値を用いている。 

（出所）総務省資料 
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５．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）ＮＴＴ東西のシェアの動向 

 

 固定電話全体の契約数は年々減少傾向にあり、１０年３月末時点で５，７８７万加

入となっている。この中に占めるＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ東西加入電話及び０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話）は漸減傾向にあるものの、１０年３月末時点で８２．７％であり、

依然として高い水準にあると言える。 

 

また、直収電話は減少に転じ、ＣＡＴＶ電話は横ばいとなっている。 

 

２）ＩＰ電話市場の拡大 

 

 一方、ＦＴＴＨの普及拡大に伴い、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が大きく伸張しており、１

０年３月末時点で利用番号数は約１，４５３万に達している。 
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（２）利用者の観点からの考察 

 

固定電話領域に関する利用者の意向について、「平成２１年度電気通信サービスモ

ニターに対する第１回アンケート調査」17の結果から主要な点について考察する。 

 

はじめに、固定電話領域のサービスを利用しないという回答者について、その理由

を集計すると、「携帯電話を利用しているから」が８３．３％に達している。固定電

話、移動体通信と利用シーン別で端末を分けることなく、一つの端末で電話サービス

を利用する傾向が強まっていると考えられる。 

 

【図表Ⅰ－３５ 固定電話サービスに加入していない理由（２点まで）】 
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１ 利用料金が高いから

２ 初期費用（施設設置負担金等）が高いから

３ 自宅にあまりいないから

４ 携帯電話を利用しているから

５ ＰＨＳを利用しているから

６ 電話自体をあまり利用しないから

７ その他

H19 H20 H21

(H21) n=84
(H20) n=65
(H19) n=70

 
（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

次に、固定電話サービス加入者のサービスの選択理由としては、「昔からそのサー

ビスを利用している」が４４．５％と最も多くなっており、続いて料金に関する理由、

また、提供事業者への信頼性に関する理由が挙がっている。全体として、昨年と比べ

て大きな変化は見られないが「携帯電話やインターネット等とのセット割引があるか

ら」を挙げる回答者が増加している。 

                                                  
17１０年５月１９日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban08_02000040.html

を参照。 
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【図表Ⅰ－３６ 加入している固定電話サービスの選択理由（２点まで）】 
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１ 加入している固定電話の料金が安いから

２ 携帯電話やインターネット等とのセット割引

があるから

３ 顧客対応・アフターケアが充実しているから

４ 事業者のブランドや信頼性が高いと思うから

５ 他の固定電話サービスよりも多くの相手先

にかけることができるから

６ 音質など高い通話品質で通話できるから

７ ファックスなどの付加機能が充実しているから

８ 他に使いたいサービスがあるが、そのサービス

が提供されていないから

９ 昔からそのサービスを利用しているから

１０ その他

H19 H20 H21

(H21) n=840
(H20) n=850
(H19) n=840

 
（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

 さらに、加入している固定電話サービスについて、他の固定電話サービスから変更

して現在のものを利用している者と、以前から現在利用している固定電話サービスを

使い続けて変更していない者とを分けて集計した。 

 

 固定電話サービスを変更した理由としては、「携帯電話やインターネット等との

セット割引があるから」が４３．６％、次に「加入している固定電話の料金が安いか

ら」が４２．５％と、昨年に比べれば減少しているものの、料金面の理由を挙げてい

る者が最も多い。 

 

 これに対し、一度も固定電話サービスを変更したことが無い者の理由としては、「事

業者のブランドや信頼性が高いと思うから」が４１．６％と最も高い。また、加入し

ている固定電話の料金の安さやセット割引などの料金面の理由を挙げた回答者も一

定割合存在する。 
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【図表Ⅰ－３７ 現在加入している固定電話サービスに変更した理由（２点まで）】 
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６ 音質など高い通話品質で通話できるから

７ ファックスなどの付加機能が充実しているから

８ 他に使いたいサービスが提供されるように

なったから

９ その他
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（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 
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【図表Ⅰ－３８ 現在加入している固定電話サービスを変更していない理由（２点ま

で）】 

11.1 

10.3 

9.5 

43.3 

2.4 

4.6 

8.0 

11.3 

33.2 

14.6

13.7

8.8

43.8

3

6.2

8.6

7.5

30

15.3 

12.3 

5.3 

41.6 

2.4 

5.6 

9.4 

12.1 

28.3 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

１ 加入している固定電話の料金が安いから

２ 携帯電話やインターネット等とのセット割引

があるから

３ 顧客対応・アフターケアが充実しているから
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にかけることができるから

６ 音質など高い通話品質で通話できるから

７ ファックスなどの付加機能が充実しているから

８ 他に使いたいサービスがあるが、未だ提供

されていないから

９ その他
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（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

  

携帯電話を常時使用する回答者の増加、他のサービスとのセット割引など料金水準

を重視する回答者数等を考慮すれば、固定電話と携帯電話のセット提供、あるいは固

定電話とインターネット接続のセット提供など他領域のサービスに固定電話市場に

おけるシェアが影響を受けることも考えられる。なお、この調査はあくまでもモニ

ター調査であり、以下の考察が利用者全体及びその代表的な利用者の意向とは必ずし

も一致しない可能性があることに留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



34 
 

（３）市場支配力 

 

１）固定電話市場 

 

① 市場支配力の存在 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。現存の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の競

争ルールの存在なしには、シェア１位のＮＴＴ東西が単独で価格及びその他の条件を

左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

a)量的基準 

 

 固定電話市場におけるＮＴＴ東西の市場シェアは、近年減少傾向にあるものの、１

０年３月末時点で８２．７％と、依然として他の競争事業者のシェアとの差は大きく、

市場では引き続き大きな存在となっている。 

 

b)その他の主な判断要素 

 

ＮＴＴ東西は、契約数において大きな市場シェアを占めているだけではなく、設備

面でも引き続きシェアが大きく、１０年３月末時点で、メタルと光ファイバ等を合わ

せた加入者回線数シェアは８７．９％、光ファイバのみを見ても７７．３％となって

いる18。 

 

このため、競争事業者がサービスを提供する際に、ＮＴＴ東西の設備を借り受ける

ことが必要な場合があり、この設備利用に関する各種手続等を通じて、競争事業者に

影響を与えることが可能である19。 

 

なお、独占的な市場であるため、協調による市場支配力については省略する。 

 

② 市場支配力の行使 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場の環境下においては、ＮＴ

Ｔ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

  

                                                  
18この中には、固定電話向けのネットワークのみならず、インターネット接続や法人向けネット

ワーク等に用いられるものも含まれている。 
19例えば、新型直収電話のサービスは、ＮＴＴ東西のドライカッパを活用することで提供される。 
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ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備に基づく接続規制、行為規制、プライス

キャップなどのサービス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・牽制する

ための一定の歯止めとなる措置が講じられている。総務省では、指定電気通信設備の

範囲やＮＴＴグループに係る累次の公正競争要件（活用業務認可制度に係るものを含

む。）の有効性について定期的に検証することを目的として「競争セーフガード制度」

を０７年度から運用しており、これによりこれら措置の有効性を担保している。 

 

また、新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話の提供のように、ＮＴＴ東西の競争事業

者が価格面・サービス面で競争を展開している状況にあり、特に後者の０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話は今後の更なる伸張も期待される。そのため、ＮＴＴ東西が固定電話に関する

料金を引き上げるインセンティブは働きにくいと考えられる。 

 

ただし、モニターアンケート調査結果を考慮すれば、他領域のサービスとのセット

提供と固定電話サービスの選択が関連している可能性がある。例えば、ＦＴＴＨ市場

でのＮＴＴ東西のシェア増大（１０年３月末時点で７４．４％）に対して０ＡＢＪ－

ＩＰ電話とのセット提供が寄与している可能性があると考えられる。 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための措置が講じ

られているが、ＮＴＴ西日本は、１０年２月、他の電気通信事業者の電気通信設備と

の接続の業務に関して入手した情報の取扱いに関し、業務改善命令を受けたという事

例も発生しており、現行の競争ルールの遵守の状況に関しては、更なる注視が必要で

ある。 

 

２）中継電話市場（部分市場） 

 

① 市場支配力の存在 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴグループが単独又は複数の事業者が協

調して市場支配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

a)量的基準 

 

 中継電話市場におけるシェア１位のＮＴＴグループのシェアは１０年３月末時点

で市内が７５．３％、県内市外が７３．５％、県外が７２．５％、国際が６６．４％

となっており、競争事業者のシェアとの差は大きく、またシェアは安定的に推移して

いる。また、通信量については、０９年３月末時点のＮＴＴ東西のシェアは市内通話

が５１．６％（通信回数）と５３．９％（通信時間）、県内市外通話が３４．９％（通
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信回数）と３８．６％（通信時間）となっている。 

 

b)その他の主な判断要素 

 

 中継電話部分のマイラインやマイラインプラスは、利用者が提供事業者を変更する

際には電話番号毎に「マイライン登録料（税込８４０円）」を支払う必要があり、諸

手続を含めると一定のスイッチングコストが生じる。 

 

 また、ＮＴＴコミュニケーションズは直収電話に参入するのではなく、プラチナラ

インの提供による中継電話部分の低廉な通話料で競争を行っている。ＮＴＴ東西とＮ

ＴＴコミュニケーションズは持株会社を通じて資本関係を有していることから、両者

の間に一定の結び付きが存在する可能性があり、協調の要因となることが考えられる。

一方で、ＮＴＴグループ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコムの間での協調関係を考慮

する必然性は低い。 

 

 さらに、固定電話における通話サービスは同質的であり、市場も成熟していると考

えられる。 

 

② 市場支配力の行使 

 

 固定電話市場において０ＡＢＪ－ＩＰ電話の割合が高まっていることから、成熟し

ているといえる固定電話における通話サービスに関して、マイライン、マイラインプ

ラスに基づくＮＴＴグループの市場支配力の行使の可能性は低いと評価する。 

 

３）０５０－ＩＰ電話市場（部分市場） 

 

① 市場支配力の存在 

 

a)単独での市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ⅰ)量的基準 

 

 ０５０－ＩＰ電話市場におけるシェア１位のソフトバンクＢＢのシェアは１０年

３月末時点で４２．６％、２位のＮＴＴコミュニケーションズは３４．８％となって

おり、シェア１位のソフトバンクＢＢのシェアが減少傾向、２位のＮＴＴコミュニ
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ケーションズは増加傾向で、シェアが接近している状況にある。 

 

ⅱ)その他の主な判断要素 

 

０５０－ＩＰ電話市場においては、参入は他の各種固定電話サービスと比較して容

易であり、事業者数も多く、価格面やサービス面で活発な競争が展開されていると考

えられる。 

 

b)複数の事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、複数の事業者が協調して市場支配力を行使し

得る地位にあると評価する。 

 

ⅰ)量的基準 

 

０５０－ＩＰ電話市場における上位３社シェアの合計は、１０年３月末時点で８４．

３％、ＨＨＩは３１６８となっており、市場は高度に寡占的である。また、０７年以

降このシェアはほぼ横ばいである。 

 

ⅱ)その他の主な判断要素 

 

０５０－ＩＰ電話のサービス内容や料金体系、品質等においては、同一サービスの

加入者間の通話無料等の割引料金等、事業者毎のサービス間に一定の同質性が生まれ

る傾向があると考えられる。 

 

また利用番号数が緩やかな減少傾向にあるため、０５０－ＩＰ電話市場は成熟しつ

つあると考えられ、新たな利用者獲得の中でのシェア獲得競争といったものが起こり

にくい状況にある。 

  

② 市場支配力の行使 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支

配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

０５０－ＩＰ電話はＡＤＳＬ等のブロードバンドの付加サービス的な位置付けで

あり、音声通話が安価に実現できることが重要な意味を持っている。また、音声同一

サービスの加入者間での通話無料等の割引料金が定着しており、利用者にも認識され

ている。このため、０５０－ＩＰ電話に関する利用料を引き上げるインセンティブは
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働きにくいと考えられる。 

 

（４）今後の注視事項 

 

 以上の評価結果を踏まえつつ、評価結果としての今後の注視事項として、以下を指

摘することができる。 

 

 他の領域とのセット提供の動向について今後も注視すべきである。特に、ＮＴＴ東

西の固定電話市場における市場支配力の隣接市場へのレバレッジに関しては、固定電

話市場全体においてはＮＴＴ東西のシェアは減少傾向にあるが、ＦＴＴＨの普及とＦ

ＴＴＨにおけるＮＴＴ東西のシェアの高まりにより、ＦＴＴＨとセットで提供される

０ＡＢＪ－ＩＰ電話におけるＮＴＴ東西のシェアが上昇する可能性があると考えら

れる。 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制等、市場支配力の行使を抑止・けん制するための措置が講じられているが、

ＮＴＴ西日本は、１０年２月、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に

関して入手した情報の取扱いに関し、業務改善命令を受けたこと等を踏まえれば、固

定電話市場における市場支配力のブロードバンド市場等隣接市場へのレバレッジの

有無については、今後も注視していく必要がある。 

 

 この他、固定電話市場における競争状況については、引き続き固定電話領域内の競

争状況、ＦＭＣの進展に伴う固定・移動の融合をはじめとしたサービスのバンドル化

の進展等を注視していくことが必要である。 
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【参考】 固定電話の各サービスにおける主な料金（１０年３月時点） 

 

（１）ＮＴＴ東西加入電話、新型直収電話、ＣＡＴＶ電話の料金 

事業者名 基本料 通話料(３分 8:00-19:00) その他

住宅用 市内 県内 県間

100㎞超

携帯への

通話

ＩＰ電話への

通話20km
以内

20km
超-60
㎞以

内

60km
以上

3級局 ２級局 1級局 ISDN

64

加入
電話

ＮＴＴ
東日本

1,700
(1,785)

1,600
(1,680)

1,600
(1,680)

2,780
(2,919)

8.5*
(8.925)

20
(21)

30
(31.5）

40
(42)

－

※携帯電話事
業者ごとに異な
る
(0036利用)

※ＩＰ電話事業
者ごとに異なる

・ﾌﾚｯﾂISDNまたはﾌﾚｯﾂADSL利用時にﾏｲﾗｲ
ﾝ・ﾌﾟﾗｽを市内・県内市外ともＮＴＴ東にした場
合、ﾌﾚｯﾂ料金を月額10％割引
※ﾌﾚｯﾂ・ADSL ｴﾝﾄﾘｰﾀｲﾌﾟを除く
・左記料金表に加え、1電話番号ごとにユニ
バーサルサービス料8円(8.4円）／月が必要

新型
直収
電話

ソフトバンクテ
レコム（旧日本
ﾃﾚｺﾑ）
(おとくﾗｲﾝ)

1,500
(1,575)

1,350
(1,417.5)

1,350
(1,417.5)

2,580
(2,709)

7.89
(8.2845)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

14.9
(15.645)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

25/分
(26.25/分)

10.0
(10.5)

※050の場合

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

・「おとくライン」（シンプルプラン）の場合、プッ
シュ電話サービスの月額基本料金

KDDI
(ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ)

1,400(1,470)

※口座振替、クレジットでの支払の場合
※窓口支払いの場合は1,500(1,575)
※個人向けISDNはなし

8.5
(8.925）

20
(21）

30
(31.5)

40
(42）

80
(84)

30(31.5)
(ソフトバンク宛以

外）

⇓
※「0077」をダイ

ヤルした場合、

一律税込
17.325円/分、
au宛は16.45875
円/分(ａｕ割)

10.0
(10.5)

※050の場合

・「au自宅割」により、au携帯からの自宅への
通話料が半額（ひかりone電話、au one netの
ADSL、050番号ｻｰﾋﾞｽ、ｹｰﾌﾞﾙﾌﾟﾗｽ電話、ﾏｲﾗ
ｲﾝﾌﾟﾗｽで3区分以上KDDIに登録時も同様）
・au one net ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ電話ｺｰｽは
月額945円でつなぎ放題（通信料無料）

・KDDIのﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ電話､ADSL one、ひかり
one(au one net）､au one netまたはﾏｲﾗｲﾝの
請求書とauの請求書をまとめると、固定通信
側の月額請求額から105円割引

ＣＡ
ＴＶ
電話

ジュピターテレ
コム
（J:COM 
PHONE)

1,330
(1,397)

7.9
(8.295)

※ 
J:COM 
PHONE 
加入者
間なら
5.0
(5.250)

25.5
(26.775)

※ 
J:COM 
PHONE 
加入者
間なら
15.0
(15.75)

68.0
(71.4)

※ J:COM 
PHONE 加入者
間なら40.0
(42.0)

52.5
(55.125 )
（ドコモ）

54
(56.7)
（au.ソフトバン
ク）

58.5
(61.425）
（イー・モバイ
ル）

9.9
(10.395)

※相手先事業
者に関係なく

一律

●ヘビーユーザー割引

通話料金が

・8,000円以上40,000円未満の

場合：8％の割引

・40,000円以上の場合：10％の

割引 を適用

●とくとくトーク（月定額料250円)
(263円）

県内／県外への通話が一律

県内：7.9円(8.3円） ／3分

県外：14.8円(15.5円）／3分

特定通話先（J:COM PHONE、

J:COM MOBILE）への通話10,000円

(10,500円）分の通話料が無料
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（２）中継電話の料金 

事業者名 基本料 通話料(３分／8:00～19:00)

住宅用 市内 県内
60㎞
以内

県間100㎞
以上

携帯への
通話

ＩＰ電話への
通話

３級局 ２級局 1級局 ISDN64

NTTコミュニケーショ
ンズ
(プラチナライン）

8.0
(8.4)

15
(15.75)

48.0
(50.4)

(0033利用)

ソフトバンクテレコム
（マイラインプラス）

8.5
(8.925）

30
(31.5)

80
(84）

54
(56.7)

ＫＤＤＩ
（マイラインプラス）

8.5
(8.925）

30
(31.5)

80
(84）

49.5
(51.975)

※auあての通
話の場合

47.025
(49.376)

 

 

（３）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の料金 

会社名 サービス名 月額利用料
（利用料にはアダ
プタ使用料等も含
む。また、それとは

別にアクセス回
線料やプロバイ
ダー料が必要。）

通話料 備考

加入者間 他社固定電話
への通話

携帯への
通話

米国へ
の

通話

NTT東日本 ひかり電話 1,500円
(1,525円）

※ひかり電話A(エース)
の場合：無料通話料
480円(504円)分を含
む

8円/3分
(8.4円)

8円/3分
(8.4円)

①16円/分(16.8円）
②17.5円/分(18.375円）
③10.8円/3分(11.34円)
※①～③接続する事業者によって

異なる

9円/分 他社IP電話（050番号）への
通話は、通話相手ごとに分
かれ、10.4円～10.8円となる。
（3分）
また、Chや番号の追加取得
が可能。

KDDI ひかりone
電話

500円
(525円）

8円/3分
(8.4円)

8円/3分
(8.4円)

au：
15.5円/分
(16.275円）

上記以外：
16円/分
(16.8円）

9円/分 「au→自宅割」により、auケータイ
からの通話料が半額になる。
自宅がauおうち電話の場合はau
ケータイから自宅への通話は無料
になる。

オプションで050番号サービス
（KDDI-IP電話）に申込めば、
KDDI-IP電話（050番号）や提携ISP
のIP電話への通話は無料。

ケイ・オプ
ティコム

eo光電話 286円
(300円）

０円 近畿2府4県：
7.4円/3分
(7.77円）

それ以外：
8円/3分
(8.4円)

18円/分
(18.9円）

6円/分 無料提携ISPの050-IP電話への通
話は無料。

ソフトバンク
テレコム

BBフォン光 1550円
(1627円）

０円
（ BBフォン
を含む）

7.99円/3分
(8.3895円）

25円（昼間）/分
(26.25円）

20円（夜間）/分
(21円）

7.99円/3
分

無料提携ISPの050-IP電話への通
話は国内限定通話料と同じ。

また、一部のプランのBBフォンに
ついては050番号にかけない場合
は無料にはならない。
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（４）０５０－ＩＰ電話の料金 

会社名 サービス
名

基本
料

通話料 ＩＰ網卸会社 備考

加入者間 国内限定 携帯 米国

ＮＴＴコ
ミュニ
ケーショ
ンズ

ＯＣＮドッ
トフォン

０円 ０円 8円/3分
(8.4円）

16円/分
(16.8円）

9円/分
（グアム、サイ
パンを除く）

ＮＴＴコミュニ
ケーションズ

「ひかり電話」と併存可
能。発信の際にはＯＣ
Ｎドットフォンが優先さ
れる。

ＫＤＤＩ KDDI-IP
電話

０円 ０円
（ひかりone・

ADSL oneの場
合は150円(157

円））

8円/3分
(8.4円)

Au：
15.5円/分
(16.275円）

上記以外：
16円/分
(16.8円）

9円/分 ＫＤＤＩ ADSLの低料金タイプ
ではIP電話付きプラン
となしプランがあり、有
りプランの方が294円
高い。

ニフティ @nifty
フォン
(C,F,K)

０円 ０円
(ただし、同じタ
イプ同士及び各
タイプの無料通
話相手のみ)

8円/3分
(8.4円)

18円/分
(18.9円）

タイプ：F
2.5円/分

タイプ：C,K
9円/分

@niftyフォン-
C：NTTコミュ
ニケーション
ズ
@niftyフォン-
F：ぷららネッ
トワークス
@niftyフォン-
K：KDDI

@niftyフォン-C,F間は、
通話無料
@niftyフォン-CとKまた
はFとKは、それぞれ異
なるグループのIP網を
利用しているため、異
なるタイプへの発信通
話料がかかる。

 
 

（５）トリプルプレイサービスの料金 

会社名 電話 インターネット
接続

テレビサービス 統合料金

ＫＤＤＩ

（ひかり
one）

8.4円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）

※オプションで０５０ＩＰ電話
も可

最大１００Ｍ
（ひかりone
ネットサービ
ス）

多チャンネル放送（５０ＣＨ）
ＶＯＤ（約５，０００本）

９，６６０円（ひかりoneホーム）
６，６１５円（ひかりoneマンションタイプE（イーサネット））

ソフトバン
クＢＢ
（Yahoo! 
BB 光）

8.3895円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）

最大１００Ｍ

（Ｙａｈｏｏ！ＢＢ
光）

多チャンネル放送
（チャンネルサービス ３５CH）
ＶＯＤ
（電子レンタルビデオ 約５，０００本）

８，９６６円
（ Yahoo! BB 光 TV package（ホーム）＋ＢＢフォン光）
４，７６６円
（ Yahoo! BB 光 TV package （マンション）＋ＢＢフォン光）

ＮＴＴ東
ぷらら

アイキャ
スト

8.4円／３分
（０５０／ぷららフォン）
（０ＡＢ～Ｊ／ひかり電話）

最大１００Ｍ
（Ｂフレッツ）

多チャンネル放送
（基本サービス１０CH、プレミアチャンネル
２０CH以上、総チャンネル７０CH以上）
ＶＯＤ（約１０，０００本）

９，９７５円（※１ ※２ ※３）

（戸建て向け（ホームタイプ）：ぷらら光トリプルパック／お値
うちプラン）
７，１３９円（※１ ※３ ※４）

（集合住宅向け（マンションタイプ）：ぷらら光トリプルパック
／お値うちプラン）

ジェイコム
東京

8.295円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）
（ＪＣＯＭ間５．３円／３分）

最大４０Ｍ
（J:COM NET
４０Ｍコース）

多チャンネル放送
（地上放送、ＢＳ，ＣＳ含めて１００ＣＨ以上）
ＶＯＤ（約１３，０００本）

８，８００円(）
（お得プラン４０：J:COM NET ４０Mコース＋J:COM TV デ
ジタル＋J:COM PHONE）
※通常パック料金は１０，８１５円

ケイ・オプ
ティコム

7.77円／３分（近畿２府４
県）
8.4円／３分（それ以外）
（０ＡＢ～Ｊ）

最大１００Ｍ
（eo光ネット）

多チャンネル放送
（地上放送、ＢＳ・ＣＳ含めてコンパクト ３１
CH、ベーシックHD ６７ＣＨ、プレミアムHD ８
３ＣＨ）

８，７００円
（eo光テレビ ベーシックHD ＋eo光電話＋eo光ネット（ホー
ムタイプ）１００Ｍコース）
８，０２５円
（ K-CAT eo光テレビ ベーシックHD＋eo光電話＋eo光ネッ
ト（マンションタイプ））

 
※１ インターネット接続サービスおよび映像配信サービス「ひかりＴＶ」はＮＧＮ（フレッツ 光ネクスト）にも対応。 

※２ ＮＴＴ東日本 Ｂフレッツ ハイパーファミリータイプ利用の場合。機器利用料、チューナーレンタル料、屋内配線利用料等を含む。 

※３ ＮＴＴ東日本 ひかり電話の月額基本料は含まない。 

※４ ＮＴＴ東日本 Ｂフレッツ マンションタイプ プラン２利用の場合。機器利用料、チューナーレンタル料等を含む。 

（出所）各社Ｗｅｂサイト 
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第１章 移動体通信領域の市場画定 

 

本章では、移動体通信領域の市場画定を概観する。 

 

１．サービス市場の画定 

  

サービス市場については、従来の考え方を引き続き採用し、音声とパケット通信、

携帯電話とＰＨＳを一体的に捉えることにより、市場を画定する。さらにこのうち、

携帯電話とＰＨＳについては、それぞれ部分市場とする。 

なお、公衆無線ＬＡＮについては、厳密なデータの入手可能性等の観点から市場画

定は行っていない。 

 

【図表Ⅱ－１ 移動体通信領域のサービス市場の画定】 

      

ＰＨＳ
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

携帯電話

【移動体通信領域】

パ
ケ
ッ
ト
通
信

音
声
通
話

・
《２地域》 《全国》

２

Ｇ

３

Ｇ

 

 

２．地理的市場の画定 

 

地理的市場も、従来の考え方を踏まえ、 

① サービス提供事業者数が異なる地域 

② 提供事業者数は同じでも提供事業者が異なる地域 

に着目して地理的市場の外縁を画定し、携帯電話市場は全国２地域（沖縄県とそれ以

外）、ＰＨＳ市場は全国とする。移動体通信市場全体では、携帯電話の契約数が圧倒

的に多いことを踏まえ、携帯電話市場の市場画定を準用する。 

 

市市 場場 部分市場部分市場凡例：凡例： 市市 場場 部分市場部分市場凡例：凡例：
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【図表Ⅱ－２ 移動体通信領域の地理的市場の画定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価・分析の対象とする市場 

 

ＰＨＳ市場については、契約数について移動体通信市場全体に占める割合が非常に

小さい（移動体通信市場全体の約３.５％（１０年３月末））こと等を踏まえ、競争評

価２００８と同様、評価及び分析の対象としない。 

 

 

 

  

２地域（沖縄県とそれ以外の地域

Ⅰ地域 事業者数３

Ⅱ地域

事業者数３ 

Ⅰ地域   

 
Ⅱ地域

３

  
ＰＨＳ市場 （全国） 

se 電話・ＰＨＳ市場／ 
携帯電話市場

 

全ＰＳ市場 

 
移動体通信市場全体及び携帯電話市場

（２地域（沖縄県とそれ以外の地域））

Ⅰ地域 事業者数４ Ⅰ地域(沖縄県以外の地域)  

Ⅱ地域（沖縄県） 
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第２章 移動体通信領域の主要指標の分析 

 

本章では、移動体通信領域の主要指標の分析を行う。 

 

１．市場の規模 

 

（１）移動体通信サービスの契約数 

 

移動体通信サービス全体では、契約数は１億を上回り、伸びは鈍化しつつあるもの

の、未だ増加傾向にある。携帯電話契約数は増加している一方で、ＰＨＳ契約数は、

減少傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－３ 移動体通信サービス契約数の推移】 
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17.8%
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8.5%
7.0%

5.1% 5.5%

1.2% 1.1% 1.2% 1.9% 1.4% 1.2% 1.0% 1.9% 0.9% 1.1% 0.9% 1.5% 0.9% 0.9% 0.7% 1.2%

0%

20%

40%

60%

80%
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140%

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

96.3 97.3 98.3 99.3 00.3 01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3 09.6 09.9 09.12 10.3

ＰＨＳ

携帯電話

固定電話（加入）

携帯電話・PHS 増加率（右軸）

（単位：万契約）

（注）携帯電話契約数は、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（沖縄セルラー含む）、ソフトバンクモバイル及びイー・モバイルの契約数 

の合計を示す。ＰＨＳ契約数には、ウィルコムの契約数のみを示しており、データ通信サービスのみを提供するケイ・オプ 

ティコムの契約数は含まれていない。 

（出所）（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

 

 携帯電話では、２Ｇから３Ｇへの移行が着実に進展しており、携帯電話契約数に占

める３Ｇの割合は、１０年３月末時点で９７．２％に達している。また、各社とも既

に２Ｇのサービス提供の廃止又は新規契約の受付の停止を実施している。 
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【図表Ⅱ－４ 携帯電話契約数の推移】 

6,359
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10,617

10,930

0

2,000

4,000

6,000
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12,000
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３Ｇ合計
３Ｇ携帯電話（合計）２Ｇ携帯電話（合計）

（単位：万契約）

 

（出所）（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

 

【図表Ⅱ－５ 事業者別契約数の推移】 
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6,000 
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ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（旧ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ）

イー・モバイル

ウィルコム（旧ＤＤＩポケット＋旧アステル沖縄）

（単位：万契約）

 

（出所）（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 
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ＰＨＳの契約数については、ウィルコムが０５年６月末以来堅調な伸びを示してい

たが、０７年６月末以降ほぼ横ばいに転じ、さらに０８年３月末以降は減少傾向に転

じている。 

 

（２）移動体通信サービスの契約数の純増数 

  

 移動体通信サービスの契約数の純増数については、０６年後半から０８年初めにか

けてＮＴＴドコモの純増数及び純増シェアが低下していたが、近時は、回復傾向にあ

る。また、０７年以降ソフトバンクモバイルの純増シェアが高い傾向が続いている。 

 

【図表Ⅱ－６ 移動体通信サービスの契約数の純増数の推移】 
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（出所）（社）電気通信事業者協会資料 
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【図表Ⅱ－７ 移動体通信サービスの契約数の純増数シェアの推移】 
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（出所）（社）電気通信事業者協会資料及び総務省資料 
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（３）各種サービスの契約数 

 

１）ブラウザフォンサービス 

 

携帯電話のブラウザフォンサービスの契約数は、１０年３月末で携帯電話契約数全

体の８３．１％を占め、携帯電話契約数の増加とほぼ並行する形で、契約数が増加し

ている。 

 

【図表Ⅱ－８ 携帯電話におけるブラウザフォンサービスの契約数の推移】 
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（出所）（社）電気通信事業者協会資料及び総務省資料 
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２）定額制サービス 

 

 携帯電話の定額制サービスの契約数の増加が続いており、０９年９月末時点で４,

７４６万と、携帯電話契約数全体の４２．３％が利用するに至っている。 

 

【図表Ⅱ－９ 携帯電話における定額制サービスの契約数の推移】 
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0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

03.12 04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3 09.6 09.9

（単位：万契約）（単位：万契約）

 
（出所）総務省資料 
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３）公式サイト数 

  

携帯電話・ＰＨＳの公式サイトの数は、ほとんどの事業者において増加している。

カテゴリー別にみると、ゲームや楽曲配信などの公式サイトの占める割合が共通的に

多い傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－１０ ブラウザフォンサービスの公式サイト数の推移】 

3,245

2,387
1,949

54

4,444

3,257
2,598

104

5,080 4,878

3,133

153

7,271

5,628

3,928

106

10,608

8,262

4,935

405

14,470

9,406

6,292

461

18,729

11,562

6,292

766

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

i‐mode(FOMA) EZweb Yahoo!ケータイ CLUB AIR‐EDGE

03.9 04.9 05.9 06.9 07.9 08.9 09.9

（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅱ－１１ カテゴリー別の公式サイト数】（０９年９月末時点） 

 カテゴリー サイト数 割合 昨年度 カテゴリー サイト数 割合 2008.9月 カテゴリー サイト数 割合 昨年度 カテゴリー サイト数 割合 昨年度 カテゴリー サイト数 割合 昨年度

天気/ﾆｭｰｽ/ﾋﾞｼﾞﾈｽ 188 1.0% 1.2% 着うたフルプラス 13 0.1% - 着うたフル 171 2.7% 2.2% ニュース 4 0.7% 2.2% ニュース 2 1.0% 0.6%
ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 1355 7.2% 9.5% 着うたフル・ビデオクリップ 231 2.0% 1.8% 着うた・ビデオ・メロディ 519 8.2% 8.3% 天気 8 1.4% 0.9% 地図・グルメタウン 7 3.5% 3.8%
証券/ｶｰﾄﾞ/ﾏﾈｰ/保険 82 0.4% 0.5% 着うた 459 4.0% 4.7% ケータイゲーム 796 12.7% 12.8% バンキング 2 0.4% 0.4% ホットスポット検索 1 0.5% 0.6%
交通・グルメ・」旅行 132 0.7% 0.9% 着信メロディ・カラオケ・ボイス 445 3.8% 4.6% 書籍・コミック・写真集 223 3.5% 2.7% 株取引 8 1.4% 1.7% ウイルス対策 1 0.5% 0.6%

ﾎﾃﾙ/宿/旅行 127 0.7% 0.7% 着ムービー・着Flash 226 2.0% 2.1% デコレメール・メール 223 3.5% 2.6% 株情報 5 0.9% 1.1% 電子書籍・コミック 2 1.0% 0.6%

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ/ﾁｹｯﾄ 177 0.9% 1.0% 待ちうた 94 0.8% 0.8% 壁紙・きせかえアレンジ 534 8.5% 7.9% カード 4 0.7% 0.7% ゲーム・アプリ 46 22.9% 27.5%
ﾌｧｯｼｮﾝ/ｺｽﾒ 172 0.9% 0.8% 待受・画像・ケータイレンジ 1,189 10.3% 10.0% おサイフケータイ 39 0.6% 0.6% ビジネス 4 0.7% 0.9% 着信メロディ 3 1.5% 0.6%
健康/ﾋﾞｭｰﾃｨ/ﾗｲﾌ 113 0.6% 0.7% ゲーム 900 7.8% 交通・グルメ・旅行 160 2.5% 2.3% 着信メロディ 39 6.9% 6.7% 音楽・動画 10 5.0% 3.8%
ｸﾞﾙﾒ/ﾚｼﾋﾟ 6 0.0% 0.4% 電子書籍・コミック・写真集 354 3.1% 2.8% 天気・ニュース・経済 106 1.7% 1.3% カラオケ 1 0.2% 0.2% ＴＶ・ラジオ 13 6.5% 5.0%
働く/住む/学ぶ 94 0.5% 2.3% メール・デコレーションメール 529 4.6% 3.1% 芸能・映画・音楽 322 5.1% 4.7% ゲーム・アプリ 50 8.8% 11.5% 待受画像 4 2.0% 1.9%
ｺﾐｭﾆﾃｨ/SNS 149 0.8% 0.4% ショッピング・オークション 423 3.7% 3.6% ＴＶ・ラジオ・雑誌 173 2.7% 2.7% コミック・電子書籍 3 0.5% 0.4% コミュニケーション 3 1.5% 1.3%
うた・ホーダイ 150 0.8% 0.2% TV・ラジオ・マガジン 293 2.5% 3.0% スポーツ 205 3.3% 3.3% 待受画像 25 4.4% 4.1% 占い・くじ 26 12.9% 13.8%
着信ﾒﾛﾃﾞｨ/ｶﾗｵｹ 62 0.3% 4.5% 音楽・映画・芸能 482 4.2% 4.5% 趣味・レジャー 163 2.6% 2.3% 芸能・映画・音楽 6 1.1% 1.3% スポーツ 3 1.5% 2.5%
着うた/着ﾓｰｼｮﾝ 34 0.2% 8.3% 懸賞・くじ・ギャンブル 347 3.0% 2.1% 占い・心理 333 5.3% 4.7% 占い・クイズ 55 9.7% 8.5% 交通・乗換 6 3.0% 4.4%
着うたﾌﾙ 745 4.0% 8.4% スポーツ・レジャー 401 3.5% 3.5% 辞書・ツール 47 0.7% 0.7% コミュニケーション 40 7.1% 3.5% 証券 6 3.0% 4.4%
Music&Videoﾁｬﾈﾙ 1,341 7.2% 0.8% 占い・クイズ 835 7.2% 6.0% 働く・住む・学ぶ 174 2.8% 2.0% ＴＶ・メディア・本 10 1.8% 2.6% 辞典・辞書・学習 7 3.5% 2.5%
ﾒﾛﾃﾞｨｺｰﾙ 1,639 8.8% 0.4% ニュース・天気 174 1.5% 1.8% くらし・健康 169 2.7% 2.4% ギャンブル・懸賞・くじ 20 3.5% 3.5% 住宅 2 1.0% 0.6%
動画/ﾋﾞﾃﾞｵｸﾘｯﾌﾟ 95 0.5% 5.2% 地図・交通・旅行 223 1.9% 2.0% ＳＮＳ 14 0.2% 0.1% 旅行 9 1.6% 2.2% 行政・医療 11 5.5% 4.4%
待受画面/ﾌﾚｰﾑ 69 0.4% 4.9% グルメ・タウンガイド・行政 360 3.1% 3.3% コミュニケーション 24 0.4% 0.5% スポーツ 21 3.7% 4.6% 仕事・資格 6 3.0% 5.0%
きせかえツール 1,075 5.7% 3.7% 地域別情報 1,432 12.4% 15.4% ショッピング・チケット 272 4.3% 4.5% ウィルコム位置情報サービス 1 0.2% 0.0% ショッピング 8 4.0% 6.3%
ｹﾞｰﾑ 904 4.8% 9.9% バンキング・マネー 392 3.4% 4.1% バンキング 354 5.6% 6.8% 地図 3 0.5% 0.9% デコラティブメール 8 4.0% 3.1%
占い/診断 1,041 5.6% 2.4% 証券・カード・保険 120 1.0% 1.0% 証券・カード・保険 61 1.0% 1.0% 乗換案内 4 0.7% 2.0% メール・ツール 12 6.0% 6.9%
ｽﾎﾟｰﾂ 2,069 11.0% 2.7% 仕事・学習 380 3.3% 2.8% 地域メニュー 1,137 18.1% 22.4% 道路情報 5 0.9% 1.3%

趣味/娯楽 500 2.7% 2.8% 住宅・健康・暮らし 496 4.3% 3.3% English 60 1.0% 1.1% バス情報 12 2.1% 1.1%

音楽/映画/ｱｰﾃｨｽﾄ 486 2.6% 4.9% 辞書・便利ツール 432 3.7% 2.2% My SoftBank 0.0% - 航空・船舶情報 6 1.1% 1.3%

芸能/ｸﾞﾗﾋﾞｱ/お笑い 152 0.8% 2.5% コミュニティ (271) 267 2.3% 2.4% +マガジンモバイル 0.0% - グルメ情報 11 1.9% 2.0%

TV/ﾗｼﾞｵ/雑誌 58 0.3% 2.7% Global Site 65 0.6% 0.6% とくする情報局 0.0% - タウン情報 5 0.9% 0.9%

ｺﾐｯｸ/書籍 352 1.9% 8.4% 検索・一般サイト 9 0.1% - 荷物検索 5 0.9% 1.1%

辞書/便利ﾂｰﾙ 903 4.8% 0.5% Ｓ！速報ニュース 0.0% - 仕事・資格 30 5.3% 4.8%

くらしの情報 384 2.1% 0.1% フルブラウザ 1 0.0% - 住宅・車 17 3.0% 2.0%

ﾃﾞｺﾒｱﾆﾒ 177 0.9% 0.9% - 健康・医療 14 2.5% 3.7%

ﾃﾞｺﾒｰﾙ 462 2.5% 1.9% - 辞書・辞典 8 1.4% 2.6%

ﾒｰﾙ 1,589 8.5% 0.4% ショッピング 30 5.3% 5.9%

ｷｬﾗ電 322 1.7% 0.0% オークション 1 0.2% 0.4%

企業･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ 144 0.8% 0.4% 検索サイト 2 0.4% 0.9%

防災･防犯･医療 503 2.7% 0.1% デコラティブメール 30 5.3% 3.0%

DCMX 53 0.3% メルマガ 4 0.7% 0.7%

「iD」 150 0.8% メール 5 0.9% 1.1%

ｹｰﾀｲ電話ﾒｰｶｰ 325 1.7% 0.1% メーカー 1 0.2% 0.2%

キッズIメニュー 25 0.1% 無線LAN/ツール  8 1.4% 1.3%

地域ﾒﾆｭｰ 9 0.0% 1.1% 行政 20 3.5% 6.3%

タウン情報/行政 2.1%

English 54 0.3% 0.3% その他 29 5.1% 0.0%

その他 262 1.4% 1.1% その他 - - 0.3% その他 3 0.0% 0.1% その他 14 7.0% 0.0%

18729 100.0% 100.0% 11,562 100.0% 100.0% 6292 100.0% 100.0% 565 100.0% 100.0% 201 100.0% 100.0%

Yahoo! ｹｰﾀｲ W-ZERO向けi-mode（ＦＯＭＡ） Ezweb CLUB AIR-EDGE

 （出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）事業者数 

  

携帯電話については、現在、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（沖縄セルラーを含む。）、ソ

フトバンクモバイル及びイー・モバイルの４社がＭＮＯ事業者としてサービス提供を

行っている。 

 

 ＰＨＳ事業者は、ウィルコムとデータ通信サービスのみを提供するケイ・オプティ

コムの２社のみ1である。 

 

さらにこれらＭＮＯ事業者から回線の提供を受けて、回線を保有しない事業者が自

社ブランドとして移動通信サービスを提供するＭＶＮＯ事業者が出てきている2。 

                                                  
1ウィルコム沖縄は、ウィルコムのサービスの再販のみを行っているため、ここでは計上していな

い。 
2総務省が策定している「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドラ

イン」（０８年５月再改訂）では、ＭＮＯ及びＭＶＮＯをそれぞれ以下のとおり定義している。 

・ＭＮＯとは、電気通信役務としての移動通信サービス（以下単に「移動通信サービス」という。）

を提供する電気通信事業を営む者であって、当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設（開

設された無線局に係る免許人等の地位の承継を含む。以下同じ。）又は運用している者と定義する。 

・ＭＶＮＯとは、①ＭＮＯの提供する移動通信サービスを利用して、又はＭＮＯと接続して、移

動通信サービスを提供する電気通信事業者であって、②当該移動通信サービスに係る無線局を自

ら開設しておらず、かつ、運用していない者と定義する。 
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【図表Ⅱ－１２ 事業者数の推移】 
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携帯電話

ＰＨＳ

ＮＴＴ移動通信網地域

分割（９社）

デジタルホン、ツーカーグルー

プの参入

旧デジタルホン各社のジェ

イフォンへの統合

ＫＤＤＩとツーカーグループ

の合併

ＤＤＩポケット電話地域

会社（９社）の統合

旧アステルグループ各

社の撤退

ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ新規参入

セルラー各社の参入

ドコモグループ各社等

の撤退

ドコモグループ統合

 

（注）※１各年度末における事業者数を示す。 

※２各グループ内各社は１社として扱っている。 

※３(株)ウィルコム及び(株)ウィルコム沖縄は１社として扱っている。 

※４沖縄セルラーとＫＤＤＩは１社として扱っている。 
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（２）料金 

 

１）料金 

 

① 基本使用料 

  

 携帯電話の基本使用料については、端末販売奨励金相当分を除いた料金プランが部

分導入されて以降多様化している。 

 

【図表Ⅱ－１３ ３Ｇ携帯電話の基本使用料の推移】 

5,000

2,000

1,000

0

01.4 02.4 03.4 04.4 05.4 05.11 06.4 06.10 07.1 08.1 09.1 10.1

（注１）各社基本プランのうち、低利用者向けの料金を比較したもの。
（注２）各種割引サービスの適用は除く。
（注３）NTTドコモは、05.11以降FOMAとmovaの料金体系を統一。ただし、パケット通信料を除く。

4,000

3,000

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（ﾎﾜｲﾄﾌﾟﾗﾝ） 07.1～ 934円（自網内通話無

NTTドコモ（タイプSS）

05.11～ 3600円（無料通信1000円）

au（プランSS）

05.11～ 3600円（無料通話1000円）

NTTドコモ（FOMA３９）

01.10～ 3900円（無料通信1000円）

au（プランSS）

03.11～ 3900円（無料通話1000円）

ボーダフォン（ﾗｲﾄｺｰﾙﾊﾟｯｸ）

02.12～ 3500円（無料通信600円）
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（ｵﾚﾝｼﾞﾌﾟﾗﾝ）

06.10～ 3400円（無料通信1000円）（05.11～無料通信1000円）
07.08～ ｵﾚﾝｼﾞﾌﾟﾗﾝ(WX)プランSS

NTTドコモ（タイプSS バリュー）07.11～ 2000円（無料通信分1000

au 「プランSS」

07.11～ 3600円（無料通話1000円）

au 「シンプルプランS」（シンプルコース） 07.11～ 1000円

(08.07～1864円 無料通信分1000円）

au 「プランSSシンプル」 08.06～ 1864円（無料通信分1000

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（ｼﾝﾌﾟﾙｵﾚﾝｼﾞS） 07.11～ 810

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾝ･ﾊﾞﾘｭｰSS） 07.12～ (1,800円 無料通信1,000円)

NTTドコモ（タイプシンプル）09.02～1483円

 
（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 

 

【図表Ⅱ－１４ ＮＴＴドコモの基本使用料（３Ｇ、税別）】 

(年度）09080701 0602 03 04 05

4,000

8,000

10,000

(円)

(3,600円 無料通信1000円)

2,000

6,000

05.11 料金改定（同時に、「タイプSS」に名称変更）

(3,900円 無料通信750円)

(4,600円 無料通信2000円)
05.11 料金改定（同時に、「タイプS」に名称変更）

(4,900円 無料通信2050円)

01.10 「FOMAプラン49」

01.10 「FOMAプラン39」

(6,600円 無料通信4000円)

05.11 料金改定（同時に、「タイプM」に名称変更）

(6,700円 無料通信4050円)

01.10 「FOMAプラン67」

(9,600円 無料通信6000円)

05.11 料金改定（同時に、「タイプL」に名称変更）

(10,000円 無料通信7350円)

01.10 「FOMAプラン100」

15,000

(14,600円 無料通信1,1000円)

05.11 料金新設（同時に、「タイプLL」に名称変更）

(15,000円 無料通信11,650円)

01.10 「FOMAプラン150」

(2,000円 無料通信1000円)

07.11 「タイプSS バリュー」を新設

07.11 「タイプS バリュー」を新設
(3,000円 無料通信2000円)

(8,000円 無料通信6000円)

07.11 「タイプL バリュー」を新設

07.11 「タイプM バリュー」を新設

(5,000円 無料通信4000円)

(13,000円 無料通信1,1000円)

07.11 「タイプLL バリュー」を新設

(1,864円 無料通信1000円)

08.07 「タイプSS バリュー」値下げ
09.02 「タイプシンプル」を新設（1,483円）

 
（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 

（円） 
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【図表Ⅱ－１５ ＫＤＤＩ（沖縄セルラーを含む。）の基本使用料（３Ｇ、税別）】 

(年度）0501 02 03 04 090806 07

4,000

8,000

10,000

(円)

(3,600円 無料通話1000円)

2,000

6,000

05.11 料金改定

(3,900円 無料通話1000円)

(4,700円 無料通話2000円)

05.11 料金改定

(4,900円 無料通話2100円)

03.11 CDMA 1X WIN「プランS」

03.11 CDMA 1X WIN「プランSS」

(6,600円 無料通話4050円)

05.11 料金改定

(6,900円 無料通話4200円)
03.11 CDMA 1X WIN「プランM」

(9,500円 無料通話6300円)

05.11 料金改定

(10,000円 無料通話6600円)

03.11 CDMA 1X WIN「プランL」

05.2 CDMA 1X WIN「プランLL」

(15,000円 無料通話12000円)

07.11～

「シンプルプランＬ」（シンプルコース）
2,500円

07.11～

「シンプルプランS」（シンプルコース） 1,000円

07.11～

07.11～

「プランL」に移行

07.11～

07.11～

07.11～

08.06～

「プランLLシンプル」新設

08.06～

「プランLシンプル」新設

08.06～

「プランMシンプル」新設

(13,400円 無料通話12,000円)

(7,900円 無料通話6,300円)

(5,000円 無料通話4,050円)

08.06～ 「プランSシンプル」新設

(3,100円 無料通話2,000円)

08.06～

「プランSSシンプル」新設

(1,868円 無料通話1,000円)

09.11～

「プランEシンプル」新設 1,486円

09.11～

「プランE」新設
3,086円

 

（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 

 

【図表Ⅱ－１６ ソフトバンクモバイルの基本使用料（３Ｇ、税別）】 

(年度）080701 0602 03 04 05 09

4,000

8,000

10,000

(円)

2,000

6,000

06.10 「オレンジプラン（W） SS」

「ブループラン SS」

(3,500円 無料通信 600円)

06.10 「オレンジプラン（W） S」

(3,900円 無料通信2000円）

02.12 ボーダフォン「バリューパック」

02.12 ボーダフォン「ライトコールパック」

06.10 「オレンジプラン（W） M」 (6,400円 無料通信4050円)

(5,900円 無料通信3000円)

02.12ボーダフォン「バリューパックシルバー」

06.10 「オレンジプラン（W） L」

(9,300円 無料通信6300円)

(9,800円 無料通信5400円)

02.12 ボーダフォン「バリューパックゴールド」
06.10 「ブループラン L」

(9,400円 無料通信6000円)

06.10 「ゴールドプラン」(9,143円)

06.10 「ブループラン S」

07.01 「ホワイトプラン」 (934円)

06.2 料金改定（無料通信6000円）

06.2 料金改定(無料通信1000円)

06.10 「ブループラン LL」

（14,400円 無料通信11,000円)

06.10 「オレンジプラン（X） ｽﾀﾝﾀﾞｰ

06.10 「オレンジプラン（X） エコノミー」(3,780円 無料通信2000円)

06.10 「オレンジプラン（X） ライ

03.10 ボーダフォン「バリューパックプレミア」

02.12 ボーダフォン「バリューパックプラチナ」
(14,500円 無料通信10,000円)

(20,000円 無料通信17,000
20,000

07.8 「オレンジプラン（WX） L」

07.11 「オレンジプラン（WX） S」

07.11 「オレンジプラン（WX） LL」

06.10 「オレンジプラン（W) LL」

（14,800円） 無料通信12,000円)

07.11 「オレンジプラン（WX） M」

（6,400円 無料通信4,050円）

07.12 「ブループラン・バリュー LL」

(12,800円 無料通信11,000円)

07.12 「ブループラン・バリュー L」

(7,800円 無料通信6,000円)

07.12 「ブループラン・バリュー M」

(4,800円 無料通信4,000円)

07.12 「ブループラン・バリュー S」

07.12 「ブループラン・バリュー SS」

(1,800円 無料通信1,000円)

07.11 「シンプルオレンジ L」 (2,310

07.11 シンプルオレンジ S」 (810

 
（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 
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【図表Ⅱ－１７ ＰＨＳの基本使用料の推移】 
（月額料金・円／月（税抜き））

10,000

5,000

2,000

1,000

0
95.7 98.4 99.4 00.4 01.4 02.4 03.4 04.4 05.5 06.10 08.01 09.04 10.04

4,000

3,000

ウィルコム 標準コース

NTTドコモ プラン２７０

98.12～ 2700円

ウィルコム スーパーパックＬＬ

01.4～ 12000円（無料通話10000円）

ウィルコム スーパーパックＬ

ウィルコム スーパーパックＳ

99.6～ 3300円（無料通信1200円）

ウィルコム 定額プラン

05.5～ 2762円

06.10～ 無料通話対象をすべての070番号へ適用

ＮＴＴドコモ おはなしプラスＬ

NTTドコモ プラン198

おなはしプラス（無料通話1000円）

ウィルコム お気軽コース

98.10～00.7 1350円

(08.1サービス終了）

(08.1サービス終了）

(08.1サービス終了）

ウィルコム ビジネスタイム定額トリプルプラン

ウィルコム 新定額プラン

09.2～ 2762円

ウィルコム 新定額プランS

ウィルコム 新定額プランG

09.12 1381円

 
（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 

 

② 通話料 

 

 通話料は、平日・昼間・対市内加入電話３分間という条件で比較した場合、０５年

１１月の基本使用料改定に伴う通話料改定以降は、特に大きな料金水準の変更は見ら

れない。ただし、後述するように自社加入者間の通話無料サービスや家族間の通話無

料化など割引の拡充が図られている。 

 

【図表Ⅱ－１８ 携帯電話の通話料（平日・昼間・対市内加入電話３分間、税別）】 

３Ｇ通話料 

(年度）0501 02 03 04 090806 07

100

200

(円)

(120円)

05.11 「タイプＳＳ」を新設

(93円)

01.10 ドコモ「FOMAプラン39」

250

50

150

03.11 au CDMA 1X WIN「プランSS」

(120円)

(150円)

02.12 ボーダフォン「ライトコールパック」
(120円)

06.10 ソフトバンクモバイル

「ゴールドプラン」

（「オレンジプラン（W） SS」）⇒07.08からオレンジプラン（WX）

07.01 「ホワイトプラン」

07.11  プランSS

07.11 シンプルプランS(シンプルコース）

(90円)

 

（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 
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【図表Ⅱ－１９ ＰＨＳの通話料（平日・昼間・３分間、税別）】 

（単位：円、税抜き）

120

100

80

20

0

95 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10
　　※各通話先への３分間の通話料金

60

40

ウィルコム 標準コース（ＰＨＳ間）

ＮＴＴドコモ おはなしプラス（ＰＨＳ間）

１００円

ウィルコム スーパーパックＳ（ＰＨＳ間）

４８円

ウィルコム スーパーパックＬ（ウィルコム同士） ３６円

スーパーパックＬＬ（ウィルコム同士）01.4～ ３６円

ＮＴＴドコモ ﾌﾟﾗﾝ２７０、おはなしプラスＬ（ＰＨＳ間）

４０円

(08.1サービス終了）

(08.1サービス終了）

 

（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 

 

③ 割引サービス 

 

引き続き、各社から様々な割引サービスが提供されているが、横並び化の傾向も見

られる。 
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【図表Ⅱ－２０ 主な割引サービス】 

端末販売方式

通話料

メール通信料

継続利用割引（1）
※1年単位の契約

基本使用料の割引率
（1年目～最大10年超）

継続利用割引（2）
※2年単位の契約

基本使用料の割引率

基本使用料の割引率

基本使用料の割引率
※1年単位の契約の場合

家族内通話料

家族内メール通信料

基本使用料の割引率

家族内通話料

家族内メール通信料

キッズ・シニア割引 基本使用料

学生割引 内容

障害者割引 内容

指定番号割引 通話料の割引率

30%割引

家族割引（1）：家族割引
家族割引（2）：家族割引MAX50

無料
（※SMS，ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

無料
（※S!ﾒｰﾙ、ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

無料
（※S!ﾒｰﾙ、ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

30%割引
（通話料、テレビ電話）

30%割引
（※家族割引と新・自分割引の併用）

―

50% 50%～52.9%
（※新・自分割引に準ずる）

継続利用割引に関する備考

継続利用割引（1）：（新）いちねん割引
継続利用割引（2）：ひとりでも割★50

継続利用割引（1）：年割
継続利用割引（2）：誰でも割

継続利用割引（1）：1年割引
継続利用割引（2）：自分割引50

その他（主な割引）

1,470円（税込）
（※キッズ・シニア割引）

（中学生以下、60歳以上が対象、1年割引＋
家族割引と併用時の価格）

家族割引（1）：家族割引
家族割引（2）：家族割引MAX50

50%

25%

50%

1,470円（税込）
（※キッズ・シニア割引）

（中学生以下、60歳以上が対象、1年割引＋
家族割引と併用時の価格）

※繰り越し：2ヶ月まで（各プランの無料通信
の2ヶ月分が上限額）。

※繰り越し：2ヶ月まで（各プランの無料通信
の2ヶ月分が上限額）。

※繰り越し： 2ヶ月まで（対象となるのは、パ
ケットパック（※新規廃止）を含めた料金プラン
の無料通信分、無料パケット分。また、「ファミ
リー割引」の利用で2ヶ月くりこして余っても、
家族で分け合える。）。

※カケ・ホーダイ：月額1,000円（税込1,050
円）で、プッシュトーク通信が使い放題になる。

1,575円（税込）
（※ファミ割ワイド）

735円（税込）
（※ファミ割ワイド バリュー）

（中学生以下、60歳以上が対象、ファミリー割
引と併用時の価格）

50%割引
（通話料、テレビ電話通話料（グループテレビ電話除

く））
（自社携帯、一般電話）

（※最大3件）
（※指定割）

30%
（自社携帯、WORLD CALLを利用した国際電

話）
10%

（他社携帯、一般電話）
（※国内最大5件、海外最大2件）

（※ゆうゆうコール）

―

※繰り越し：無期限（ただし、各プランの上限額の範囲
内）。

※au自宅割：au電話から「ご契約者の自宅電話番号」
への通話が50%割引。自宅の電話をＫＤＤＩ電話（メタル
プラス電話、ひかりone電話、KDDI-IP電話、ケーブルプ
ラス電話、マイラインプラスで3区分以上登録）にする、
又は、au one netのADSLへの加入で、au電話から自
宅への通話が50%割引。自宅がauおうち電話の場合、
au電話から自宅への国内通話が24時間無料。

※話すほど割引：月々の通話料が1万円を超えると、
通話料が割引となる（au長期割引サービスが適用され
ると通話料が最大32%割引となる。）。

50%割引
（基本使用料）

無料
（事務手続き）

（※ハートフレンド割引）

50%割引
（基本使用料、通話料（自社）、メール）

20%割引
（通話料（他社））

（※ハートフレンド割引）

50%割引
（基本使用料、通話料（自社）、メール）

20%割引
（通話料（他社））
（※学生割引）

50%

25% 25% 25%

継続利用割引（1）：1年割引
継続利用割引（2）：自分割引50

継続利用割引（1）：年間割引
継続利用割引（2）：新・自分割引

家族割引（1）：家族割引
家族割引（2）：新・自分割引（2）と家族割引
（1）を併用した際の割引内容を記載。

30%割引

10%～25% 10%～25% 15%～25%
（※オレンジWX）

15%～35%
（※キッズ・シニアプラン4年目以降）

―

割引サービス ＮＴＴドコモ au

選択したプランに従う 選択したプランに従う

ベーシックコース：販売奨励金あり。
　購入サポートは15,750円（税込）。
　2年以内に機種変更／解約をする場合、630
円（税込）×残月数の解除料が必要。
バリューコース：販売奨励金なし。
　基本使用料がベーシックプランよりタイプSS
の場合1,736円（各種割引適用後で866円）安
くなる。

※ベーシックコースとバリューコースは同様の
割引サービスが適用される。

○フルサポートコース：販売奨励金あり。
・購入サポートは21,000円（税込）。
・フルサポート契約期間中（2年以内）に機種変更／解
約等をする場合、契約月数に応じた解除料がかかる。
・解除料は下記のとおり(価格は税込、2009年12月に
改定）
・2009年12月以前の加入者も12月以降は改定後の内
容を適用
・購入月が1ヵ月となる
【1ヵ月目～6ヶ月目　21,000円、7ヵ月目～12ヶ月目
16,800円、13ヵ月目～18ヶ月目　12,600円、19ヵ月目
～24ヶ月目　6,300円、25ヶ月目～　0円】

・auポイント（利用額に応じて4～7%）をフルサポート解
除料に充当可能。

○シンプルコース：販売奨励金なし。
・無料通話はそのままで、基本使用料がさらにお得な
「シンプルコース用料金プラン」を選択可能（他のプラン
も選択可）。
・マンスリーポイントを利用額100円 (税抜) ごとに2ポイ
ント付与。
・シンプルコースの場合、各種基本使用料割引は適用
されない。

前提条件

選択したパケット割引サービスに従う 選択したプランに従う

※自宅割引：自宅の「BBフォン」、「おとくライ
ン」への通話が半額。

― ―

50%割引
（基本使用料、通話料（自社）、メール）

20%割引
（通話料（他社））

（※ハートフレンド割引）

※繰り越し：無期限（ただし、プランの上限額
の範囲内）。

※長期利用割引：基本使用料を5%（2年目）
～15%（5年目～）割引。申込不要。

※自宅割引：自宅の「BBフォン」、「おとくライ
ン」への通話が半額。

30%
（自社携帯、ソフトバンク国際電話サービスを

利用した国際電話）
10%

（他社携帯、一般電話）
（※国内最大5件、海外最大2件）

30%
（自社携帯、ソフトバンク国際電話サービスを

利用した国際電話）
10%

（他社携帯、一般電話）
（※国内最大5件、海外最大2件）

50%
（自社携帯、一般電話）

（※最大3件）

50%
（自社携帯、一般電話）

（※最大3件）

50%割引
（基本使用料、各種手続き）

（※ハートフレンド割引）

選択したプランに従う

選択したプランに従う 選択したプランに従う

―

―

無料
（※SMS、ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

―

―

25%

選択したプランに従う 選択したプランに従う

選択したプランに従う 選択したプランに従う選択したプランに従う

50%～52.9%
（※新・自分割引に準ずる）

50%50% 50%

10％～25％
（1年目 10%OFF、2年目 12％OFF、3年目
14％OFF、6年目 20％OFF、10年超 25％

OFF。）

15％～25％
（1年目 15％で1年毎に1％増加し、11年目以降25％）

60%割引
（基本使用料、付加機能使用料）

（※ハーティ割引）

50%割引
（基本使用料、通話料（自社）、Cメール）

20%割引
（通話料（他社））

（※スマイルハート割）

50%割引
（基本使用料、通話料（自社）、Cメール）

20%割引
（通話料（他社））

（※ガク割）
（2009年8月9日で新規受付終了）

無料（通話）
60%（国内テレビ電話）

無料
（※i-modeメールのみ）

無料
（※i-modeメールのみ）

30%割引

35%～50%
(※1年割引との併用)

35%～50%
(※1年割引との併用)

37%～50%
（※オレンジWX）

36%～52%
（※キッズ・シニアプラン4年目以降）

（※年間割引との併用）

35%～50%
（※（新）いちねん割引との併用）

36.5%～50%
（※年割との併用）

30%割引
（通話・国内TV電話）

30%割引
指定割併用時は60%

無料
（※S!ﾒｰﾙ、ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

無料
（※SMS，ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

家族割引（2）
※2年単位の契約

家族割引（1）：ファミリー割引
家族割引（2）：ファミ割★MAX50

家族割引（1）：家族割
家族割引（2）：継続割引（2）と家族割引（1）を併用した
際の割引内容を記載。

家族割引（1）

25%

50%
（※誰でも割に準ずる）

家族割引に関する備考

無料（通話）
60%（テレビ電話）

（※家族割と誰でも割（またはスマイルハート割引）の
併用）

無料
（※Cメールのみ）

～50％
（※年間割引との併用）

30%割引

1,575円（税込）
（※ワイドサポート、CDMA1Xのみ）

（中学生以下もしくは満60歳以上が対象、誰でも割（年
割も可）と家族割併用時の価格）
（2009年8月9日で新規受付終了）

1,478円（税込）
（※キッズ・シニア割引）

（中学生以下、60歳以上が対象、年間割引＋
家族割引と併用時の価格）

家族割引（1）：家族割引

―

無料
（※S!ﾒｰﾙ、ｽｶｲﾒｰﾙ、ﾛﾝｸﾞﾒｰﾙのみ）

無料
（※Cメールのみ）

（※家族割と誰でも割（またはスマイルハート割引）の
併用）

―

30%割引
（通話料、テレビ電話）

ソフトバンクモバイル

ゴールドプラン ホワイトプラン

新スーパーボーナス：割賦販売方式。
　新スーパーボーナス専用の販売価格で端末購入し、新規契約、機種変更等を行うことで、利用プランに応じて基本使用料、通話料、通信料等が一定割引。また、継続割引等の解約手数料が免除。

ブループラン ブループラン・バリュー オレンジプラン（WX） シンプルオレンジ

1時（AM）から21時までソフトバンク携帯電話
への通話が無料

※ソフトバンク携帯電話への通話が最大200
分/月無料（21～1時）

※上記以外、21円（税込）/30秒

1時（AM）から21時までソフトバンク携帯電話
への通話が無料

※上記以外、21円（税込）/30秒

ソフトバンク同士無料 ソフトバンク同士無料

37%～70% ―

― ―

― ―

―
※1年単位の契約が前提

―

37%～70% ―

― 無料
（※ホワイト家族24）

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ※Wホワイト：月額980円でホワイトプランの他
社への通話と有料時間内の通話料が半額と
なる。

※ホワイト家族24：家族への通話が24時間
無料となる。

※ホワイト学割with家族：ソフトバンク携帯電
話へ1～21時まで国内通話無料、24時間メー
ル無料。

※ホワイトコール24：ホワイトプラン加入のソ
フトバンク携帯からソフトバンクBB等が提供す
るIP電話サービスへの国内通話が24時間無
料。

― ―

― 無料
（基本使用料、ソフトバンク同士のメール）

（※ホワイト学割）

― ―

（注）2010 年５月現在 
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④ パケット通信料 

 

 パケット通信の料金体系や料金水準については、特に大きな変化は見られない。 

 

【図表Ⅱ－２１ 各社のパケット通信料（３Ｇ携帯電話）】 

 ソフトバンクモバイル

0.2円／パケット（※ブルー・ゴールド・ホワイト）
0.1円／パケット（※オレンジ）

ａｕ

CDMA 1X WIN　0.2円／パケット

プラン名

パケット通信料 ＦＯＭＡ　0.2円／パケット

ＮＴＴドコモ

 

※音声用の基本料金プランにおけるパケット通信利用料。 

（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 
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【図表Ⅱ－２２ 主なパケット通信料定額サービス（３Ｇ携帯電話）】 
事業者名

メール・ウェブ

 PCサイトブラウザ/PCメール

ＰＣサイトダイレクト

パケ・ホーダイダブル 5,700円（定額料） iモードフルブラウザ定額サービス

パケットし放題フラット 4200円/月（定額料） PCサイトブラウザ閲覧：5,700円/月

372円/月（無料通信分）

980円/月（無料通信料）
パケット通信料：0.08円／パケット
上限額：5,700円
※利用機種に限りあり（Xシリーズ、iPhone利用者対象）

パケット通信料：0.1円／パケット
通常利用上限額：4,200円
PCサイトブラウザ閲覧上限額：5,700円
※利用機種に限りあり（3Ｇ（Ｘシリーズを除く）利用者対象）

パケットし放題

パケットし放題S

パケットし放題 for スマートフォン

au

ダブル定額スーパーライト

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

その他：パケット定額（ブループラン）
　　　　　パケット定額フル（ブループラン）
 　　　　 パケット定額Biz（ブループラン）
          パケット割引（ブループラン）
　　　　　パケット定額（オレンジプラン（ＷX））
　　　　　パケット定額ライト（オレンジプラン（ＷX））

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

パケットし放題

パケット割

372円/月（無料通信分）

パケット通信料：0.1円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円/月
PCサイトビューアー・EZweb・Eメール上限額：5,700円/月
モバイルPC/PDA/カーナビ等接続・PCサイトビューアー・
EZweb・Eメール上限額：13,650円/月

パケット通信料：0.08円／パケット
通常利用上限額：4,200円
PCサイトブラウザ閲覧上限額：5,700円
※利用機種に限りあり（3Ｇ（Ｘシリーズを除く）利用者）

980円/月（無料通信分）

パケット通信料：0.08円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円/月
PCサイトビューアー・EZweb・Eメール上限額：5,700円/月
モバイルPC/PDA/カーナビ等接続・PCサイトビューアー・
EZweb・Eメール上限額：13,650円/月

2,000円/月（無料通信分）

パケット通信料：0.05円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円/月
PCサイトビューアー・EZweb・Eメール上限額：5,700円/月
モバイルPC/PDA/カーナビ等接続・PCサイトビューアー・
EZweb・Eメール上限額：13,650円/月

プッシュトーク定額制
・カケ・ホーダイ

　　　　・プッシュトークプラス

1,000円（定額料）
2,000円（定額料）

ＮＴＴドコモ

・ブループラン適用の「パケット定額」「パケット定額フル」「パケット定額Biz」「パケット割引」：
　　ＮＴＴドコモの「パケ・ホーダイ」「パケ・ホーダイフル」「Bizホーダイ] 「パケットパック」と同料金、同内容
※「パケット定額フル」「パケット定額Biz」は2008年3月31日で新規受付終了。

・オレンジプラン適用の「パケット定額」「パケット定額ライト」：
　　ａｕの「ダブル定額」、「ダブル定額ライト」と同料金、同内容

パケット通信料0.08円／パケット
メール、Yahoo!ｹｰﾀｲ上限額：4200円

メール、Yahoo!ｹｰﾀｲ、ＰＣウェブサイト閲覧上限額：5700円
※利用機種に限りあり

メール、ＰＣウェブサイト閲覧上限額：9334円
※利用機種に限りあり

980円（無料通信料）

980円（無料通信料）

980円（無料通信料）

内容

パケット/0.1円
パケット/0.05円
パケット/0.02円
パケット/0.015円

パケットパック10(1,000円）
パケットパック30(3,000円)
パケットパック60(6,000円)
パケットパック90(9000円)

FOMAのパケット通信網を利用し、同時に複数人と片方向
ずつの音声通信が可能なサービス「プッシュトーク」におい
て、使い放題。

〔上限額〕
・iモード　4,200円/月
・iモードフルブラウザ　5,700円/月
・パソコン・PDAなどを接続したパケット通信　13,000円/月
〔パケット通信料〕
・5,700円まで0.08円/パケット
・5,700円超過分は0.02円/パケット

〔上限額〕
・Biz・ホーダイ定額対応　アクセスポイントを利用した通信
5,700円/月
・iモード、iモードフルブラウザ、パソコンなどの外部機器を接
続した通信　13,000円/月
〔パケット通信料〕
・5,700円まで0.08円/パケット
・5,700円超過分は0.02円/パケット

ＮＴＴドコモ

1,000円/月（無料通信分）

au

2,000円（無料通信料）

4,000円（無料通信料）

7,500円（無料通信料）

Biz・ホーダイ ダブル 372円/月（定額料＝無料通信分）

372円/月（定額料＝無料通信分）

ダブル定額ライト

利用料金／月定額プラン名

ダブル定額

1,000円/月（無料通信分）
定額料を全額無料通信料として使える。
パケット通信料は全日一律0.1円/パケット。

パケット割WINミドル

1,000円（無料通信料）ダブル定額ライト

パケット割WINスーパー

ダブル定額

パケット通信料：0.015円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円

5,700円（定額料）

1,000円（定額料）

パケット通信料：0.025円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円

iモード以外のFOMAパケット通信が使い放題

FOMAのパケット通信網を利用し、同時に複数人と片方向
ずつの音声通信が可能なサービス「プッシュトーク」におい
て、使い放題。

パケット通信料：0.08円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円

パケット通信料：0.05円/パケット
EZweb・Eメール上限額：4,200円

パケ・ホーダイ ダブル

パケットパック（新規受付終了）

Biz・ホーダイ

iモード使い放題、それ以外0.02円/パケット3,900円（定額料）パケ・ホーダイ

パケ・ホーダイシンプル 5,700円（定額料） iモードフルブラウザ定額サービス

プッシュトーク定額制（カケ・ホーダイ）

 
（出所）各社パンフレット、ホームページより作成 
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⑤ 消費者物価指数（ＣＰＩ）の推移 

 

 移動電話通信料3の消費者物価指数（０５年基準）は、下落傾向にあることから、各

社において様々な料金プランがあるが、移動体通信サービスの料金は、一般的に低廉

化の傾向にあると言える。 

 

【図表Ⅱ－２３ 移動電話通信料の消費者物価指数（０５年基準）の推移】 

107.3
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（出所）総務省資料 

 

２）カード型端末によるデータ通信サービス 

 

カード型端末によるデータ通信サービスの契約数は、ワイヤレスインターネットの

利用拡大を背景に０９年９月末で、ＭＶＮＯによる提供も含めて約３１３万4（前年同

期２７７万、市場全体の契約数増加分の７.６％）と大幅に増加している。 

 

                                                  
3契約数の多い３事業者（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイル）の価格を、事業者・

システム（第２世代、第３世代）別契約数で加重平均した価格を基に作成されている。詳細は総

務省統計局ＨＰ（http://www.stat.go.jp/data/cpi/4.htm）等を参照。 
4競争評価における供給側調査による。 
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【図表Ⅱ－２４ 携帯電話事業者が提供する主なデータ通信サービスの概要】 
最大速度（※１） プラン名（※２） 基本料（税別）(※4） 無料通信／パケット数(※5） パケット通信料

デジタル通信料（64Kデータ通
信・テレビ電話等）

備考

データプランＳＳ 1800円 なし 0.1円／パケット

データプランＳパケットプラス 2900円 5000円相当／10万パケット 0.05円／パケット

データブランＭパケットプラス 5200円 9000円相当／45万パケット 0.02円／パケット

データプランＬパケットプラス 7400円 18000円相当／120万パケット 0.015円／パケット

データプランＬＬパケットプラス 13900円 30000円相当／250万パケット 0.012円／パケット

データプランＳＳ バリュー 1100円 なし 0.1円／パケット

データプランＳ バリュー 2200円 5000円相当／10万パケット

データブランＭ バリュー 4500円 9000円相当／45万パケット

データプランＬ バリュー 6700円 18000円相当／120万パケット

データプランＬＬ バリュー 13200円 30000円相当／250万パケット

送受信最大64Kbps 定額データプラン64K 4000円 ― 0.02円／パケット

定額データプランスタンダード 2735～10500円 0.042円／パケット 「定額データスタンダード割」適用後の月額利用料金：1735円～6720円

定額データプランHIGH-SPEED 4000～10000円 0.012円／パケット 「定額データ割」適用後の月額利用料金：4000円～6400円

送受信最大64Kbps 定額データプラン64K バリュー 3300円 ― 0.02円／パケット

定額データプランスタンダードバリュー 2000～9765円 0.042円／パケット 「定額データスタンダード割」適用後の月額利用料金：1000円～5985円

定額データプランHIGH-SPEED バリュー 3300～9300円 0.012円／パケット 「定額データ割」適用後の月額利用料金：330円～5700円

ＷＩＮシングルＳＳ 1500円 0.1円／パケット

ＷＩＮシングルＳ 2500円 1000円／1万2500パケット 0.08円／パケット

ＷＩＮシングルＭ 5500円 11250円／45万パケット 0.025円／パケット

ＷＩＮシングルＬ 8000円 18000円／120万パケット 0.015円／パケット

ＷＩＮシングルＬＬ 11800円 24000円／200万パケット 0.012円／パケット

WINモジュールプランS 800円 120円／800パケット 0.15円／パケット

WINモジュールプランM 1600円 960円／8000パケット 0.12円／パケット

WINシングル定額（シンプル） 2100円 0.05円／パケット 1800円～5700円* *WINシングルセット割適用後

ＷＩＮシングル定額（フルサポート） 3000円 0.05円／パケット 2700円～6600円*

データバリューパック　レギュラー 5800円 8000円／32万パケット 0.026円／パケット 80円／分＊

データバリューパックミドル 8000円 22500円／150万パケット 0.016円／パケット 60円／分

データバリューパックスーパー 10600円 42000円／350万パケット 0.013円／パケット 40円／分

スーパーライトデータプラン 1905円（5695円）*7 952円／2万3825パケット 0.04円／パケット

ライトデータプラン＊8 2838円（6171円）*7 934円／9万3400パケット 0.01円／パケット

バリューデータプラン 3790円（6648円）*7 24575円／245万7600パケット 0.01円／パケット

ギガデータプラン 4743円（10457円）*7 83887円／838万8700パケット 0.01円／パケット

データプラン 5696円*7 使い放題

スーパーライトデータプラン21 1905円（6648円）*7 952円／2万3825パケット 0.04円／パケット

バリューデータプラン21 4743円（7600円）*7 24575円／245万7600パケット 0.01円／パケット

ギガデータプラン21 5695円（7600円）*7 83887円／838万8700パケット 0.01円／パケット

データプラン21 6648円*7 使い放題

・パケット通信：
受信　最大7.2Mbps
送信　最大384kbps

（　）内は上限金額

ソフトバンクモバ
イル

・パケット通信（※３）：
受信　最大3.6Mbps
送信　最大384kbps
・64Kデータ通信：

バリューパック用の「年間割引」の適用で１５％割引き、同「2年割引」の適用で
２５％の割引となる。
＊：64Kデジタルデータ通信サービスを利用したアクセスインターネットへの接
続（アクセスポイント *7300）は1.8倍の料金

・パケット通信：
受信　最大2.4Mbps
送信　144kbps

・64Kデータ通信：
最大65kbps

ａｕ電話との併用による「セット割」で、基本料を最大３割強の割引となる。

ａｕ

1xモジュールS/M、WINモジュールS/M利用時、包括回線グループ配下の契約回線

数と予め約束の適用期間に応じて基本使用料を割り引くサービス有り

・パケット通信：
受信：最大3.1Mbps　送信：1.8Mbps

イー・モバイル
(※7)

・パケット通信：
受信　最大7.2Mbps
送信　最大384kbps

*：「年とく割」「新にねん」の基本使用料はこの基本使用料（「ベーシック」・「に
ねん」）から1000円割引（税込み）となる。
（　）内は上限金額

ＮＴＴドコモ

・パケット通信：
受信　最大7.2Mbps
送信　最大5.7Mbps

・64Kデータ通信：
最大64kbps

30円/30秒 家族割引（ファミリー割引）の適用で、基本料が２５％割引となる

受信：最大7.2Mbps　送信：最大5.7Mbps

受信：最大7.2Mbps　送信：最大5.7Mbps

※１ ※１ すべてベストエフォート方式 

※２ ＮＴＴドコモは、音声端末、データカード端末双方で使える料金プラン、ａｕ、ソフトバンクモバイル、イーモバイルは

データカード端末を用いた場合の料金プラン 

※３ ３Ｇデータカード Ｃ01SI（ソフトバンクモバイル社のコンパクトフラッシュ型のデータ通信カード）を使用した場合 

※４ 各種割引適用前の料金 

※５ パケット通信のみで使用した場合の無料通話料 

※６ ＮＴＴドコモの定額データプランは、メール送受信及びテキスト・静止画のＷｅｂ閲覧などの利用に限られる。 

※７ イー・モバイルの金額は円未満四捨五入 

※８ イー・モバイル ライトデータプランは 2010 年１月で新規受付終了。      （注）2010 年５月時点 

 

【図表Ⅱ－２５ ＰＨＳ事業者が提供する主なデータ通信サービスの概要】  
最大速度（※１）

ウィルコム

パケット通信：受信　最大128bps
（204kbps※５）

パケット通信：受信　最大128bps
（204kbps※５）

パケット通信：受信　最大64bps
（102kbps※５）

パケット通信：受信　最大128kbps
（204kbps※５）

回線交換方式：受信　最大64kbps
（102kbps※５）

回線交換方式：受信　最大64kbps
（102kbps※４）

パケット通信：受信　最大256kbps
（408kbps※５※６）

PIAFS方式　最大64kbps

エネルギア・コミュニ
ケーションズ

回線交換方式：受信　最大64kbps

パケコミネット

3695円

0.03円/ﾊﾟｹｯﾄ

Two LINK DATA 980円 - 10.5円／70秒*

データパックmini 1980円

データパック

定額

無料通信1000円／最大77分 15.75円/70秒

10円/60秒

つなぎ放題 5800円 定額 -

10円/70秒

500円 -

プラン名

4700円

ネット２５［PRO］ 6900円

3000円

月額基本料（税別）(※２）

２５時間まで定額。２５時間以上は従量制

定額

つなぎ放題［４ｘ］ 9300円 定額

2年間での契約が条件、契約は2年ごと
に自動更新

備考通信料（※４）

つなぎ放題［PRO］ 12300円

新つなぎ放題 無料

*：PIAFS通信料（パケット方式は利用
できない）

定額 -

定額 -

無料通信等（※３）

パケット通信：
受信　最大256kbps（408kbps※５※６）

年間契約割引あり

２５時間まで定額。２５時間以上は従量制

20万パケットまで無料

無料通信1200円／最大140分

10円/60秒

-

-

ネット２５ 5４00円

ケイ・オプティコム 回線交換方式：受信　最大64kbps プチコースの上限：4000円（税別）

・０７年２月２８日で受付終了
・０７年９月３０日でサービス終了

5円/60秒

フルコース 3000円

MEGA　EGG６４ 3000円

プチコース

※１ ※１ すべてベストエフォート方式 

※２ 各種割引適用前の料金 

※３ パケット方式の場合はパケット通信のみで使用した場合の無料通信料 

※４ パケット方式の場合は、パケット通信のみを使用した場合の通信料 

※５ W-OAM 対応端末機種の場合 

※６ W-OAM typeG 対応端末機種の場合最大 512kbps。（基地局回線の「光 IP 化」完了エリアでは、最大 800Kbps） 

（注）2010 年５月時点 
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３）固定電話発携帯電話着の料金水準 

 

 固定電話発携帯電話着（以下「固定発携帯着」という。）の通話料金については、

当初、携帯電話事業者のみが料金設定を行っていた5が、０４年４月6から、利用者が

事業者識別番号をダイヤルした場合には、発信側の固定電話事業者も料金設定を行う

ことができるようになった。 

 

 携帯電話事業者が料金設定する場合の通話料は、固定電話事業者が設定する場合と

比べて、依然として高額となっており、特に傾向の変化は見られない。 

 

【図表Ⅱ－２６ 固定発携帯着の通話料金の構成（ＮＴＴ東西加入電話からの通話）】 

携帯電話事業者が料金設定する場合         中継事業者が料金設定する場合 
携帯電話事業者が利用者から徴収               中継電話事業者が利用者から徴収 

Ｘ円                           Ｙ円 

 

 

 

 

 

 

 

【図表Ⅱ－２７ 固定発携帯着の主な通話料金（固定電話事業者が設定する場合）】 

１０年３月末現在（単位：円・税別） 

ＮＴＴ東日本
NTTｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝｽﾞ

ＫＤＤＩ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ・ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

（００３６） （００３３） （００７７） （００８８） （００３８）

ＮＴＴドコモ 48

KDDI （沖縄セルラー含む） 52.5

ソフトバンクモバイル 52.5

イー･モバイル 48

545449.5 49.5

携帯携帯

固定

 

平日昼間３分間、同一都県内  注：直収電話は含まない。 

 

                                                  
5料金回収については、ＮＴＴ東西の加入電話からの通話である場合には、ＮＴＴ東西が料金回収

代行を行っている。 
6一部事業者は０３年１１月からサービス開始。 

ａ円 ｂ円
携帯電話事業者の収入

（Ｘ－（ａ＋ｂ））円

ＮＴＴ東西に支払われる
接続料

ＮＴＴ東西が受け取る
料金回収代行手数料

ａ円 ｂ円
携帯電話事業者の収入

（Ｘ－（ａ＋ｂ））円

ＮＴＴ東西に支払われる
接続料

ＮＴＴ東西が受け取る
料金回収代行手数料

ａ円
中継電話事業者の収入

（Ｙ－（ａ＋ｃ））円 ｃ円

ＮＴＴ東西に支払われる
接続料

携帯電話事業者に
支払われる接続料

分

ａ円
中継電話事業者の収入

（Ｙ－（ａ＋ｃ））円 ｃ円

ＮＴＴ東西に支払われる
接続料

携帯電話事業者に
支払われる接続料

分



22 

【図表Ⅱ－２８ 固定発携帯着の主な通話料金（携帯電話事業者が設定する場合）】 

(単位：円・税別) 

00.3 01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

ＮＴＴドコモ 110 80 80 80 70 70 70 70 70 70 70

ＫＤＤＩ　（沖縄セルラー含む） 170 170 120 120 90 90 90 90 90 90 90

ソフトバンクモバイル 150 150 120 120 120 120 120 120 120 120 120

イーモバイル － － － － － － － － 90 90 90 

平日昼間３分間、同一都県内 

 

４）事業者間取引（携帯電話の接続料） 

 

 携帯電話の接続料は、基本的に事業者間の交渉により定められることになるが、第

二種指定電気通信設備制度のもと、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及び沖縄セルラー7につい

ては、接続約款の届出・公表が義務付けられており、これらの事業者の接続料につい

ては、毎年引き下げが続いているが、コストの差異等があり、単純な比較はできない

ものの、固定電話と携帯電話の接続料を比較すると、約５倍程度の開きがある。 

 

携帯電話の接続料に関しては、「電気通信事業における販売奨励金の会計上の取扱

いに関する運用ガイドライン」（平成２０年４月）、及び「第二種指定電気通信設備制

度の運用に関するガイドライン」（平成２２年３月）といったガイドラインが策定さ

れているところであり、評価にあたっては、これらのガイドラインが有効に機能して

いるか否かといったことも踏まえることが必要である。 

 

                                                  
7競争評価におけるＫＤＤＩと沖縄セルラーについては、一定の資本関係があることから、契約数

の事業者シェア等については一体として算定しているが、第二種指定電気通信設備制度において

は、個別に取り扱われている。 
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【図表Ⅱ－２９ 携帯電話事業者の接続料8の推移（ＮＴＴドコモ）】 

接続料金

（円／分）

１６円

１４円

１２円

１０円

８円

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７

【１０．３届出（０９．４に遡って適用）】

区域内接続料 8.10円（0.135円／秒）

区域外接続料 9.36円（0.156円／秒）

２００８ ２００９ ２０１０
 

（出所）ＮＴＴドコモの報道発表をベースに総務省作成 

 

【図表Ⅱ－３０ 固定電話と携帯電話の接続料】 

 １回の通話において
３分間通話した場合

１回の通話において
３０秒間通話した場合

ＧＣ接続 4.52円 0.75円
ＩＣ(ＺＣ）接続 6.38円 1.07円

区域内 24.3円 4.05円
区域外 28.1円 4.68円

固定電話

携帯電話
 

※固定電話の接続料はＮＴＴ東西の接続料（平成２１年度適用）、携帯電話の接続料はＮＴＴドコモの接続料（平成２１年度適

用）を用いて計算。 

※「ＧＣ接続」は加入者交換機において接続する場合、「ＺＣ接続」は中継交換機について接続する場合、「区域内」は「営業区

域内通話」、「区域外」は「営業区域外通話」にそれぞれ適用される接続料。 

（出所）各社ホームページより作成 

 

 

 

                                                  
8他社網との相互接続点が、着信する携帯電話会社のネットワークのどこにあるかによって接続料

金が変わる。ＮＴＴドコモ支社の携帯電話からみて、相互接続点が当該支社ネットワークの中に

ある場合には「区域内」となり、ネットワークの外にある場合には「区域外」となる。 
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（３）携帯電話事業者のＡＲＰＵの推移 

 

 携帯電話事業者のＡＲＰＵ9（音声＋データ）は、０９年度において微増となった事

業者もあるが、長期的には各社とも全体的に下落傾向にあると言える。音声ＡＲＰＵ

は各社とも減少傾向にあるが、これは定額制、家族割引その他の各種割引の普及等が

背景にあると考えられる。 

 

データＡＲＰＵは微増傾向にあり、データＡＲＰＵがわずかに音声ＡＲＰＵを上回

る事業者もあるものの、増加のペースは緩やかであり、音声ＡＲＰＵの減少を補うま

での大幅な増加には至っていない。 

 

【図表Ⅱ－３１ ＮＴＴドコモのＡＲＰＵの推移】 

7,610 
7,400 7,340 

7,170 

6,920 6,940 

7,050 

6,920 
6,720 

6,900 

6,720 6,670 
6,530 6,560 6,550 

6,290 

6,050 
5,890 5,860 

5,730 

5,390 5,440 5,420 5,470 

5,060 

5,640 
5,450 5,440 5,350 

5,090 5,120 5,170 
5,040 

4,780 
4,930 

4,740 4,660 
4,450 4,440 

4,340 

4,090 

3,780 
3,560 

3,450 
3,340 

2,970 3,010 2,970 

3,030 

2,590 

1,970 1,950 1,900 1,820 1,830 1,820 1,880 1,880 1,940 1,970 1,980 2,010 2,080 2,120 2,210 2,200 2,270 2,330 2,410 2,390 2,420 2,430 2,450 2,440 2,470 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

総合(ＦＯＭＡ＋mova)

音声（ＦＯＭＡ＋mova)

パケットＦＯＭＡ＋mova）

（円／月・契約 ）

 
（出所）ＮＴＴドコモ決算資料 

 

                                                  
9Average Revenue Per User。本来は構成要素を共通にして調整した上で各事業者間の比較を行うこ

とが適当であるが、経営上の重要指標であり、調整作業は非常に困難であることから、昨年度ま

でと同様、各事業者が公表しているＡＲＰＵを指標とし、その推移を概観するにとどめる。 
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【図表Ⅱ－３２ ＫＤＤＩ（沖縄セルラー含む）のＡＲＰＵの推移】 

7,480 7,540 7,490 
7,280 7,260 7,300 7,190 

6,960 7,050 7,190 7,090 
6,840 6,810 6,700 6,600 

6,380 6,430 6,400 
6,230 

5,990 5,900 5,940 5,870 
5,500 5,600 5,600 5,470 

5,000 

5,930 5,900 5,830 
5,560 5,540 5,570 5,470 

5,180 5,240 5,300 5,200 
4,880 4,840 4,700 4,570 

4,320 4,350 4,270 
4,090 

3,820 3,710 3,730 3,650 
3,280 

3,350 

3,330 
3,210 

2,730 

1,550 1,640 1,660 1,720 1,720 1,730 1,720 1,780 1,810 1,890 1,890 1,960 1,970 2,000 2,030 2,060 2,080 2,130 2,140 2,170 2,190 2,210 2,220 2,220 2,250 2,270 2,260 2,270 

11,610 
11,550 

11,190 

10,570 

10,160 

9,970 9,990 
9,680 

9,310 
9,070 8,850 

8,610 
8,310 8,160 8,000 

7,680 
7,410 

7,120 7,100 6,950 
6,670 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

総合（ＷＩＮ＋ＣＤＭＡ１ｘ）

音声（ＷＩＮ＋ＣDＭＡ１ｘ）

データ（ＷＩＮ＋ＣDＭＡ１ｘ）

総合（ＷＩＮ）

（円／月・契約 ）

 
（出所）ＫＤＤＩ決算資料 

※09 年以降、WIN のみの ARPU データは公表されていないため、グラフについては 09 年までのデータまでを掲載する。 

 

【図表Ⅱ－３３ ソフトバンクモバイルのＡＲＰＵの推移】 

6,140 
6,290 

6,080 

5,810 5,870 5,930 
5,840 

5,600 5,590 
5,700 

5,560 

5,210 

5,000 
4,800 

4,520 

4,310 

4,180 
4,170 4,090 

3,830 
4,030

4,150 4,200

3,890

4,820 
4,940 

4,780 

4,490 4,540 4,540 4,510 

4,260 4,230 
4,320 

4,230 

3,830 

3,590 

3,340 

3,040 

2,710 
2,530 2,460 

2,300 

2,020 
2,150 2,160 2,150

1,750

1,320 1,350 1,300 1,320 1,330 1,390 1,330 1,340 1,350 1,380 1,330 1,380 1,410 1,470 1,490 
1,600 1,650 1,710 1,790 1,820 1,880 

1,990 2,060 

2,140 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

総合 音声 データ

（円／月・契約 ）

 

（出所）ソフトバンクグループ決算資料 
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（４）市場の集中度 

 

 移動体通信市場全体における上位３社シェア（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（沖縄セル

ラーを含む。）及びソフトバンクモバイル）は１０年３月末で９４．４％、ＨＨＩは

３４６１と、わずかに減少傾向にあるものの、依然高水準であり、３社による寡占的

な状態にある。 

 

 なお、ＮＴＴドコモのシェアは、１０年３月末で４８．２％と、この１年間ではお

おむね横ばいであるが、依然市場全体の５割弱のシェアを有する。 

 

【図表Ⅱ－３４ 移動体通信市場全体の上位３社シェア及びＨＨＩの推移】 

56.8%56.9%57.2%57.2%56.9%56.7%56.6%56.3%55.9%55.8%55.5%55.0%54.9%54.8%54.7%54.8%54.6%54.4%54.1%53.8%53.6%53.4%52.8%52.2%51.6%51.1%50.6%49.7%49.5%49.3%49.1%48.7%48.5%48.4%48.2%48.2%

22.4%22.2%21.7%21.5%21.6%21.7%21.8%21.9%22.2%22.5%23.0%23.7%24.0%24.4%24.8%25.3%25.6%25.9%26.1%26.4%26.6%26.8%27.3%27.7%27.9%28.0%28.1%28.3%28.0%27.8%27.7%27.5%27.4%27.4%27.3%27.4%

15.2%15.6%15.9%16.3%16.5%16.7%16.8%17.2%17.4%17.3%17.3%17.2%17.1%17.0%16.9%16.4%16.2%16.0%16.0%15.8%15.6%15.5%15.5%15.6%15.9%16.4%16.7%17.3%17.7%17.9%18.1%18.4%18.5%18.7%18.9%18.8%

5.6% 5.3% 5.2% 5.0% 5.0% 4.9% 4.8% 4.6% 4.5% 4.3% 4.2% 4.1% 4.0% 3.8% 3.7% 3.5% 3.6% 3.7% 3.9% 4.1% 4.2% 4.3% 4.4% 4.5% 4.6% 4.6% 4.6% 4.7% 4.8% 4.9% 5.2% 5.3% 5.5% 5.6% 5.6% 5.6%

3,989 4,000 4,023 4,024 4,001 3,993 3,983 3,966 3,941 3,943 3,924 3,903 3,897 3,902 3,901 3,926 3,915 3,896 3,875 3,855 3,843 3,827 
3,796 

3,756 
3,717 

3,680 3,651 
3,594 3,572 3,551 3,527 3,500 3482 3470 3460 3,461

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

01.6 01.9 01.12 02.3 02.6 02.9 02.12 03.3 03.6 03.9 03.12 04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3 09.6 09.9 09.12 10.3

その他 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ KDDI(沖縄セルラーを含む。） NTTドコモ ＨＨＩ（右軸）  

 

３．地理的市場別の分析 

  

 移動体通信市場全体及び携帯電話市場に関して、第１章で画定した地理的市場10に

区分して、契約数、事業者シェアを示すと以下のとおりとなる。 

                                                  
10移動体通信市場全体及び携帯電話市場では、沖縄県以外（Ⅰ地域）と沖縄県（Ⅱ地域）に地理的

市場を区分している。 



27 

【図表Ⅱ－３５ 移動体通信市場全体の地理的市場の現況】 

ＮＴＴドコモ

5566万 , 48.3%

ＫＤＤＩ

3137 万 , 27.2%

ソフトバンクモバイル

2173万 , 18.9%

その他

642万, 5.6%

10年3月末

契約数 11630万

沖縄セルラー

50万 , 44.9%

その他

4万, 3.9%

10年3月末

契約数 112万

【Ⅰ地域】 沖縄県以外の地域 【Ⅱ地域】 沖縄県

ＮＴＴドコモ

43万 , 38.1%

ソフトバンクモバイル

15万 ,13.2%

 
（注）ＰＨＳ契約数には、データ通信サービスのみを提供する事業者の契約数は含まれていない。 

（出所）総務省資料及び（社）電気通信事業者協会 

 

【図表Ⅱ－３６ 携帯電話の地理的市場の現況】 

ＮＴＴドコモ

5566万 , 50.1%

ＫＤＤＩ

3,137万 , 28.2%

ソフトバンクモバイル

2,173万 , 19.6 %

イーモバイル

235万 , 2.1%

10年3月末

契約数 11,110万

【Ⅰ地域】 沖縄県以外の地域

10年3月末

契約数 108万

【Ⅱ地域】 沖縄県

ＮＴＴドコモ

43万 , 39.4%

ソフトバンクモバイル

15万 , 13.7%

沖縄セルラー

50万 , 46.4%

イーモバイル

0.5万 , 0.5%

 
（出所）総務省資料及び（社）電気通信事業者協会 
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４．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１） 移動体通信市場全体の動向 

 

 移動体通信サービスは、国民生活においてもはや必要不可欠となっている。０６年

１０月の番号ポータビリティ制度の導入等を経て、各事業者間において利用者の維

持・獲得に向けた競争が展開されている。 

 

 ＬＴＥ11などの新技術、iPhone 端末に代表される新型のスマートフォン端末の普及

等によって、今後、移動体通信市場の競争環境が大きく変化していく可能性もあるこ

とから、その動向について注視していく必要がある。 

 

 

２）ＭＶＮＯの動向 

 

０７年１１月のＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通信事

業者）事業に関する総務大臣裁定、一連の「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波

法の適用関係に関するガイドライン」の改訂等の措置によってＭＶＮＯに関するルー

ルが明確化したことを契機として、他事業者から回線の提供を受けて、回線を保有し

ない事業者が自社ブランドとして無線サービスを提供するＭＶＮＯ事業への参入が

相次いでいる。 

 

ＮＴＴドコモやイー・モバイルの回線を利用したデータ通信サービスが数多く開始

されたほか、０９年３月には、ソフトバンクモバイルがイー・モバイルの回線を利用

した定額制の高速モバイルデータ通信サービスを開始している。 

 

また、契約数についても、０９年１２月よりデータ収集を開始したところであり、

１０年３月末現在で２６７.７万契約と、０９年１２月からの１四半期間で８.７％の

高い伸びを示している。 

 

今後、サービスの一層の多様化が見込まれるところであり、移動体通信市場の競争

の活性化が期待される。 

 

                                                  
11Long Term Evolution。第３世代携帯電話（３Ｇ）を高度化し、光ファイバ級の高速データ通信

（１００Ｍｂｐｓ程度の伝送速度（下り））を可能とするもの。「３．９Ｇ」と呼ばれ、W-CDMA や

HSPA 規格の後継となる移動体通信の規格のこと。 
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【図表Ⅱ－３７ ＭＶＮＯ事業への主な参入状況】 

ＭＮＯ ＭＶＮＯ（サービス名） サービス概要（事業開始時期）

ＮＴＴドコモ 象印マホービン（みまもりほっとライン） ポットに無線通信機を内蔵、その情報を携帯電話やＰＣから確認可能

ＩＩＪ（ＩＩＪモバイルサービス/タイプＤ） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年1月)

アッカ・ネットワークス（ACCA mobile（D）） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年6月)

ＮＴＴコミュニケーションズ（モバイル/リモートアクセス
ドコモモデル）

法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年7月）

日本通信（b-mobile3G） 3.5G（HSDPA）による下り最大3.6Mbpsの高速データ通信。150時間分の通信料を含
んだ価格でデータ通信端末を販売（08年8月）

ＮＴＴＰＣコミュニケーションズ（Master’s ONEセキュア・
リモートアクセスサービス定額FOMAデータ通信プラ
ン）

法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年10月）

スターネット（STAR-Remote 3G） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（09年2月）

ウィルコム（WILLCOM CORE 3G） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（09年3月）

ＫＤＤＩ

（ａｕ）

いすゞ自動車（みまもりくんオンラインサービス） 車両運行データを収集、解析し、提供。最大４０％の燃料費削減、安全運行を可能
に。

日本緊急通報サービス（ＨＥＬＰＮＥＴ） 事故や急病時に車両の位置情報を発信

セコム（ココセコム） 基地局情報＋ＧＰＳ機能を活用して迷子やお年寄り、車両の位置情報を把握

トヨタ（Ｇ－ＢＯＯＫ） ①事故や急病時に車両の位置情報を発信、②オペレータによる目的地検索、

③ハンズフリー電話 など

京セラコミュニケーションシステム（KWINS 3G） 専用カードによるデータ通信

ソフトバンク

モバイル

ウォルト・ディズニー（ディズニー・モバイル） ディズニーのブランド、コンテンツを活用した携帯電話サービス（08年3月）

ワイヤ・アンド・ワイヤレス（Wi2 Mobile） 企業を対象とした会議室向けソリューション（09年3月）

 

 

ＭＮＯ ＭＶＮＯ（サービス名） サービス概要（事業開始時期）

イー・

モバイル

ＮＥＣビッグローブ（BIGLOBE高速モバイル） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbps（08年3月～）の高速データ通信（07年12月）

ニフティ（@nifty Mobile BB） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbps（08年3月～）の高速データ通信（07年12月）

So-net（bitWarp(EM)） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年2月）

ＩＩＪ（ＩＩＪモバイルサービス/タイプＥ） 法人向け3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

ＡＳＡＨＩネット（超割モバイル） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

ユニアデックス（JetSURF） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

アッカ・ネットワークス（ACCA mobile（E）） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年6月)

ＮＴＴぷらら（高速モバイルオプション（ＥＭ）） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年7月）

ＮＴＴコミュニケーションズ（OCN 高速モバイルEM） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年8月）

ケイ・オプティコム（ｅｏモバイル） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年9月）

ソフトバンクモバイル（データ定額ボーナスパック） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（09年3月）

ウィルコム 日本通信（b-mobile）、ニフティ（@nifty MobileP）等 専用ＰＨＳカード等によるデータ通信

ＣＳＣ（My Access） 監視カメラや玩具、センサーに組み込んでデータ収集、遠隔操作

ジュピターテレコム（J:COM MOBILE） 「ウィルコム定額プラン」の再販

ユビキたス（どこ・イルカ）、加藤電機（イルカーナ） 子供の位置情報把握

楽天/フュージョン・コミュニケーションズ（楽天モバ
イル for Business）

法人向けPHS事業（09年4月）

 

（出所）各社ホームページ等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－３８ ＭＶＮＯ料金の一例（携帯）】 

事業者 サービス名 通信方式・速度 料金（税別） 内容

トヨタ自動車㈱ G-BOOK mX Pro / 

ALPHA Pro

CDMA20001xEV-DO

下り最大2.4Mbps

新車初年度：無料

翌年以降継続、中途：年間12,000円
（パケット使い放題）

データ通信モジュールDCMを車載登載。

位置情報発信、ルート検索、音楽オンデマンド再生など
。

日本通信 b-mobile 3G HSDPA

下り最大3.6Mbps

39,900円(150時間）

99,800円（500時間)

プリペイド式データ通信パッケージ。

コネクトメール FOMA 年額4,572円（月額換算381円） パソコンのメールをFOMAで送受信。

象印マホービン㈱ みまもりほっとライン FOMA 初回契約料5,250円（税込み）

月額利用料3,150円（税込み）

無線通信機を内蔵した電気ポットを使うと、その情報を

インターネットを通じ離れて暮らす家族に知らせる。

㈱ドリーム・トレイ

ン・インターネット

DTI高速モバイルプラ

ン

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額790円～4,770円 イー・モバイル㈱のデータ通信サービスの提供を受け、

MVNO形式で高速インターネット接続サービスを提供。

セコム㈱ ココセコム 月額500円～ 携帯電話やPCのブラウザ、電話対応による位置検索、駆

けつけサービス。

ケイ・オプテイコム eoモバイル HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額1,000円～4,680円(上限)

基本使用料：月額1,000円
(1,000円分のﾊﾟｹｯﾄ通信料を含む)

パケット通信料：0.042円/ﾊﾟｹｯﾄ(従量制)

HSDPAを採用した下り最大7.2Mbpsの高速モバイル通信サ

ービス。

㈱インターネットイ

ニシアティブ

IIJモバイル/タイプD FOMAハイスピード網 月額8,500円/回線（定額プランの例） 法人向け、ドコモ網を利用。

IIJモバイル/タイプDS FOMAハイスピード網 月額19,500円/回線 法人向け、ドコモ網を利用、固定IP。

IIJモバイル/タイプE HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額5,600円/回線（定額プランの例） 法人向け、イー・モバイル網を利用。

㈱アッカ･ネットワ

ークス

ACCA mobile(D) HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額4,500円～8,000円（税抜き） フラット定額プラン(スタンダード、1年契約、2年契約)

グループパケットシェアプラン(スタンダード、1年契約
、2年契約)

ACCA mobile(E) HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額743円～6,458円（税抜き） ステップ定額プラン(スタンダード、1年契約)

ウォルトディズニー

ジャパン㈱

ホワイトプラン(D) － 月額980円 基本料金プラン。ディズニー・モバイルでは本サービス1

種のみ。

Wホワイト(D) － 月額980円 通話料割引サービス。

ホワイト法人24＋（D) － 月額924円/回線 11回線以上の法人グループ契約における、割引サービス

パケットし放題（D) － 月額1,029円～4,410円 パケット定額サービス

月々割（D) － 端末に応じて設定 機種に応じた一定額を通信料から月々割引するサービス

Disney基本オプション

パック

－ 月額498円 紛失携帯捜索サービス/安心遠隔ロック/電話帳バックア

ップ/割り込み電話などの機能を提供

Disneyあんしん保障パ

ック

－ 月額498円/月 水漏れ・全損時の修理対応、紛失時の買い替え等を割引

にて対応するサービス。
 

事業者 サービス名 通信方式・速度 料金（税別） 内容

㈱USEN モバイルアクセス

typeEM

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額4,980円～ 高速モバイルインターネット接続サービス。イーモバイル

社再販。

モバイルアクセス

typeAJ

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額10,500円 オフィス専用高速モバイルインターネット接続サービス。

IIJ社再販。

GMOインターネット 二段階定額プラン HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額2,480～6,300円 利用パケット数に応じての従量課金制。料金の上限あり。

完全定額プラン HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額5,775円 利用パケット数が関係ない定額料金制。

NECビッグローブ㈱ 「BIGLOBE高速モバイル

」定額プラン

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額4,883 円 BIGLOBEの接続サービス会員向けサービス。

※別途端末レンタル料（月額735円）が必要。

「BIGLOBE高速モバイル

」二段階定額プラン

HSDPA

下り最大7.2Mbps

下限：月額1,985 円

(約9万パケット・約11MBまで)
上限：月額5,492 円

(約42万パケット・約52MB超)

BIGLOBEの接続サービス会員向けサービス。

※別途端末レンタル料（月額735円）が必要。

㈱NTTぷらら ぷらら高速モバイルオ

プション（EM）

HSDPA

下り最大7.2Mbps

初期契約事務手数料：2,835円（税込）

月額基本料：5,365円（税込）
→「定額プラン利用料金＋データ端末レ

ンタル料」の額

高速モバイルインターネット接続サービス。

月額定額制（通信データ量にかかわらず定額）。
データ通信カードはレンタル。

ニフティ㈱ @nifty MobileBB HSDPA

下り最大7.2Mbps

初期費：事務手数料2,835円

月額費：5,712円(USB,PCカードタイプ)、
5,817円(ExpressCardタイプ)

携帯電話データ通信カードを利用した高速データ通信サー

ビス。

ソネットエンタテイ

ンメント㈱

bitWarp(EM) HSDPA

下り最大7.2Mbps

初期費：2,835円（税込）

月額1,155円～5,355円

高速モバイルインターネット接続サービス。

京セラコミュニケー

ションシステム㈱

KWINS 3Gプラン CDMA1xWIN

下り最大3.1Mbps
CDMA1x

下り最大144kbps

月額4,700円～

（パケットステップ）

高速モバイルインターネット接続サービス。

NTTコミュニケーシ

ョンズ㈱

OCN 高速モバイル EM

（EMプラン）

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額5,820.15円 高速モバイルインターネット接続サービス。

OCN 高速モバイル EM

（EMオプション）

HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額5,610.15円 高速モバイルインターネット接続サービス。光やADSLなど

他のOCN接続プランと組み合わせての利用が可能なオプシ
ョンサービス。

ドコモモデル HSDPA

下り最大7.2Mbps

月額7,140円 FOMA高速パケット通信（FOMA HIGH-SPEED)を利用して、定

額で企業VPNとの閉域接続を利用できるサービス。

㈱インフォニックス JALマイルフォン 契約事務手数料：2,835円（税込）

携帯電話機購入代金

auと同じサービスエリア・割引サービスがご利用いただけ

るほか、月額使用料に応じてJALのマイルがたまる。 au料
金プラン「誰でも割」が自動適用。

㈱インフォニックス Tigersケータイ、

GIANTSケータイ

契約事務手数料：2,835円（税込）

携帯電話機購入代金

auと同じサービスエリア・割引サービスがご利用いただけ

るほか、月額使用料に応じてJALのマイルがたまる。 au料
金プラン「誰でも割」が自動適用。
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【ＭＶＮＯ料金の一例（ＰＨＳ）】 

事業者 サービス名 通信方式・速度 料金（税別） 内容

ニフティ㈱ @nifty MobileP パケット方式

下り最大128kbps

初期費：カード購入価格0円、事務手数料1,050円

月額費：3,990円(64Kbps)、6,825円(128Kbps)

PHSデータ通信カードを利用し

た最大128Kbpsのデータ通信サ
ービス。

加藤電機㈱ 人用位置検索サービス パケット方式 月額525円～ PHS回線を用いた小型端末によ

る位置情報提供サービス。

車両用位置検索サービス パケット方式 月額1,029円～ 車両に設置し車両盗難時の位置

情報提供サービス。

富士通㈱ mobile+PHS パケット方式

下り最大
32kbps,128kbps

初期費：

mobile+PHS ユーザID初期費
3,000円／1ID当たり

（初期契約10ID以上）
mobile+PHSカード（MC-C450）
26,000円／1台当たり

月額費：
mobile+PHS 32Kbps ユーザID利用料

5,000円／1ID当たり
mobile+PHS 128Kbps ユーザID利用料
8,500円／1ID当たり

法人向けIPネットワークへのリ

モートアクセス回線。
MPLSによるセキュリティ確保。

ソネットエン

タテインメン
ト㈱

bitWarp(W) パケット方式

下り最大64kbps～
204kbps

初期費（機器料金）：15,540円

月額2,108円～5,258円

高速モバイル通信サービス。

京セラコミュ

ニケーション
システム㈱

KWINS 4x / KWINS 8xプラン：個人向 パケット方式 月額11,550円～119,800円

（6/12ヶ月ライセンス）

KWINS 4x / KWINS 8xプラン：法人向 パケット方式 月額2,100円～

（パケット定額/パケットステップ）

NTTコミュニケ

ーションズ㈱

NTTComタイプ32ｋプラン パケット方式

下り最大32kbps

月額4,095円 無線IP接続サービス・MVNO方式

で接続する法人向けデータ系モ
バイルソリューション。NTTComタイプ128ｋプラン パケット方式

下り最大128kbps

月額6,825円

㈱ウィルコム ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPN新つなぎ放題コース パケット交換方式 月額3,880円 法人向けデータ系モバイルソリ

ューション。データカードの他
、スマートフォンW-ZERO3も利

用可能。

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPNつなぎ放題（超高速）コース 月額12,705円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPNつなぎ放題（高速）コース 月額9,555円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPNつなぎ放題（標準）コース 月額5,880円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPN25時間接続（超高速）コース 月額7,035円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ 統合VPN 25時間接続（高速）コース 月額5,460円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ MOVEライト接続パックコース 回線交換方式 月額2,940円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ MOVEライト接続パックminiコース 月額1,869円

ｳｨﾙｺﾑﾓﾃﾞﾙ MOVEライト接続限定コース 月額819円

.Phoneユビキタスコース 月額2200.8円 オフィスとの通話を無料にする

050モバイルIP電話サービス。
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（２）利用者の観点からの考察 

 

 総務省が実施した「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケ

ート調査結果」12では、携帯電話・ＰＨＳに対する不満点として、「通話（通信）エリ

ア」に関するものが減少する一方で、「料金水準」、「料金体系」を挙げる者が増加し

ており、利用者側からは、料金関係への関心が高いことがうかがえる。 

 

料金関係に対する意見としては、「料金体系が複雑すぎて良く分からない」が最も

多く挙げられており、次いで「通信料の定額サービスの料金が高い」が続く。なお、

このような料金関係に強い関心が見られる傾向は、ここ数年、継続して観察される。 

                                                  
12 １０年５月１９日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban08_02000040.html を参

照。 
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【図表Ⅱ－３９ 利用している移動体通信端末に対する不満点（二つまで）】 

 

3 料金水準（料金が高いか安いか）

4 料金体系（料金プラン、割引オプション）

2 通話（通信）エリア

9 操作性

8 機能面

7 通信速度

10 顧客対応･アフターケア

5 品質（音声）

6 品質（データ通信）

11 その他

1 特に不満はない

43.3%

32.1%

16.1%

11.6%

7.8%

5.4%

4.5%

5.5%

38.4%

29.7%

17.6%

9.0%

4.0%

5.7%

28.4%

25.5%

1.9%

3.2%

1.1%

3.2%

8.2%

4.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

H21 (N=836)

H20 (N=844)

 
（出所）総務省「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 
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【図表Ⅱ－４０ 料金関係（料金プラン、割引オプション）についての考え（上位３

つまで）】 

1番目 2番目 3番目 1番目 2番目 3番目

1
料金体系が複雑すぎて

良く分からない
47.4% 13.1% 10.5% 43.5% 14.0% 6.8%

4
通信料の定額サービス

の料金が高い
20.5% 22.4% 9.5% 19.3% 20.1% 9.4%

3
毎月、無料通話･通信分

を使いきれない
8.5% 13.2% 5.3% 10.1% 11.2% 5.4%

7 割引率が低い 3.2% 8.9% 14.7% 5.3% 8.2% 12.7%

2
設定額が自分に合った

料金プランが存在しない
6.6% 11.9% 7.9% 7.5% 10.7% 9.8%

5
定額になるサービス

の種類が少ない
1.8% 6.5% 6.8% 1.7% 5.8% 6.7%

6
割引オプションの

種類が少ない
1.1% 3.2% 8.5% 1.1% 5.9% 8.2%

8 その他 2.2% 1.8% 1.8% 1.2% 2.1% 1.8%

9 特に不満はない 8.7% 1.3% 2.5% 10.4% 1.2% 1.6%

※

H21 (N=849)H21 (N=789)

｢2番目｣｢3番目｣の数値

 →｢1番目｣の有効回答者数を母数として割戻し
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

H21

H20

1番目
2番目
3番目

 
（出所）総務省「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

各社間の競争等による各種割引の拡大、端末販売奨励金の見直しに伴う料金プラン

の導入、端末の割賦販売等により、移動体通信サービスの料金体系はますます多様

化・複雑化してきている。これは、利用者側から見れば選択肢が広がることとなる一

方、料金水準の把握や事業者間での比較等が困難となり、利用者の利益が損なわれて

いる可能性もある。 

 

なお、料金水準については、２（２）１）で見たように、０７年度の新たな料金プ

ランの導入のほかは、構造的な変化はあまり見られないものの、定額制や各種割引の

拡充等を勘案すれば、全体的には低下傾向にあると推測される。総務省の平成２０年

度「電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」13 を用いて、携帯電話の料金

水準を各国と比較すると、おおむね中位の水準にある。ただし、各国の平均的な利用

分数を踏まえて比較をすると、１分当たりの料金に換算した場合は、我が国の料金は、

高い水準となっている。 

 
                                                  
13 ０９年８月１１日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban03_000015.html

を参照。 

H20(N=849) 
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【図表Ⅱ－４１ 携帯電話料金水準の国際比較】 

音声、メール利用（中利用者／音声月９５分、メール月３８５通（うち発信１４０通）・ 

データ月 16,000 パケット利用） 
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東京 ニューヨーク ロンドン パリ デュッセルドルフ ストックホルム ソウル

音声・メール・データ利用

音声のみ利用

（百円/月）

 

 
注１）OECDにおいても携帯電話の料金比較モデルを設定しているが、我が国の利用実態をより適切に反映し、音声、メール、イ

ンターネット接続を利用した場合の料金について比較するため、我が国の携帯電話の利用実態を基に設定した東京モデルを採

用。 

２）いずれも一般消費者向け料金。プリペイド型の携帯電話のプランを除き、利用地域・相手先や年齢等、利用者に特に制限の

ない通話プランを対象として比較。オンラインでの申し込み･ビリング等の割引は除く。（ストックホルムは請求書送付に別

途19クローナが必要。） 

３）音声については、平成19年度の我が国の携帯電話の距離別、時間帯別、着信先別の平均利用実績に基づいた利用形態に従っ

て携帯電話を使用した場合に要する最も低廉な料金を比較。 

４）メールについては、携帯電話端末からの利用とし、各都市での一般的な利用方法に合わせ、東京はiモードメール（テキス

トのみで、写真や動画付きのメールは除く）、他の都市はショートメッセージ（SMS）の利用を想定して最も低廉な料金を比

較。 

５）メールの利用数(中利用者)は、平均的な利用者を想定し、ケータイ白書2009（モバイル・コンテンツ・フォーラム監修、イ

ンプレスR&D,2008年12月）の調査結果を「平成20年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」（総務

省、2009年４月）で修正した平均通数から設定。 

６）なお、東京とニューヨーク以外の各都市では、メールの受信は無料。 

７）データ利用パケット数は、総務省Webアンケート調査を基に、中利用者は月16,000パケット（データ利用が極端に多い一部

利用者を除く利用者の平均。メール利用分のパケット数を含む。）。 

８）データ利用に関しては、携帯電話端末のみでの利用とし、PDAやパソコン接続による利用は除く。原則として、データ閲覧・

ダウンロード利用を想定して料金を算出（VOD等の利用は、別途課金が行われる都市もあり、この場合上記料金と異なる）。

また、通信料とコンテンツ料金込みで課金が行われる場合や、一部のサイトについて定額制料金が適用される場合もあり、こ

れらの場合上記料金と異なる。 

９）ソウルは、ダウンロードするデータの種類（VOD等）により従量料金が異なるが、中利用者のプランは定額制の料金プラン

である。 

10）音声のみ利用した場合の料金については、最も低廉なプランの料金を表示。なお、ロンドンは音声のほかにSMSの無料利用

分が含まれている。 

11）各都市の料金プランは「平成２０年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」参照。 

（出所）総務省「平成２０年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」 
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【図表Ⅱー４２ 各国の平均的な利用分数による料金比較】 

 

20
1 613

50

26

38

18

27 .7

10 .0

16 .2

32 .0

22 .0

12 .3 12 .4

0

10

20

30

40

50

60

70

東京
（95分）

ニューヨーク
（385分）

ロンドン
（113分）

パリ
（155分）

デュッセルドルフ
（59分）

ストックホルム
（130分）

ソウル
（160分）

0

5

10

15

20

25

30

35

月額料金

１分当たり料金

月
額

料
金

（
百

円
／

月
）

１
分

当
た

り
料

金
（
円

／
分

）

 
 
注１）携帯電話料金の比較に当たって、一定のモデルを利用すると、同じ利用分数等に要する料金を比較することができるが、

各国における携帯電話の利用分数等は大きく異なることから、モデルにより算定した料金は、それぞれの都市における平均的

な利用者の負担額から乖離している場合もある。そこで、各都市の標準的な利用者の料金水準を比較するため、各国における

１契約当たりの月間平均利用分数に係る最も低廉な料金を比較。 

２）比較に当たっては、音声のみを利用した料金を比較。 

３）各国における１契約当たりの月間平均利用分数は、ニューヨークを除き、各都市とも、携帯電話発信の利用分数。ニューヨ

ークについては、携帯電話発信及び携帯電話着信の合計分数の１／２。 

４）各都市の料金プラン及び各国における１契約当たりの月間平均利用分数の出典は「平成２０年度電気通信サービスに係る内

外価格差に関する調査」参照。 

（出所）総務省「平成２０年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」 

 

 以上を考慮すれば、利用者がそれぞれの利用状況に応じた適切な料金プラン等を選

択できる環境を整備することが引き続き重要である。また、料金水準については、今

後の新たな料金プランの拡大等によって状況が変化していくことも考えられ、当面そ

の動向を見守ることが適当である。 

  

また、今後は、音声通話よりもデータ通信利用の増大が想定されることから、この

ような観点からも携帯電話事業者各社の今後の料金プランの動向を注視する必要が

あると思われる。 



37 

（３）市場支配力 

 

１） 市場支配力の存在 

 

①  単独での市場支配力 

  

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴドコモが単独で市場支配力を行使し得

る地位にあると評価する。現存の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の

競争ルールの存在なしには、シェア１位のＮＴＴドコモが単独で価格その他各般の条

件を左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

ａ）量的基準 

 

 移動体通信市場全体におけるＮＴＴドコモの契約数シェアは、１０年３月末時点で

４８．２％となっており、減少傾向にあるものの、依然として他の競争事業者のシェ

アとの格差は大きく、市場では引き続き大きな存在となっている。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

 移動体通信市場では、周波数の有限希少性、サンクコストの存在、規模の経済性等

による参入障壁等が存在するなど、寡占的な市場構造が成立しやすい環境にある。 

 

また、番号ポータビリティ制度の導入によって低下した 14ものの、競争評価０７で

分析したとおり、利用者にとって、契約解除料や長期継続割引の存在、音楽やゲーム

等のコンテンツの持ち運びができない場合があること、ポータブルなメールアドレス

を利用できる環境にはないこと等が、スイッチングコストとなっている 15と考えられ

る。 

 

料金体系もますます多様化・複雑化しており、料金水準の把握や事業者間での比較

等が困難となり、たとえ実際の料金水準等に差異があったとしても、それが直ちには

事業者変更に結びつかない場合もあると考えられる。 

 

これらを考慮すれば、移動体通信市場では、既存事業者で、かつ、大きなシェアを

                                                  
14 「電気通信事業分野における競争状況の評価２００６ 第８章 携帯電話番号ポータビリティ制

度導入による競争状況の変化に関する分析」参照。 
15 このようなプラットフォーム機能の在り方に起因する影響については、「電気通信事業分野にお

ける競争状況の評価２００７」Ⅴ「プラットフォーム機能が競争に及ぼす影響に関する分析」を

参照。 
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有する事業者であるＮＴＴドコモの、市場における影響力は極めて大きい。 

 

他方、新型のスマートフォン端末等の今後の普及の進展等によっては、事業者間シ

ェア等、移動体通信市場に大きな影響・変化を及ぼす可能性も考えられることから、

今後の市場動向を注視していく必要がある。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支

配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

 移動体通信市場における上位３社（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（沖縄セルラー含む。）

及びソフトバンクモバイル）シェアは１０年３月末で９４．４％、ＨＨＩは３４６１

と高い水準にあり、寡占的な状態にある。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

既に①(b)に挙げた要素のほか、契約数の増加が鈍化し、市場が拡大期から成熟期

へと移行しつつある点が注目される。また、スマートフォンの登場により、変化の動

きはあるものの基本的に各事業者ともに垂直統合型のビジネスモデルを採用するな

ど、事業戦略やビジネスモデルが類似している。これらから、上位事業者間での協調

に対するインセンティブが生じ得る市場環境であると考えられる。 

 

２）市場支配力の行使 

 

① 単独での市場支配力の行使 

 

 以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場の環境下においては、ＮＴＴド

コモが単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

 ＮＴＴドコモには、電気通信事業法の第二種指定電気通信設備制度に基づく接続約

款の届出や不当な差別的取扱の禁止等の行為規制等の規制が適用されている。さらに

１０年３月には「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」が策定

され、接続料の算定方法や標準的接続箇所の設定等に関する考え方の明確化が図られ

ており、ＮＴＴドコモの市場支配力の行使は抑止可能な状態にあると考えられる。 
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また、移動体通信市場では、各種割引の拡充や新機能・新サービスの導入等、各社

間の競争が活発に行われている状況であり、ＮＴＴドコモにとっては、シェアが減少

傾向にある中、価格等への影響力を行使することによる利益確保を図るよりも、競争

によるシェアの維持・拡充による利益確保に向けた行動がとられていると考えられる。 

 

 ただし、１）で見たように、料金体系の複雑化やプラットフォーム機能の状況が、

競争に与える影響には留意が必要である。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

番号ポータビリティ制度の導入等に伴い、定額制や各種割引の拡大等により、上位

事業者間において、新規顧客の獲得及び既存顧客の維持に向けた競争が非常に活発に

行われている。なお、割引サービスの横並びの傾向も生じてきており、より充実した

サービスが各社において導入されること自体は利用者利益の向上にも資するもので

ある一方、新規の競争行動の相互牽制の表れ、又は相互牽制につながりかねない状況

と考えることも可能であることには留意が必要である。 

 

また、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ等は、第二種指定電気通信設備の指定を受け、接続

料等の接続条件を定める接続約款の届出・公表が義務付けられている。 

 

ただし、①と同様、料金体系の複雑化やプラットフォーム機能の状況が競争に与え

る影響に留意が必要である。 
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（４）今後の注視事項 

 

移動体通信市場では、技術革新による新たなサービスの導入などのいわば外生的な

要因が市場競争に影響を与えつつある。このような状況を踏まえつつ、今後の注視事

項として、以下の点を指摘することができる。 

 

１）技術革新等による影響 

 移動体通信市場では、技術革新のスピードが早い。いわゆる３．９Ｇと言われる、

ＬＴＥ（Long Term Evolution）の今後のサービス展開や、新型のスマートフォン端

末等の普及などと相まって、利用者の移動体通信サービスへのニーズに大きな影響を

及ぼす可能性がある。新技術の投入やそれに伴う市場の動向について、引き続き注視

していく必要がある。 

 

また、今後、ブロードバンド回線と接続されたフェムトセル方式による超小型基地

局設備の設置が進むことも想定され、隣接市場における競争状況が移動体通信市場に

おける競争に影響を及ぼす可能性もあり、サービスの動向等について注視が必要であ

る。 

 

２）利用者利益の確保 

 

移動体通信サービスの料金体系は極めて複雑・多様になっており、料金水準の把握

や比較等が困難となり、利用者利益が損なわれている可能性もある。 

 今後とも、料金体系の在り方やこれらの各種施策の成果等についても注視していく

ことが必要である。 

 

３）ＭＶＮＯ事業の動向等 

 

 移動体通信市場においては、ＭＶＮＯ事業への参入が相次いでおり、新規市場の創

出やサービスの多様化を通じて一層の市場活性化に寄与することが期待されている。

ＭＶＮＯの参入状況や参入を阻害する要素の有無等について、引き続き注視していく

必要がある。 

 

４）ＳＩM ロック解除について 

 

 現在、我が国で販売される携帯電話端末の多くには、ＳＩＭ（Subscriber Identity 

Module）ロックと呼ばれる設定がなされ、当該端末を販売する電気通信事業者以外の

ＳＩＭカードを差し込んで使用することができなくなっている。 
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総務省では、ＳＩＭロックの在り方に関し、１０年４月に携帯電話事業者等からの

ヒアリングを実施し、利用者の要望を前提に事業者が自主的にＳＩＭロック解除を実

施するという方針に一定のコンセンサスを得られたことを受け、１０年６月末に「Ｓ

ＩＭロック解除に関するガイドライン」16 を策定・公表したところである。 

 

同ガイドラインの対象は、１１年度以降に発売される携帯電話端末であるが、同ガ

イドラインに基づく各事業者の取組みが、今後、携帯電話・ＰＨＳ市場にどのような

影響を及ぼすかについて、注視していく必要があると思われる。 

                                                  
16 １０年６月３０日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban02_02000046.html

参照。 
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【参考】 公衆無線ＬＡＮの契約数の推移・事業の概要 

【図表Ⅱ－４３  公衆無線ＬＡＮの契約数の推移（注）】 
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（単位：万契約）（単位：万契約）

（注）以上のデータは電気通信事業報告規則に基づく報告データを集計したものであるが、現在の公衆無線ＬＡＮアクセ

スサービスに関する契約等状況報告では、他事業者に卸電気通信役務としてサービス提供した場合、当該卸売先の最終利

用者数の報告が任意となっているため、データの統一性や連続性が確保されておらず、数値の厳密性には限界があること

に留意が必要である。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅱ－４４ 主な公衆無線ＬＡＮサービス事業者の概要 17】 

事業者名 サービス名 料金プラン
料金

（１０年５月末現在、税別）
備考

NTTコミュニケー

ションズ
HOTSPOT

コース1：

カジュアルエリア
1500円/月 マクドナルドなど

コース2：

エクスプレスエリア
780円/月

東海道新幹線(東京～新大阪間)のN700系車内と全17
駅のコンコース待合室

コース3：(月額定額)

全エリア
1600円/月

ホットスポット国内全エリア（全国約8000アクセ

スポイント）

1DAY PASSPORT

スタンダードエリア、
エクスプレスエリア

500円/日（24Ｈ、税込）

※ 1IDごと

スタンダードエリア：モスバーガー、タリーズコーヒー、プ
ロント、空港、東京の地下鉄駅など

NTTドコモグルー

プ

Mzone
月額プラン 1500円/月

全国約6800アクセスポイント
日額プラン 500円/日

moperaU（U「公衆無線
LAN」コース)

「公衆無線LAN」コース
＋Uスタンダードプラン)

800円/月

（UスタンダードプランとU「公衆無線
LAN」コースの合計）

FOMA契約者対象

アクセスポイントはMzoneと共用

NTT東日本／

NTT西日本
フレッツ・スポット

900円/月

（フレッツアクセスサービス契約者は
800円/月）

全国約9000アクセスポイント（NTT東西合計）

※2010年2月1日現在

ソフトバンクテ

レコム
BBモバイルポイント

200円/月

（Yahoo!プレミアム会員）

全国約4000アクセスポイント

・全国のマクドナルド：
約3400店舗※2010年5月18日現在

・東海道新幹線（東京～新大阪間）：
N700系車内と17駅

・新型成田エクスプレス(E259系)：車内

ISPによって料金は異なる

ソフトバンクBB おでかけアクセス公衆無線LAN

304円/月(税込)

（Yahoo!BBオプション）
無線LANパック(レンタル)契約の場合

1ID無料

BBモバイルポイントとローミング

ヤフー Yahoo!無線LANスポット
500円/月

（Yahoo!プレミアム会員は200円/月）
BBモバイルポイントとローミング

livedoor livedoor Wireless 500円/月

東京都内を中心に千葉・神奈川・埼玉にエリア展

開。カフェ、飲食店、大型商業施設、大型家電量
販店など2200アクセスポイント

 
（出所）総務省資料及び各社ホームページ 

 

                                                  
17一部事業者間では、別料金を支払うこと等により、提携事業者の無線ＬＡＮサービスも利用で 

きるローミングサービスも実施されている。 
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第１章 インターネット接続領域の市場画定 

 

本章では、インターネット接続領域について市場画定を行う。 

 

１．サービス市場の画定 

 

サービス市場については、従来の市場画定を引き続き採用する。 

 

はじめに、足回り回線サービスについては、ダイヤルアップ（ＤＵ）及び常時接続

ＩＳＤＮ（ＩＳＤＮ）をナローバンド市場として、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ及びＣＡＴＶ

インターネット（ＣＡＴＶ）をブロードバンド市場として画定する。併せて、５つの

サービスをそれぞれ部分市場としても画定する。更に、ＦＴＴＨについては、戸建て

＋ビジネス向けと集合住宅向けを、別々の部分市場として画定する。ＦＴＴＨについ

て戸建て＋ビジネス向けと集合住宅向けを別々の部分市場として画定する理由は、事

業者や回線速度の選択が居住者自らの意思によって決定できる戸建て＋ビジネス向

けと違い、集合住宅向けの場合は他の居住者や管理会社の同意・許諾が必要となる等

の物理的な制限があり、両市場で供給面の事情が異なっているためである。 

 

次に、インターネット接続サービスについては、全体をＩＳＰ市場として画定する。 

 

なお、ワイヤレスブロードバンドについては、新たなサービスの揺籃期にあること

等を踏まえ、現時点では、市場画定の対象外とする。 

 

図表Ⅲ－１は、以上のサービス市場の画定を図示したものである。 

 

【図表Ⅲ－１ インターネット接続領域の市場画定】 

【インターネット接続領域】

市 場 部分市場凡例：

ブロードバンドナローバンド

ＣＡＴＶＡＤＳＬＤＵ ＩＳＤＮ

戸建て
＋

ビジネス
集合
住宅

ＩＳＰ

ＦＴＴＨ回

線

サ
ー
ビ
ス

ワイヤレス
ブロードバンド

 



 

2 
 

 

２．地理的市場の画定 

 

地理的市場については、０６年度の市場画定を引き続き採用する。 

 

はじめに、ナローバンド市場、ブロードバンド市場のうちケーブルインターネット

市場及びＩＳＰ市場は、全国市場として画定する。ケーブルインターネットの地理的

市場を全国と画定した理由は、現実には市町村（区）単位に多くのＣＡＴＶ事業者が

独占的にサービスを提供している実態が見られるものの、近年におけるＣＡＴＶ事業

者による合従連衡、複数の地域の放送施設を所有・運営する統括運営会社（ＭＳＯ

（Multiple System Operator）：多施設保有者）の登場、ブロードバンド市場内にお

いてＦＴＴＨ等との代替性の高まり、等を考慮したことによる。 

 

次に、ブロードバンド市場のうち部分市場としてのＡＤＳＬ市場は、ＮＴＴ東西の

業務区域を踏まえ、東日本、西日本の２地域に分けて画定する。図表Ⅲ－２は、この

２地域の区分を図示したものである。 

 

（ⅰ）東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

 

（ⅱ）西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

【図表Ⅲ－２ ＡＤＳＬ市場における地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、全体としてのブロードバンド市場及び部分市場としてのＦＴＴＨ市場は、競
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争状況をより適切に把握・分析するため、ＮＴＴ東西の業務区域ではなく、電力系事

業者1の業務区域ごとに地理的市場を画定する。具体的には、親会社である電力会社（当

該電力会社が電気通信事業も行っている場合は当該会社）の電気事業の業務区域ごと

に、以下のとおり、全国を、北海道・東北・関東・東海・北陸・近畿・中国・四国・

九州・沖縄の１０のブロックに分けて画定する。図表Ⅲ－３は、この１０のブロック

を図示したものである。 

 

（ⅰ）北海道ブロック：北海道 

（ⅱ） 東北ブロック：青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、新潟県 

（ⅲ） 関東ブロック：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、 

山梨県、静岡県2（富士川以東） 

（ⅳ） 東海ブロック：長野県3、岐阜県、静岡県（富士川以西）、愛知県、三重県 

（ⅴ） 北陸ブロック：富山県、石川県、福井県 

（ⅵ） 近畿ブロック：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

（ⅶ） 中国ブロック：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

（ⅷ） 四国ブロック：香川県、徳島県、愛媛県、高知県 

（ⅸ） 九州ブロック：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 

（ⅹ） 沖縄ブロック：沖縄県 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、ファミリーネット・ジャパ

ン、北陸通信ネットワーク、ケイ・オプティコム 、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮ

ｅｔ、九州通信ネットワーク、沖縄通信ネットワークを指す。なお、テプコシステムズのマンシ

ョンＩＳＰ事業は、０９年１月からファミリーネット・ジャパンが継承している。また、中部テ

レコミュニケーションは、０８年４月の株式の一部譲渡により、シェアの集計等においてはＫＤ

ＤＩに含めている。 
2静岡県は、「住民基本台帳人口要覧」（０９年３月）から富士川を境にした世帯数比率を算出し、

その比率に基づき分計している。また、静岡県はＮＴＴ西日本の業務区域であるが、１０地域の

ブロックで画定する際には、富士川を境に以西の地域を東海ブロック、以東の地域を関東ブロッ

クの契約回線数として集計した。したがって、関東ブロックは基本的にＮＴＴ東日本の業務区域

に含まれるものの、ＮＴＴ東日本の業務区域ではない静岡（富士川以東）の契約回線数を含んで

いる。 
3長野県はＮＴＴ東日本の業務区域であるが、今回の地理的市場の画定においては東海ブロックに

相当している。したがって、東海ブロックは基本的にＮＴＴ西日本の業務区域に含まれるものの、

ＮＴＴ西日本の業務区域ではない長野県の契約回線数を含んでいる。 
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【図表Ⅲ－３ ブロードバンド市場全体及びＦＴＴＨ市場における地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価・分析の対象とする市場 

 

画定した市場は、ナローバンド市場を除いて、すべて分析の対象とする。ナローバ

ンド市場の競争状況については、固定電話の競争状況とほぼ一致していること、また、

ブロードバンド化が進展する中でその重要性が薄れていることから、評価及び分析の

対象としない。 

 

４．評価及び分析の構成 

 

インターネット接続回線サービスについては、はじめに、全体としてのブロードバ

ンド市場の評価及び分析を行い、次に、部分市場としてのＡＤＳＬ市場、ＦＴＴＨ市

場及びケーブルインターネット市場についてそれぞれ評価及び分析を行う。インター

ネット接続サービスについては、ＩＳＰ市場の評価及び分析を行う。 

 

５．事業者データの取扱い 

 

（１）ブロードバンド市場全体 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国ベースではＮＴＴ東西として１社

として取り扱う。また、電力系事業者については、各社のデータを合算した上で、「電

力系事業者」として１社として取り扱うこととする。 

 

ＮＴＴ東西及び電力系事業者をそれぞれ１社として取り扱う理由は、次のとおりで

ある。すなわち、現状では、ＮＴＴ東西が東日本地域と西日本地域、電力系事業者が

 

北海道ブロック 

東北ブロック 

関東ブロック 

北陸ブロック 

東海ブロック 

近畿ブロック 

中国ブロック 

九州ブロック 

四国ブロック 

沖縄ブロック 
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各地域ブロックに分かれてサービスを提供している。この状況において、全国を単一

の地理的市場として分析すると、提供区域の重ならないＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本、

また、各電力系事業者間が、あたかも競争関係にあるかのようにみなすことになって

しまう。電力系事業者については、各者に相互の資本関係がなく、１社として取り扱

うことに関して議論の余地はある。しかしながら、利用者の視点からみれば、他地域

の電力系事業者のサービスは選択肢たり得ず、この点でＮＴＴ東西と同じ状況である。

したがって、指標の算出上は１社として取り扱う。 

 

また、ＣＡＴＶ事業者については、複数の事業者が同一のＭＳＯの傘下にあるとみ

なされる場合は、契約数における事業者シェア及びＨＨＩ等の算定において、当該事

業者の契約数を合算して１グループ会社として取り扱う。 

 

（２）ＡＤＳＬ市場 

 

ブロードバンド市場全体と同様、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国

ベースでは、ＮＴＴ東西として１社として取り扱う。 

 

（３）ＦＴＴＨ市場 

 

ブロードバンド市場全体と同様、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国

ベースではＮＴＴ東西として１社として、また、電力系事業者については、各社のデ

ータを合算した上で、「電力系事業者」として１社としてそれぞれ取り扱うこととす

る。 

 

（４）ケーブルインターネット市場 

 

ケーブルインターネット市場については、複数の事業者が同一のＭＳＯの傘下にあ

るとみなされる場合は、契約数における事業者シェア及びＨＨＩ等の算定において、

当該事業者の契約数を合算して１グループ会社として取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6 
 

第２章 ブロードバンド市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、ブロードバンド市場全体の主要指標を

分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数の推移 

 

ブロードバンド市場全体では、１０年３月末時点の契約数は３，１８７．７万であ

り、増加を続けているが、増加率は低下している。サービス別にみると、ＦＴＴＨが

増加を続ける一方、ＡＤＳＬは０６年３月以降減少している。 

 

【図表Ⅲ－４ ブロードバンド市場における契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）契約数の都道府県別普及率 

 

ブロードバンド市場における都道府県別普及率について、０８年１２月時点と０９

年１２月時点を比較すると、全ての都道府県においてＦＴＴＨの普及率は上昇してい

る。一方で、ＡＤＳＬの普及率は全ての都道府県で低下している。また、ＦＴＴＨの
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普及率が高い都道府県は、比較的競争が進展していると考えられる関東及び近畿に集

中している。これらの地域では、ブロードバンド全体の普及率も比較的高い。 

 

当期増加率と前期増加率の差分（以下「普及増加率」「普及減少率」という。）につ

いてみると、ＦＴＴＨ普及増加率が高い都道府県はＡＤＳＬの普及減少率も高く、Ｆ

ＴＴＨ普及増加率が低い都道府県はＡＤＳＬの普及減少率も低いという傾向がある。

これは、ＦＴＴＨの普及が進展している地域においてはＡＤＳＬからのマイグレーシ

ョンが活発である一方で、ＦＴＴＨの普及が途上の地域においてはＡＤＳＬの解約率

が低いことを示しているといえる。 

 

【図表Ⅲ－５ ブロードバンド市場における契約数の都道府県普及率】 
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（注）（当該サービスの契約数／都道府県別世帯数）×１００により算出。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－６ ブロードバンド市場における契約数の都道府県普及増加率】 
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（注）当期普及率と前年同期普及率との差分。 

（出所）総務省資料 

 

 

２．競争状況の分析 

 

（１）契約数の事業者シェア 

 

ブロードバンド市場における契約数の事業者シェアについてみると、１０年３月末

時点でＮＴＴ東西が５２．２％を占めている。ＮＴＴ東西は、０４年３月以降、他の

主要事業者がシェアを低下させているのとは対照的に、一貫してシェアを伸ばしてい

る。詳細は第４章でみるが、契約数に占めるＦＴＴＨの比率が伸びる中、そのＦＴＴ

ＨにおいてＮＴＴ東西がシェアを伸ばしていることが直接の原因と考えられる。 
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【図表Ⅲ－７ ブロードバンド市場における契約数の事業者シェア（１０年３月末）】 
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（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅲ－８ ブロードバンド市場における契約数の事業者シェアの推移】 
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（２）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

ブロードバンド市場における契約数の上位３社シェア（ＮＴＴグループ、ソフトバ

ンクグループ、イー・アクセス）は、１０年３月末時点で７１．９％となっている。

上位３社シェアは０４年６月から７０％程度の水準で推移していたが、やや上昇した。 

 

また、ブロードバンド市場における契約数のＨＨＩは１０年３月末時点で３０４８

となっており、ＨＨＩは引き続き上昇傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－９ ブロードバンド市場における契約数の上位３社シェア・ＨＨＩの推移】 
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３．地理的市場別の指標の分析 

 

（１）地域ブロック別の契約数 

 

 地域ブロック別の契約数についてみると、１０年３月末時点で最も多いのは関東で

１，３０４．７万であり、次が近畿で５６４．２万、さらに東海が３８８．３万と続

いており、契約回線が多い地域は大都市圏に集中している。 

 

地域ブロックごとのブロードバンドの方式の内訳についてみると、ＡＤＳＬが占め

る割合が相対的に高いのは東北（４１．７％）、ＦＴＴＨが占める割合が相対的に高

いのは近畿（６１．０％）、ケーブルインターネットが占める割合が相対的に高いの

は北陸（２８．１％）となっている。 

 

【図表Ⅲ－１０ ブロードバンド市場における地域ブロック別の契約数（１０年３月末時点）】 
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（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－１１ ブロードバンド市場における地域ブロック別契約数の構成比（１０年３月末時点）】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）地域ブロック別の市場集中度（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

地域ブロック別の契約数の上位３社シェアは、全地域ブロックにおいて６０％以上

を占めており、とくに、東北及び沖縄においては９０％を超えている。 

 

一方で、ＨＨＩは、地域ブロックごとにばらつきが見られる。関東（３０３７）・

東海（２６２５）・近畿（２５１８）は相対的に低水準であり、これらの地域ブロッ

クにおいては他の地域に比べ競争的であるといえる。しかしながら、上位３社シェア

の絶対的水準の高さを勘案すれば、いずれの地域ブロックにおいても、全般的に寡占

的であるといえる。 
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【図表Ⅲ－１２ ブロードバンド市場における地域ブロック別の契約数の上位３社シェア・ＨＨＩ】 
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４．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）契約数 

 

ブロードバンド市場における契約数は増加を続けているが、増加率は低下傾向にあ

る。また、各サービスの構成率についてみると、ＡＤＳＬの割合が低下する一方、Ｆ

ＴＴＨの割合が上昇する傾向にある。 

 

２）シェア 

 

ブロードバンド市場に占めるＦＴＴＨのシェアの上昇に伴い、ＦＴＴＨにおいて契

約数シェアを上昇させているＮＴＴ東西はブロードバンド市場全体におけるシェア

も上昇させている（１０年３月末時点で５２．２％）。 

 

他方、ＡＤＳＬにおいて一定の契約数シェアを有しているソフトバンクグループ及

びイー・アクセスが、ブロードバンド全体の市場において、ＮＴＴ東西に次いで２位、

３位のシェアとなっている。しかし、ＡＤＳＬ契約数全体の純減に伴い、両者のシェ

アは低下傾向にある。 

 

３）ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービスの普及 

 

ＮＴＴ東西は、０８年３月より、ハイビジョン相当のテレビ電話サービスやＱｏＳ

（Quality of Service）付きの動画配信サービスが実現可能となる次世代ネットワーク

（ＮＧＮ：Next Generation Network）を利用したサービス（「フレッツ 光ネクスト」）

を開始しており、１０年６月末時点で、都市部を中心に全国的にサービスを提供して

いる。 

 

今後、当該ＮＧＮを利用してブロードバンド回線サービスを提供する電気通信事業

者や「フレッツ 光ネクスト」を利用した映像配信サービスを行うコンテンツプロバ

イダ等の参入が予想され、ＦＴＴＨを中心とした一層の市場の活性化が期待される。 

 

（２） 市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  
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①  単独での市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。現在の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の競

争ルールの存在なしには、契約数シェア１位のＮＴＴ東西が単独で価格及びその他の

条件を左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

ａ）量的基準 

 

 ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西の契約数シェアは、高速ブロードバンドか

らＦＴＴＨに代表される超高速ブロードバンドへのマイグレーションとともにＮＴ

Ｔ東西のシェアは一貫して上昇しており、１０年３月末時点で５２．２％に達し、他

の競争事業者のシェア（ソフトバンクグループ：１２．０％、イー・アクセス：７．

２％）との差を拡大している。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

加入者回線合計（メタル回線、光ファイバ回線等の総計）に占めるＮＴＴ東西のシ

ェアは８７．９％（１０年３月末）となっている。 

 

競争事業者によるＡＤＳＬ及びＦＴＴＨのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回

線の開放に依存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は、当該設備の利用に対する各種手続

等を通じて、競争事業者に影響を与えることが可能な立場にある。 

 

②  複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ブロードバンド市場における契約数の上位３社シェアは、１０年３月末時点で７１．

９％であり、市場は寡占的であるといえる。また、上位３社シェアは０４年６月末以

降、横ばいで推移していたが、１０年３月末時点でやや上昇した。一方で、ＨＨＩは、

１０年３月末時点で３０４８であり、引き続き上昇傾向にある。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 
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ブロードバンドのサービス内容や定額制の料金体系等において、ブロードバンドサ

ービスを提供する事業者間に一定の同質性が生まれる傾向があると考えられる。 

 

２）市場支配力の行使 

 

① 単独での市場支配力の行使 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための措置が講じ

られている 

 

一方、ＡＤＳＬは全体で契約数が減少する局面にあるなかで、成長が続くＦＴＴＨ

市場においてＮＴＴ東西がシェアを上昇させており、ブロードバンド市場全体でみた

場合、ＮＴＴ東西のシェアは、５０％を超えている。 

 

これらの要素等を勘案すると、現行の規制において、市場支配力の行使に関しては、

一定の歯止めとなる措置が講じられているが、ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使

する可能性は否定できず、固定電話市場からのレバレッジの懸念等があると評価する。 

 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

ブロードバンド市場は穏やかな拡大を続けており、事業者間でのシェア獲得競争は

引き続き展開されると考えられ、また、事業者の間でシェア１位と２位以下の格差が

拡大している点にかんがみれば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性が高い

とは言えない。 

 

ただし、シェア競争に関しては変化が生じる可能性もあるため、今後の市場動向を

注視する必要がある。特に、ＡＤＳＬの契約数は純減傾向にあり、当該部分市場にお

いては、事業者が協調に向かう可能性が相対的に高いと考えられる点に留意が必要で

ある。 

 

（３）利用者の観点からの考察 

 

インターネット接続領域に関する利用者の意向について、「平成２１年度電気通信
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サービスモニターに対する第２回アンケート調査」4 の結果をもとに考察する。 

 

図表Ⅲ－１３に示した調査結果からは、インターネット接続回線サービスを選択す

る理由のうち上位を占めるものとして、常時接続、利用料金、通信速度といったサー

ビス条件に関するものが上位を占めている。また、工事や手続等導入の容易さを理由

の２番目及び３番目に挙げている回答者が比較的多い。また、図表Ⅲ－１４に示した

調査結果からは、事業者を選択する理由として利用料金を１番目の理由に挙げている

回答者が多く、工事や手続等導入の容易さを２番目及び３番目に挙げている回答者が

多い。 

【図表Ⅲ－１３ 現在加入しているインターネット接続回線を選択した理由】 

 
3.6%

1.3%

5.8%

0.6%

13.8%

12.3%

5.9%

9.1%

13.1%

14.8%
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１０ その他

４ 映像配信（ビデオ・オン・デマンド等）が利用できるから

６ ＩＰ電話が充実しているから

５ ＣＡＴＶを視聴したかった（既に視聴していた）から

９ 工事や手続等、導入が容易だから

８ 広告・宣伝を見た、または事業者の勧誘、知人等からのすすめ

があったから

７ 住居等の条件（光ファイバー、ＣＡＴＶ等が既設等）から

３ 通信速度が優れているから

２ 利用料金が安いから

１ 常時接続が可能だから

３番目

 

（出所）総務省「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第２回アンケート調査」結果 

 

【図表Ⅲ－１４ 現在加入しているインターネット接続事業者を選択した理由】 

3.1%

1.6%

1.1%

3.9%

1.9%

0.6%

16.9%

1.1%

16.0%

12.1%

6.0%

8.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１２ その他

５ 映像配信やＩＰ電話以外のサービス（メール、ＨＰ、コミュニ

ケーション、セキュリティ等）が優れているから

６ ＩＳＰが自由に選べるから（ＩＳＰを変更したくないから）

４ ＩＰ電話が充実しているから

３ 映像配信（ビデオ・オン・デマンド等）が充実しているから

８ その回線を提供する事業者は地域に複数あるが、自分が住むマ

ンションではその回線事業者しか選べなかったから

１０ 工事や手続等、導入が容易だから

７ 自分の住んでいる地域ではその事業者しかサービスを提供して

いないから

１１ 事業者のブランド力や信頼性が高いと思ったから

９ 広告・宣伝を見た、または事業者の勧誘、知人等からのすすめが

あったから

２ 他サービス（固定電話等）と同じ事業者にしたいから（セット割引

や料金の一括請求等があるから）

３番目

 

（出所）総務省「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第２回アンケート調査」結果 

（４）今後の注視事項 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための措置が講じ

                                                  
4 １０年６月３０日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban08_02000044.html

を参照。 
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７ 自分の住んでいる地域ではその事業者しかサービスを提供し…
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１１ 事業者のブランド力や信頼性が高いと思ったから

９ 広告・宣伝を見た、または事業者の勧誘、知人等からのすすめ…

２ 他サービス（固定電話等）と同じ事業者にしたいから（セット割…

１ 利用料金が安いから

１番目



 

18 
 

られているが、ＮＴＴ西日本は、１０年２月、他の電気通信事業者の電気通信設備と

の接続の業務に関して入手した情報の取扱いに関し、業務改善命令を受けたという事

例も発生しており、現行の競争ルールの遵守の状況に関しては、更なる注視が必要で

ある。 

 

また、ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西のシェアは、ＦＴＴＨ市場でのシェ

ア伸張に伴って上昇傾向にあり、市場における競争動向の変化に関する分析も重要で

ある。 

 

さらに、ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービス「フレッツ 光ネクスト」の

普及がブロードバンド市場に与える影響について注視すべきである。今後同サービス

の提供エリアの拡充に伴い、利用が拡大していくことが見込まれることから、固定電

話市場からのレバレッジの可能性などに関しては今後も注視すべきである。 

 

この他、ＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドサービスが普及しつつあり、これら

の新たなサービスがブロードバンド市場に与える影響等について注視していく必要

がある。 
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【参考Ⅲ－１ 地域ブロック別の主要指標（ブロードバンド市場・１０年３月末時点）】 

ＮＴＴ東日本
68.9%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
11.0%

ｲｰ･ｱｸｾｽ
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ＣＡＴＶ事業者
7.6%

その他
5.3%

10年3月末

契約回線数 118.1万

１ 北海道

 

ＮＴＴ東日本
70.9%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
5.3%

ＣＡＴＶ事業者
0.8%

その他
23.0%

10年3月末

契約回線数 ２１７．７万

２ 東北

 

ＮＴＴ東日本
48.7%
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その他
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ＮＴＴ西日本
52.5%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
15.4%

九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

10.9%

ＣＡＴＶ事業者
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その他
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１０年３月末

契約回線数 ２６０．５万
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65.6%
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その他
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（出所）総務省資料 
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第３章 部分市場としてのＡＤＳＬ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＡＤＳＬ市場の主要

指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数の推移 

 

ＡＤＳＬ市場全体では、１０年３月末時点の契約数は９７３．５万であり、減少が

続いている。 

 

【図表Ⅲ－１５ ＡＤＳＬ市場における契約数の推移】 
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（増加率）（単位：万回線）

 

（注１）０４．３以前の東西別の数値は一部推計値が含まれる。 

（注２）０４．１２及び０５．６の地域別の契約回線数については、電気通信事業報告規則において都道府県別データの集計を

行っていないため未算出。 

（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）料金の状況 

 

１）料金水準の変化 

 

図表Ⅲ－１６は主要事業者の料金推移をグラフ化したものである。 

 

０６年以降、伝送速度の高速化は見られず、また、料金についても下げ止まりの状

況にある。 

 

【図表Ⅲ－１６ ＡＤＳＬの料金の推移】 

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ＡＤＳＬ　1.5M（開始は00.12　01.2～　4,050円）

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）１．５Ｍ以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。

4,000

3,000

（01.12～ 2,900円）

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,610円 （02.12～ 2,600円）

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,340円 (04.2～)

１年目適用料金 1,800円（太破線部分）

２年目以降適用料金 2,600円（実線部分）

細破線部分はマイラインプラスとのセット割引 2,340円

（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

8M：02.12～ 2,650円

12M：02.12～2,700円

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(24Mタイプ)

（03.7～ 2,750円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(40Mタイプ)

（03.12～ 2,750円）
フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅢ(47Mタイプ)

（04.8～ 2,800円）

06.1 1年目割引メニュー廃止

フレッツ・ＡＤＳＬ エントリー(１Mタイプ)

（05.12～ 1,600円）

（01.7～ 3,800円）

 

２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ADSL　1.5M（00.12～ 4,600円、01.2～　4,050円）

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）1.5M以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。
（注３）「フレッツ・ずっと割引」は自動適用、「フレッツ・あっと割引」は申込が必要なサービス。

4,000

3,000

1.5M（01.12～ 2,900円）

細破線部分はマイラインプラスとのセット

割引

2,610円

1.5M（03.3～ 2,700円）

細破線部分はマイラインプラスとのセット割引

2,430円 ※ フレッツ・ずっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

１年～２年目：2,831円(＋マイラインプラス割引を併用 2,547円）

２年超：2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）

※ フレッツ・あっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）

1.5M（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ADSL 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ADSL モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

8M（03.3～ 2,800円）

モア（03.3～ 2,900円）

フレッツ・ADSL モア24(24Mタイプ)

（03.7～ 2,980円、04.2～ 2,950円）

フレッツ・ADSL モア40(40Mタイプ)

（04.1～ 2,980円）

フレッツ・ADSL モアスペシャル(47Mタイプ)

（04.8～ 2,980円）

1.5M（01.7～ 3,800円）
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３　Yahoo!BB（ソフトバンクＢＢ）、＠nifty＋イー・アクセス
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.705.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金を含む。NTT東西加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料、ＮＴＴ・ＡＤＳＬ回線使用料は含まない。

4,000

3,000

@ｎifty・イーアクセス 1.5M（H12.11開始(当初0.6M)、H13.2～ 6,500円 1.5Mに変更）

（01.4～ 5,800円）

（01.9～ 3,980円）

（01.11～ 2,980円)

@ｎifty・イーアクセス 8Ｍ/12Ｍコース、03.7～スタンダードコース

（8M相当、01.11～ 3,280円 、12M相当 02.10～3,380円、03.7～ 3,280円）

@ｎifty・イーアクセス ライトコース

(1M(03.05～)/3M(05.04～)/5M(06.06～)相当 2,000円

@ｎifty・イーアクセス ハイスピードコース

（24/26M相当。03.7～ 3,480円）

（03.11から40Mに変更） @ｎifty・イーアクセス ﾆｭｰｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞｺｰｽ

47M相当 H04.2～ 2,880円（04.11～50M相当に変更）

@ｎifty・イーアクセス エントリーコース

(960k相当 05.7～ 1,780円

@ｎifty・イーアクセス バリューコース

（12M相当 06.10～ 1,880円）
※イーアクセスエリア外はライトコースを提供

Yahoo!BB 8M（01.9～ 2,280円）

Yahoo!BB 12M（02.8～ 2,480円）

Yahoo!BB 26M(03.7～ 2,680円)

Yahoo!BB 50M(04.1～ 2,780円)

（04.9に45Ｍから50Ｍに変更、06.2～ 50Ｍ Ｒｅｖｏ開始）

08.8新規受付終了

@ｎifty・イーアクセス 39Mコース

08.8～ 2,380円

@ｎifty・イーアクセス 50Mコース

08.8～ 2,880円

@ｎifty・イーアクセス

12Mコース

08.8～ 1,880円

08.8新規受付終了

 

（出所）対象事業者ＨＰ 

 

 

（２）契約数の事業者シェア 

 

ＡＤＳＬ市場における契約数の事業者シェアについてみると、全国ではソフトバン

クＢＢがシェア１位となっており、シェア２位のＮＴＴ東西との格差を拡大させてい

る。 

 

 地域別で見ると、ＮＴＴ東西のシェアの低減は、東日本・西日本両地域において共

通してみられる傾向である。 
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【図表Ⅲ－１７ ＡＤＳＬ市場における契約数の事業者シェアの推移（全国）】 

34.9% 33.6%
36.8% 37.8% 37.9% 37.6% 38.2% 38.4% 38.4% 38.5% 38.6%

ソフトバンクBB

38.7%

20.7%
20.4%

19.9% 19.0% 18.9% 19.2% 18.6% 18.4% 18.2% 18.0% 17.7%
NTT東日本

17.5%

17.4%
16.1%

18.1% 17.7% 17.6% 17.9% 17.4% 17.3% 17.2% 17.2% 17.2%
NTT西日本

17.3%

13.3%

13.6%

13.7% 14.6% 14.8% 15.1% 15.3% 15.5%

23.1% 23.4% 23.4%
イー・アクセス

23.5%

9.4%
11.7%

7.8% 7.5% 7.5% 7.6% 7.2% 7.1%

4.3% 4.6% 3.6% 3.5% 3.4% 3.4% 3.3% 3.3% 3.1% 3.1% 3.0% その他

3.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

05.3 06.3 07.3 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3 09.6 09.9 09.12 10.3
 

（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅲ－１８ ＡＤＳＬ市場における契約数の事業者シェアの推移（東日本地域／西日本地域）】 

38.2% 38.4% 37.0% 35.5% 34.4% NTT東日本

32.4%

31.4% 31.9% 34.3% 35.5% 36.4% ソフトバンクBB

36.9%

15.5% 15.6%
16.1% 16.9% 17.8%

イー・アクセス

27.7%

11.0% 10.3% 9.4% 9.1% 8.6%

3.9% 3.9% 3.2% 3.0% 2.7%
その他

3.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%
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38.0% 40.0% 39.1% 37.9% 37.2%
NTT西日本

36.7%

39.1%
38.1% 39.8% 40.5% 40.7%

ソフトバンクＢＢ

40.8%

10.8% 10.5% 11.1% 11.9% 12.8%

イー・アクセス

18.7%

7.4% 6.7% 6.0% 5.7% 5.4%

4.7% 4.7% 4.0% 4.0% 3.9%
その他

3.8%

0%
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20%

30%

40%
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60%
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【西日本地域】【東日本地域】

 
（出所）総務省資料 
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（３）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

 ＡＤＳＬ市場における契約数の上位３社シェア（ソフトバンクＢＢ、ＮＴＴ東西、

イー・アクセス）についてみると、１０年３月末時点で全国では９７．０％、東日本

地域では９７．６％、西日本地域では９６．２％である。なお、０９年６月、イー・

アクセスがアッカ・ネットワークスを吸収合併している。 

 

【図表Ⅲ－１９ ＡＤＳＬ市場における契約数の上位３社シェアの推移】 

85.6%

86.3%

87.1% 88.6%
89.0%

89.6%

97.0%

85.1%

85.9%

87.4% 87.9%

88.7%

97.6%

87.9%
88.6%

89.9%
90.3%

90.7%

96.2%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

全国 東日本地域 西日本地域  

（注）ＮＴＴ東西は１社としてシェア算出を行っている。 

 

（出所）総務省資料 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＡＤＳＬ市場における契約数のＨＨＩについてみると、１０年３月末時点で全国で

は３２６３、東日本地域では３２２１、西日本地域では３３７５である。 
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【図表Ⅲ－２０ ＡＤＳＬ市場における契約数のＨＨＩの推移】 
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（注）ＮＴＴ東西は１社としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 
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３．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）契約数 

 

１０年３月末時点のＡＤＳＬ市場における契約数は９７３．５万であり、０６年６

月以降減少を続け、１，０００万を下回った。 

 

２）シェア 

 

ソフトバンクＢＢが全国において引き続きシェア１位となっているが、ＡＤＳＬか

らＦＴＴＨへのマイグレーションやＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドサービス

等の普及次第では、ＡＤＳＬ市場における競争の構造に大きな変動が生じる可能性が

ある。 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

①  単独での市場支配力 

 

以下の判断要素を総合的に勘案し、ソフトバンクＢＢは市場支配力を単独で行使し

得る地位にはないが、ＮＴＴ東西については市場支配力を単独で行使し得る地位にあ

ると評価する。 

  

ａ）量的基準 

 

ＡＤＳＬ市場における１０年３月末時点の契約数シェアは、ソフトバンクＢＢが１

位（３８．７％）、２位のＮＴＴ東西（３４．８％）である。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

  

加入者回線のうち、ＡＤＳＬに用いられるメタル回線に占めるＮＴＴ東西のシェア

は９９．９％（１０年３月末時点）を占める。 

 

競争事業者によるＡＤＳＬのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回線の開放に依

存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は、当該設備の利用に対する各種手続等を通じて、
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競争事業者に影響を与えることが可能な立場にある。 

 

ＮＴＴ東西が保有するメタル回線に係るネットワーク5における加入アクセス部分

は独占的であり、一定の競争ルールの存在がなければ、契約数シェア１位のソフトバ

ンクＢＢであっても継続的なサービスの提供が困難となる可能性がある。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＡＤＳＬ市場における上位３社シェアは１０年３月末時点で９７．０％、ＨＨＩは

３２６３であり、市場は寡占的であるといえる。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

契約数は減少を続け、参入事業者数も減少傾向にあるなど、市場は既に成熟段階に

あり、ＦＴＴＨへのマイグレーションが進むなかで、ＡＤＳＬ市場内での生き残りの

ため、競争から協調へと向かう可能性がある。 

 

２）市場支配力の行使 

 

①  単独での市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場環境下においては、ＮＴＴ東西

が単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための一定の歯止

めとなる措置が講じられている。 

 

その結果、ＡＤＳＬサービスにおいては、ソフトバンクＢＢの契約数シェアが１位

を維持し、シェア第３位であるイー・アクセスが、０９年６月にアッカ･ネットワー

                                                  
5この場合のネットワークには、ブロードバンド向けのネットワークのみならず、ＰＳＴＮ（Public 

Switched Telephone Networks：公衆交換電話網）や法人向けネットワーク等が含まれている。 
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クスを吸収合併するなど、対抗し得る有力な競争事業者が現に存在している。 

 

また、ブロードバンド市場内におけるＦＴＴＨやケーブルインターネットからの競

争圧力も存在しており、価格を引き上げることは容易ではないと考えられる。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

ＡＤＳＬ市場に関しては、新規加入キャンペーンの積極展開や高速化に伴う実質的

な料金の値下げ、固定電話や携帯電話との連携サービス等による新規顧客獲得競争が

これまで活発に展開されており、協調を行う可能性は低いと考えられる。 

 

また、ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・

サービス規制が適用されているほか、参入障壁も高いとは言えず、従来の競争状況を

かんがみれば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性は低いと考えられる。 

 

（３）今後の注視事項 

 

 成熟傾向にある市場において、競争優位にある特定の事業者のシェアが一層高まり、

複数の事業者による価格面における暗黙の協調が生じる可能性等については、今後引

き続き注視が必要である。また、ＮＴＴ東西が固定電話市場における市場支配力をレ

バレッジとして、ＡＤＳＬ市場での影響力を拡大する行為を行わないか、引き続き注

視が必要である。 
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第４章 部分市場としてのＦＴＴＨ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＦＴＴＨ市場の主要

指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数の推移 

 

ＦＴＴＨ市場全体では、１０年３月末時点の契約数は１，７７８．９万であり、増

加が続いている。ただし、その伸び率は減少傾向にあり、０９年１２月から１０年３

月の伸び率は３．４％となっている。 

 

部分市場別にみると、戸建て＋ビジネス向け市場の契約数が集合住宅市場の契約数

を上回って推移している（ＦＴＴＨ市場全体に占める集合住宅市場及び戸建て＋ビジ

ネス向け市場の割合は、それぞれ４０．６％、５９．４％）。 

 

【図表Ⅲ－２１ ＦＴＴＨ市場における契約数の推移】 
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（注）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析（ＦＴＴＨ市場全体） 

 

（１）料金の状況 

 

図表Ⅲ－２２は主要事業者の料金推移をグラフ化したものである。また、図表Ⅲ－

３１は、主要事業者の主要サービスの料金比較を行ったものである。 

 

各事業者とも、０１年以降段階的に料金の引き下げを行ってきているが、０５年以

降はほぼ同水準で推移している。 

 

【図表Ⅲ－２２ 主なＦＴＴＨサービスの料金の推移】 
１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ・ビジネスタイプ（01.11～　40,000円)

10,000

Ｂフレッツ・ベーシックタイプ（01.8～　9,000円）

5,000

（03.4～　4,500円）

（04.9～　2,900円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、屋内配線利用料、回線終端装置使用料は含まない。

Ｂフレッツ・ハイパーファミリータイプ

（04.11～ 4,500円）

（05.2～ 4,100円）

Ｂフレッツ・ニューファミリータイプ

（02.6～ 5,800円）

Ｂフレッツ・ファミリータイプ（01.8～ 5,000円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン１）

（H13.8～ 3,800円）

（01.12～ 3,500円）

（03.7～ 2,850円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン２）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン２ハイパー）

（06.4～ 2,500円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ ミニ

(06.4～ 3,500円）

（04.9～ 2500円）
Ｂフレッツ・ビルタイプ（プラン２）

（03.11～ 3,850円）

Ｂフレッツ・ビルタイプ（プラン１）

（03.11～ 4,500円）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクストファミリータイプ

（08.10～ 4,100円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ ミニ

（08.10～ 3,500円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン1

（08.10～ 2,900円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン2

（08.10～ 2,500円）

Ｂフレッツ・ビジネスタイプ

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（09.10～ 39,200円）

Ｂフレッツ・ベーシックタイプ

（09.10～ 8,200円）

 
２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ　ビジネスタイプ(01.11～　40,000円)

10,000

Ｂフレッツ　ベーシックタイプ（01.8～　9,000円）

5,000

（04.9～　2,600円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4 06.10 07.4 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注１）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、回線終端装置使用料は含まない。
（注２）「フレッツ・あっと割引」：2年間の継続利用を条件に利用料10％割引（申し込み制）。≪例≫フレッツ・光プレミアム ファミリータイプの場合：3,870円
（注３）「フレッツ・ずっと割引」：利用開始～１年までが通常料金、１年～２年までが５％割引、２年～が１０％割引（自動適用）。
　　　　≪例≫フレッツ・光プレミアム　ファミリータイプの場合：利用開始～1年まで4,300円、1年～2年まで4,085円、2年～3,870円
（注４）「光ぐっと割引」：フレッツ・光プレミアム ファミリータイプが最初の1年間3,000円（地域限定、キャンペーン期間を設定して実施）
　　　　対象地域：静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県

Ｂフレッツ マンションタイプ プラン２

（01.12～ 3,000円）

フレッツ・光プレミアム

ファミリータイプ

（05.3～ 4,300円）Ｂフレッツ ファミリー100タイプ

（02.9～ 4,300円）

（02.9～ 4,300円）

※ （04.4～ ）

「フレッツ・ずっと割引」、

「フレッツ・あっと割引」

開始

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン１

（05.4～ 3,100円）

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン２

（05.4～ 2,600円）

※ （05.6～）

「光ぐっと割引」

開始

Ｂフレッツ ファミリータイプ

（01.8～ 5,000円）

（04.9～ 3,100円）

フレッツ・光プレミアム

エンタープライズタイプ

（06.8～ 19,000円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン１

（03.10～ 3,500円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン２

（03.10～ 3,000円）

（01.12～ 3,500円）

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン・ミニ

（07.9～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクストファミリータイプ

（08.10～ 4,300円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ ミニ

（08.10～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン1

（08.10～ 3,100円）
フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン2

（08.10～ 2,600円）

Ｂフレッツ マンションタイプ プラン１

（01.8～ 3,800円）
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３　ケイ・オプティコム、東京電力・ＫＤＤＩ（＋ニフティ）
（月額料金・円／月（税別））

55,000

40,000

35,000

30,000

25,000

16,000

10,000

5,000

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 08.1 08.10 09.3 09.10 10.3

（注１）ＩＳＰ料金を含む。また、付加機能料、割引サービス等は加味していない。
（注２）端末設備使用料・モデム使用料を含む（★のサービスを除く）。
（注３）ニフティが料金設定している「ＴＥＰＣＯ」サービスの回線提供は、０２年４月～０６年１２月は東京電力、０７年１月以降はＫＤＤＩが行っている。

ケイ・オプティコム eoホームファイバー（02.4～ 6,000円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・ホームタイプ（02.4～ 9,900円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＶ（04.5～ 4,300円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＥ（04.9～ 3700円）★

ケイオプティ・サイバーポート eoメガファイバー

ＶＤＳＬ方式（01.6～ 3,980円）★

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス8個)（02.10～ 39,800円）

（03.10～ 34,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス1個)（02.10～ 31,290円）

（03.10～ 24,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス16個)（03.10～ 54,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(動的グローバルＩＰアドレス1個)（03.10～ 16,800円）

（04.9～ 4,762円）

（02.12～ 3,480円）

ケイオプティ・サイバーポート

eoメガファイバー

イーサ方式（01.6～ 3,480円）★ （02.12～ 2,980円）
（05.8～ eo光ネット（マンションタイプ）VDSL方式 3,124円）★

（05.7～ eo光ネット（ホームタイプ） 100Mコース）※

eo光ネット（ホームタイプ）100Mプレミアムコース(05.7～ 5,238円※） (08.7～ 200Mコース）

eo光ネット（ホームタイプ）

1ギガコース（05.7～ 8,381円※）

（05.5～ 3,950円）

（05.5～ 3,350円）

（05.5～ 6,400円）

（02.12～ 7,800円）

（03.7～ 7,400円）

（04.5～ 6,600円）

※ ケイ・オプティコムの各サービスに「即割」を適用した料金は以下のとおり。

eo光ネット（ホームタイプ）（1ギガコース） 8,286円

eo光ネット（ホームタイプ）（２00Mコース） 5,238円

eo光ネット（ホームタイプ）（100Mコース） 4,667円

@nifty ひかりone・ホームタイプ 標準プラン（06.7～ 6,300円）

@nifty ひかりone・マンションV8（06.7～ 4,100円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションV16（06.7～ 3,800円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションE8（06.7～ 3,700円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションE16（06.7～ 3,400円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・ギガ得プラン（08.10～ 5,200円）

（07.10～ eo光ネット（マンションタイプ）VDSL方式S 3,695円）★

 
４　ＵＳＥＮ
（月額料金・円／月（税別））

480,000 USEN BROAD-GATE02　光ギガビットアクセス　（03.6～ 　480,000円）

340,000 USEN BROAD-GATE02　光マルチアクセス500　（06.9～ 　340,000円）

260,000

USEN BROAD-GATE02　光マルチアクセス200　（06.9～ 　260,000円）

180,000 USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP32（02.12～　180,000円）

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP16（02.6～　52,000円）

50,000

USEN BROAD-GATE02　サービスパック IP8の場合（02.6～　39,000円）

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP8（02.6～　32,000円）

30,000

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP1（02.6～ 　22,000円）

20,000

USEN BROAD-GATE 01　HOME100 (01.4～　6,100円）

BROAD-GATE 01 ホームタイプ（02.10～　5,700円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注１）ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む。

5,000
BROAD-GATE 01 LANタイプ（02.10～　4,800円）※注２

（注２）「マンション割引プラン」における料金は以下のとおり。
　　　　①　割引プラン８（同一棟内8～15戸）　4,300円
　　　　②　割引プラン16（同一棟内16～29戸）　4,100円
　　　　③　割引プラン30（同一棟内30戸以上）　3,800円

(03.3～ 3,300円) (04.7～ 2,838円）

BROAD-GATE01 Type V

(02.10～ 3,900円） 「GyaO光 マンションＶＤＳＬ１００タイプ」

「GyaO光 マンションＬＡＮタイプ」

「GyaO光 ホームタイプ」に名称変更

2007年10月にサービス終了

（「光ビジネスアクセスIP8」に統合）

(07.9～

3,314円）

 

（出所）対象事業者ＨＰ 
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【図表Ⅲ－２３ 主なＦＴＴＨサービスの料金比較表（１０年４月現在）】 
提供事業者 サービス名 料金（税別） 備考

Ｂフレッツ・ハイパーファミリータイプ 5,200円
　・屋内配線利用料、
　　回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＬＡＮ配線方式　上下最大100Ｍｂｐｓ

プラン１(8戸以上加入）
2,900円

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＬＡＮ配線方式　上下最大1Gｂｐｓ
プラン２ハイパー（16戸以上加入）

2,500円

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＶＤＳＬ方式　上下最大100Ｍｂｐｓ

プラン１（8戸以上加入）
3,250円

Ｂフレッツ・マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式　上下最大１Ｇｂｐｓ*1

プラン２ハイパー（16戸以上加入）

2,850円

フレッツ・光プレミアム*2　ファミリータイプ
5,400円

（4,970円*3）

　・屋内配線利用料、
　　回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＬＡＮ配線方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン１（8戸以上加入）

3,500円

（3,190円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＬＡＮ配線方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ*4

プラン2（16戸以上加入）

3,000円

（2,740円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍbps
*4

プラン・ミニ（6戸以上加入）

4,500円

（4,110円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン１（8戸以上加入）

3,700円

（3,390円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ
*4

プラン2（16戸以上加入）

3,200円

（2,940円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ひかり配線方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン１（8戸以上加入）

4,000円

（3,690円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ひかり配線方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ*4

プラン2（16戸以上加入）

3,500円

（3,240円*3）

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

　・回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない
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提供事業者 サービス名 料金（税別） 備考

auひかり（au one net）
ホームタイプ(1Gbps)

6,300円

・ISP料金、ONU/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円
・ギガ得プラン適用時▼1,100円

auひかり（au one net）
マンション タイプV  8契約以上

4,100円
・ISP料金、VDSL/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

auひかり（au one net）
マンション タイプV  16契約以上

3,800円
・ISP料金、VDSL/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

auひかり（au one net）
マンション タイプE  8契約以上

3,700円
・ISP料金、HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

auひかり（au one net）
マンション タイプE  16契約以上

3,400円
・ISP料金、HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

auひかり（au one net）
マンション タイプF

3,800円
・ISP料金、ONU/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）

１ギガコース*6

8,381円

（8,286円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）

１００Ｍプレミアコース*8

5,239円

（5,143円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）
２００Ｍコース

5,333
（5,238円）

　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）
１００Ｍコース

4,762円

（4,667円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（マンションタイプ）

ＶＤＳＬ方式
*9 3,124円 　　ＩＳＰ料金を含む

*2　「Ｂフレッツ」は「フレッツ・光プレミアム」と同一料金となっているため省略する。

*3　「フレッツ・あっと割引」（2年間の継続利用を条件に10%割引）適用時の料金。

　　その後も継続利用の場合は「フレッツ・ずっと割引」が自動適用され、10%割引が継続される。

*4　宅内に設置する回線終端装置の技術規格は最大１００Mbps。

*5　ＦＴＴＨサービス部分の提供主体はソフトバンクテレコム。

*6　パソコンのインターフェースまで最大１Gbps（ベストエフォート型）で通信。

*7　「即割」（２年間の最低利用を条件による割引）適用時の料金。

*8　回線終端装置まで最大1Gbps、回線終端装置からパソコンのインターフェースまでは100Mbpsの通信。

*9　提供者はケイオプティ・サイバーポート㈱。

K
D
D
I

*1　宅内の最大通信速度は１００Mbps。

ケ
イ
・
オ
プ
テ

ィ
コ
ム

 

（出所）対象事業者ＨＰ 

 

 

（２）契約数の事業者シェア 

 

ＦＴＴＨ市場における契約数の事業者シェアについてみると、ＮＴＴ東西のシェア

は１０年３月末で７４．４％を占め、０９年３月と比べＮＴＴ西日本については減少

したものの、高い状態で推移している。 
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【図表Ⅲ－２４ ＦＴＴＨ市場における契約数の事業者シェアの推移（全国）】 
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ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 電力系事業者 ＫＤＤＩ ＵＳＥＮ その他
 

（注１）０７年１月に東京電力がＦＴＴＨ事業をＫＤＤＩに承継したことにより、０７．３以降の旧東京電力の契約数はＫＤＤ

Ｉに含まれている。 

（注２）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に大京からテプコシステムズとパワードコムに株式が譲渡されたため、０４

年９月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとしている。 

（出所）総務省資料 

 

（３）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

ＦＴＴＨ市場における契約数の上位３社シェア（ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＫＤ

ＤＩ）についてみると、１０年３月末時点でＦＴＴＨ全体では９１．７％であり、上

昇を続けている。 

 

ＦＴＴＨ市場における契約数の上位３社シェア上昇には、集合住宅向け市場におけ

る上位３社シェアの上昇が寄与している。集合住宅向けサービスにおいては、最近は

大手電気通信事業者とりわけＮＴＴ東西が契約数を伸ばし始めたことから、上位３社

シェアの上昇につながっている。 

 

一方、戸建て＋ビジネス向け市場の上位３社シェアは、１００％に近い高いシェア

を保ったまま概ね横ばいで推移している。 



 

36 
 

【図表Ⅲ－２５ ＦＴＴＨ市場における契約数の上位３社シェアの推移】 
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（注）ＮＴＴ東西、電力系事業者はそれぞれ１社としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＦＴＴＨ市場における契約数のＨＨＩは１０年３月末時点でＦＴＴＨ全体では５

８３６、集合住宅市場では５３４７、戸建て＋ビジネス向け市場地域では６２１５で

あり、ＦＴＴＨ全体で見ると、０３年９月以降、一時期減少していたものの、０５年

以降は上昇している。 

 

部分市場別についてみると、集合住宅市場におけるＨＨＩの上昇が顕著である。 
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【図表Ⅲ－２６ ＦＴＴＨ市場における契約数のＨＨＩの推移】 
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（注）ＮＴＴ東西、電力系事業者はそれぞれ１社としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

 

３．競争状況の分析（部分市場としての集合住宅市場） 

 

（１）契約数の推移 

 

集合住宅市場における１０年３月末時点の契約数は７２１．５万であり、上昇が続

いている。ただし、契約数の伸び率（四半期）は減少傾向にあり、１０年３月末で２．

３％となっている。 
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【図表Ⅲ－２７ 集合住宅市場における契約数の推移】 
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（単位：万回線）

 

（注）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

（２）料金の状況 

 

集合住宅向けサービスの料金推移は、図表Ⅲ－２２のとおりであり、大きな変化は

見られない。 

 

ＦＴＴＨの料金は、一般に光ファイバを新たに一本一本建物に引き込まなければな

らないため、ＡＤＳＬに比べて導入コストが高くなる傾向にある。しかし、集合住宅

向けのサービスについては、ＶＤＳＬ等を活用することにより、料金は集合住宅の居

住者がＡＤＳＬを利用する場合の料金と競争的な水準にあると言える。 

 

（３）契約数の事業者シェア 

 

集合住宅市場における契約数の事業者シェアを見ると、上位３社の順位に変動はな

い。とりわけ、１０年３月末時点で７０．１％とＮＴＴ東西が大きな割合を占め、引

き続き増加が続いている。 
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【図表Ⅲ－２８ 集合住宅市場における契約数の事業者シェアの推移（全国）】 
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（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０７年１月に東京電力がＦＴＴＨ事業をＫＤＤＩに承継したことにより、０７．３以降の旧東京電力の契約数はＫＤＤ

Ｉに含まれている。 

（注３）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に大京からテプコシステムズとパワードコムに株式が譲渡されたため、０４

年９月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとしている。 

（出所）総務省資料 

 

（４）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

集合住宅市場における契約数の上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ、ＵＳＥＮ）

を見ると、１０年３月末時点で８４．８％であり、上昇を続けている。これは、ＮＴ

Ｔ東西の契約数シェアの上昇によるところが大きい。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

集合住宅市場における契約数のＨＨＩは１０年３月末時点で全国では５３４７で

あり、上昇を続けている。 

 

 



 

40 
 

【図表Ⅲ－２９ 集合住宅市場における契約数の上位３社シェア及びＨＨＩの推移（全国）】 
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（注）ＮＴＴ東西は１社としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

４．競争状況の分析（部分市場としての戸建て＋ビジネス向け市場） 

 

（１）主要指標の取扱いについて 

 

戸建て＋ビジネス向け市場の契約数については、集合住宅の居住者向けに提供され

ているサービスメニュー以外のメニューの契約数の合計（戸建て＋ビジネス向け）を

もって近似することとしている。 

 

（２）契約数の推移 

 

戸建て＋ビジネス向け市場における１０年３月末時点の契約数は１０５７．４万で

あり、上昇が続いている。ただし、契約数の伸び率（四半期ベース）は減少をつづけ

ており、１０年３月末で４．３％となっている。 
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【図表Ⅲ－３０ 戸建て＋ビジネス向け市場における契約数の推移】 
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（注１）０４年６月以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０３年１２月は契約数データ未調査のため未算定。 

（出所）総務省資料 

 

（３）料金の状況 

 

戸建て＋ビジネス向けサービスの料金推移は、図表Ⅲ－２２で示したとおり、近年

は変化が見られない。全体としてはＡＤＳＬに比して割高である。 

 

（４）契約数の事業者シェア 

 

戸建て＋ビジネス向け市場における契約数の事業者シェアについてみると、ＮＴＴ

東西、電力系事業者及びＫＤＤＩの上位３社で９５％以上を占めている。 

 

ＮＴＴ東西の契約数シェアは０５年まで減少傾向にあったものの、０６年以降は増

加傾向にあり、０７年以降は７０％後半で推移している。 
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【図表Ⅲ－３１ 戸建て＋ビジネス向け市場における契約数の事業者シェアの推移（全国）】 
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（注１）０６．１０以降については、０７年１月に東京電力がＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承継したことに伴い、「その他」の項

目からＫＤＤＩ分の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」の項目を新たに設け充当し、更に「電力系事業者」から旧東京電力分

の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」に含まれている。 

（出所）総務省資料 

 

（５）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

戸建て＋ビジネス向け市場における契約数の上位３社シェア（ＮＴＴ東西、電力系

事業者、ＫＤＤＩ）についてみると、１０年３月末時点で９７．１％と高い比率とな

っている。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

戸建て＋ビジネス向け市場における契約数のＨＨＩは、１０年３月末時点で６２１

５となっている。 
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【図表Ⅲ－３２ 戸建て＋ビジネス向け市場における契約数の上位３社シェア及びＨＨＩの推移（全

国）】 
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（注）ＮＴＴ東西、電力系事業者は、それぞれ１社としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

５．地理的市場別の指標の分析 

 

（１）ＦＴＴＨ全体 

 

１）契約数 

 

ＦＴＴＨ市場全体における地域ブロック別の契約数の分布と推移についてみると、

全ブロックにおいて契約数は増加している。特に、関東ブロック及び近畿ブロックで

の増加が著しい。契約数のシェアにおいても、関東ブロックと近畿ブロックの合計が

６２．７％を占めており、ＦＴＴＨの利用が都市部に集中している状況がうかがえる。 
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【図表Ⅲ－３３ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の契約数の分布と推移】 
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０６．１２ ０７．１２ ０８．１２ １０．０３

(単位：万回線)

 
（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅲ－３４ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の契約数に占めるシェアの推移】 
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（出所）総務省資料 
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２）上位３社シェア 

 

ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の上位３社シェアの推移についてみると、１

０年３月末時点で、関東・近畿ブロックのみが上位３社シェアが９０％以下であり、

その他のブロックは上位３社で９０％以上のシェアを占めており、全体として高度に

寡占的な市場であるといえる。 

 

【図表Ⅲ－３５ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の上位３社シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

３）ＨＨＩ 

 

ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移を見ると、１０年３月末時点

でＨＨＩが最も高いのは北陸ブロックの９３８０である。 

 

他方、１０年３月末時点においてＨＨＩが最も低いのは近畿ブロックの４５４０で

あり、次いで四国ブロックの５７５６となっている。 
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【図表Ⅲ－３６ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場 

 

１）契約数 

 

集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別の契約数の

分布と推移についてみると、集合住宅市場、戸建て＋ビジネス向け市場いずれにおい

ても全ブロックで契約数は増加傾向にある。 
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【図表Ⅲ－３７ 集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別の契約数の分布と推移】 

27 30

379

58

5

141

20
8

49

40

50

100

150

200

250

300

350

400

北海道 東北 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 沖縄

０６．１２ ０７．１２ ０８．１２ １０．０３

（単位：万回線）
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【戸建て＋ビジネス向け市場】【集合住宅市場】

 

（出所）総務省資料 

 

２）上位３社シェア 

 

集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別の上位３社

シェアの推移についてみると、集合住宅市場においては、１０年３月末時点でシェア

が８０％未満なのは近畿ブロックのみであり、全体として寡占的な傾向が強いといえ

る。 

 

戸建て＋ビジネス向け市場においては、１０年３月末時点で全ブロックにおいて９

５％を超える状況であり、寡占的な傾向が強いといえる。 
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【図表Ⅲ－３８ 集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別の上位３社シ

ェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

３）ＨＨＩ 

 

集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別のＨＨＩの

推移についてみると、集合住宅市場においては、１０年３月末時点でＨＨＩが４００

０未満のブロックは存在せず、全体として寡占的な傾向が強いといえる。また、戸建

て＋ビジネス向け市場においては、１０年３月末時点で最も低い地域ブロックでも近

畿ブロックの４８０６であり、東北ブロック、北陸ブロック及び沖縄ブロックにおい

ては９０００を超え、寡占的な傾向が強い。 
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【図表Ⅲ－３９ 集合住宅市場及び戸建て＋ビジネス向け市場における地域ブロック別のＨＨＩ

の推移】 
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（出所）総務省資料 
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６．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）契約数 

 

１０年３月末時点のＦＴＴＨ市場における契約数は１，７７８．９万であり、ＡＤ

ＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションの進展により増加を続けているが、増加率は

低下傾向にある。 

 

２）シェア 

 

ＦＴＴＨ市場は、寡占的な傾向が強まっている。特に、契約数シェア１位のＮＴＴ

東西のシェアは０５年３月末以降上昇しており、０９年３月末時点で７４．４％とな

っている。また、これに合わせ、上位３社シェアとＨＨＩがともに上昇を続けている。 

 

３）サービスの多様化 

 

ＦＴＴＨの料金は低廉化が進行し、特に、集合住宅市場においては、ＡＤＳＬやケ

ーブルインターネットと同水準に達している。 

 

これに加え、ＦＴＴＨを提供する各事業者は、ＮＴＴ加入電話に比べて割安な０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話サービス及び映像サービスとのセット提供（トリプルプレイサービ

ス）を積極的に展開しており、ＦＴＴＨへのマイグレーションの要因の一つとなって

いる。 

 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 
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ＦＴＴＨ市場全体におけるＮＴＴ東西の契約数シェアが１０年３月末時点で７４．

４％、集合住宅市場における契約数シェアが７０．１％、戸建て＋ビジネス向け市場

における契約数シェアが７７．５％であり、かつ、全体市場および集合住宅市場では

上昇傾向が続いている。他方、電力系事業者のシェアは減少傾向にあり、ＮＴＴ東西

とのシェア格差は拡大している。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

加入者回線のうち、ＦＴＴＨに用いられる光ファイバに占めるＮＴＴ東西のシェア

は７７．３％（１０年３月末）を占めている。 

 

競争事業者によるＦＴＴＨのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回線の開放に依

存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は当該設備の利用に対する各種手続等を通じて、競

争事業者に影響を与えることが可能な立場にあると考えられる。 

 

また、地理的市場別で見ると、関東ブロック、近畿ブロック、四国ブロック及び九

州ブロックのようにＮＴＴ東西と電力系事業者との競争が見られる地域もある一方

で、東北ブロック及び北陸ブロックのように電力系事業者がＦＴＴＨに参入しておら

ず、結果ＮＴＴ東西が契約数シェアにおいて９割前後を占めている地域も存在してい

る。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＦＴＴＨ市場全体における上位３社シェアが１０年３月末時点で９１．７％、集合

住宅市場における契約数シェアが８４．８％、戸建て＋ビジネス向け市場における契

約数シェアが９７．１％である。他方、ＦＴＴＨ市場全体におけるＨＨＩが５８３６、

集合住宅市場におけるＨＨＩが５３４７、戸建て＋ビジネス向け市場におけるＨＨＩ

が６２１５と、市場はいずれも高度に寡占的である。また、全体市場および集合住宅

市場では上位３社シェア及びＨＨＩはともに上昇を続けており、市場集中度は年々高

まっている。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 
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ＦＴＴＨ市場の拡大が鈍化している点を考え合わせれば、事業者間の競争から生き

残りのための協調へ向かう可能性も否定できない。 

 

２）市場支配力の行使 

 

① 単独での市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場環境下においては、ＮＴＴ東西

が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話市場からのレバレッジ

の懸念等があると評価する。 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・牽制するための一定の歯止め

となる措置が講じられている。 

 

また、市場環境についてみると、ブロードバンド市場内のケーブルインターネット

からの競争圧力も存在している。 

 

しかしながら、ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争

事業者に対して優位となる可能性もあり、０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提供やＮＴ

Ｔ加入電話の顧客情報を用いた営業など、ＮＴＴ東西による固定電話市場からＦＴＴ

Ｈ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市場支配力を行使することへの懸

念がある。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

ＦＴＴＨ市場においては、シェア獲得競争が引き続き展開されている。また、従来

の競争状況及び契約数２位以下の事業者のシェアが低減傾向にあることにかんがみ

れば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性は低いと考えられ、これらの要素

を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能

性は低いと評価する。 

 

 

（３）今後の注視事項 

 

ＦＴＴＨ市場がブロードバンド市場に占める重要性にかんがみ、今後も詳細な分析

を行う必要がある。ＦＴＴＨは依然拡大期にあり、今後も契約数の増加が見込まれる

が、一方で、純増数は鈍化傾向にあり、ＮＴＴ東西と他の競争事業者のシェアの格差
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が拡大していることも踏まえ、引き続き市場シェア等の競争状況を詳細に把握すべき

である。 

 

また、ＦＴＴＨサービスは、０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提供が行われているな

ど、固定電話市場と密接に関連する形で、普及が進んでいる面があるため、固定電話

市場における市場支配力を梃子としたＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ市場における影響

力の拡大等についても引き続き注視すべきである。 

 

さらに、１０年２月、ＮＴＴ西が他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業

務に関して入手した情報の取扱いに関し、業務改善命令を受けたところであり、現行

の競争ルールの遵守の状況に関しては、更なる注視が必要である。 

 

加えて、ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービス「フレッツ 光ネクスト」の

普及がＦＴＴＨ市場に与える影響について注視することが必要である6。今後、インタ

ーネット接続と０ＡＢＪ－ＩＰ電話のセット販売、更には映像サービスを加えた「ト

リプルプレイサービス」に対する需要動向によっては、ＦＴＴＨ市場動向に大きく影

響する可能性があり、今後注目する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
6ＮＴＴ東西は０８年３月より、ハイビジョン相当のテレビ電話サービスや、ＱｏＳ（Quality of 
Service）付きの動画配信サービスが実現可能となる次世代ネットワーク（ＮＧＮ：Next Generation 
Network）を利用したサービス（「フレッツ 光ネクスト」）を開始し、順次提供エリアを拡大して

いる。 
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【参考Ⅲ－２ 地域ブロック別の主要指標（ＦＴＴＨ市場・１０年３月末時点）】 

 

１ 北海道 

ＮＴＴ東日本

89.3%

ＫＤＤＩ

5.7%

ＵＳＥＮ

1.8%

その他

3.2%

ＮＴＴ東日本

87.1%

ＫＤＤＩ

5.2%

ＵＳＥＮ

4.0% その他

3.7%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

90.8%

ＫＤＤＩ

6.0%

その他

3.1%
【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数68.0万

１０年３月末

契約回線数27.3万

１０年３月末

契約回線数40.7万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 8018（8474） 7638（7364） 8292（9294） 

上位３社シェア 96.8%（96.2%） 96.3%（95.0%） 98.6%（98.2%） 

 

２ 東北 

ＮＴＴ東日本

95.5%

ＫＤＤＩ

1.5%

ＵＳＥＮ

0.7%

その他

2.3%

ＮＴＴ東日本

89.1%

KDDI

3.2%

ＵＳＥＮ

2.6%

その他

5.2%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

97.9%

ＫＤＤＩ

0.9%

ＵＳＥＮ

0.2%

その他

1.1%

【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数 113.8万

１０年３月末

契約回線数30.4万

１０年３月末

契約回線数 83.4万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 9152（9123） 8049（7775） 9577（9703） 

上位３社シェア 97.7%（97.2%）  93.6%（93.8%） 98.9%（99.0%） 
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３ 関東 

ＮＴＴ東日本

74.8%

ＫＤＤＩ

9.5%

ＵＳＥＮ

4.8%

その他

10.9%

ＮＴＴ東日本

69.6%

ＵＳＥＮ

8.4%

ＫＤＤＩ

6.6%

その他

15.4%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

80.1%

ＫＤＤＩ

12.6%

その他

7.4%

【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数 750.5万

１０年３月末

契約回線数371.2万

１０年３月末

契約回線数379.3万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 6093（5270） 5257（4588） 7072（7195） 

上位３社シェア 89.1%（91.4%） 80.7%（85.2%） 95.4%（98.0%） 

 

４ 東海 

ＮＴＴ西日本

62.6%

ＫＤＤＩ

18.5%

その他

18.9%
ＮＴＴ西日本

63.3%

ＫＤＤＩ

15.2%

その他

21.5%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

62.3%

ＫＤＤＩ

19.9%

その他

17.8%

【戸建て＋ビジネス向け市場】１０年３月末

契約回線数 198.7万

１０年３月末

契約回線数 140.3万

１０年３月末

契約回線数 58.5万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 5887（6133） 5547（5320） 6046（6554） 

上位３社シェア 90.8%（92.5%） 80.7%（84.2%） 95.0%（98.3%） 
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５ 北陸 

ＮＴＴ西日本

96.0%

その他

4.0%

ＮＴＴ西日本

94.8%

その他

5.2%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

96.3%

その他

3.7%

【戸建て＋ビジネス向け市場】
10年3月末

契約回線数28.8万

10年3月末

契約回線数24.2万

10年3月末

契約回線数4.6万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 9380（9260） 9160（9115） 9423（9286） 

上位３社シェア 97.8%（97.9%） 97.2%（98.1%） 98.3%（98.4%） 

 

６ 近畿 

ＮＴＴ西日本

58.0%

ケイ・オプティコム

29.0%

ＵＳＥＮ

2.6% その他

10.4%

ＮＴＴ西日本

62.3%

ケイ・オプティコム

10.1%

ＵＳＥＮ

5.8%

その他

21.9%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

55.1%

ケイ・オプティコム

42.0%

その他

2.9%

【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数 344.5万

１０年３月末

契約回線数 140.5万

１０年３月末

契約回線数 203.9万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 4540（4178） 4889（3911） 4806（4878） 

上位３社シェア 89.8%（89.6%） 79.2%（77.9%） 98.6%（98.8%） 
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７ 中国 

ＮＴＴ西日本

78.7%

エネルギア・コミュニケーションズ

14.4%

ＵＳＥＮ

0.8%

その他

6.1%

ＮＴＴ西日本

75.3%

エネルギア・コミュ

ニケーションズ

9.0%

ＵＳＥＮ

3.3%
その他

12.5%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

79.7%

エネルギア・コミュ

ニケーションズ

16.1%

その他

4.2%

【戸建て＋ビジネス向け市場】１０年３月末

契約回線数 83.9万

１０年３月末

契約回線数 63.8万

１０年３月末

契約回線数 20.2万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 6491（6133） 6156（4748） 6619（6053） 

上位３社シェア 94.2%（94.2%） 89.1%（87.5%） 96.5%（97.0%） 

 

８ 四国 

ＮＴＴ西日本

70.7%

ＳＴＮｅｔ

23.9%

その他

5.3%

ＮＴＴ西日本

66.7%

ＳＴＮｅｔ

27.9%

その他

5.5%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

71.8%

ＳＴＮｅｔ

22.9%

その他

5.3%

【戸建て＋ビジネス向け市場】
１０年３月末

契約回線数 39.4万

１０年３月末

契約回線数 31.0万

１０年３月末

契約回線数 8.4万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 5756（5825） 5297（5558） 5896（5916） 

上位３社シェア 95.8%（96.5%） 97.1%（97.1%） 96.2%（97.0%） 
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９ 九州 

ＮＴＴ西日本

72.8%

ＱＴＮｅｔ

20.6%

ＵＳＥＮ

2.7%

その他

3.9%

ＮＴＴ西日本

63.0%

ＱＴＮｅｔ

20.0%

ＵＳＥＮ

7.3%

その他

9.7%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

78.2%

ＱＴＮｅｔ

20.9%

その他

0.9%

【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数 137.9万

１０年３月末

契約回線数 89.2万

１０年３月末

契約回線数 48.7万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 5791（5617） 4558（4286） 6567（6527） 

上位３社シェア 96.1%（96.6%） 89.5%（91.6%） 99.3%（99.6%） 

 

10 沖縄 

ＮＴＴ西日本

93.2%

インボイス

1.6%

その他

5.2%

ＮＴＴ西日本

82.5%

インボイス

5.7%

その他

11.8%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

97.4%

その他

2.6%

【戸建て＋ビジネス向け市場】

１０年３月末

契約回線数 13.2万

１０年３月末

契約回線数 9.5万

１０年３月末

契約回線数 3.7万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

10.3（08.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て＋ビジネ

ス向け市場 

ＨＨＩ 8791（8280） 7029（7298） 9582（9310） 

上位３社シェア 96.2%（97.5%） 93.3%（96.5%） 99.6%（99.6%） 

（出所）総務省資料 
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第５章 部分市場としてのケーブルインターネット市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのケーブルインターネ

ット市場の主要指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数の推移 

 

ケーブルインターネット市場全体では、１０年３月末時点の契約数は４３５．３万

であり、増加が続いている。一方で、四半期ごとの増加率は低下傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－４０ ケーブルインターネット市場における契約数の推移】 

145.6 

162.6 

180.0 
1 95.4 

2 06.9 

222.4 
2 33.9 

2 47.5 
257.9 

2 67.9 
279.4 

289.8 2 96.1 
306.3 

3 15.0 
325.4 331.0 

341.0 
3 47.7 

3 56.5 
360.7 

3 69.2 
374.8 382.8 

387.4 
3 95.6 

402.0 
4 08.3 4 11.1 

418.1 
4 24.3 4 30.1 435.3 

11.7%

10.7%

8.6%

5.9%
7.5%

5.2%
5.8%

4.2% 3.9%
4.3%

2.2%

3.4%
2.8%

3.3%

1.7%

3.0%

2.0%
2.5%

1.2%

2.3%
1.5%

2.1%

1.2%

2.1%
1.6% 1.6%

0.7%

1.7% 1.5% 1.4% 1.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0 

100 

200 

300 

400 

500 

02.3 02.6 02.902.1203.3 03.6 03.903.1204.3 04.6 04.904.1205.3 05.6 05.905.1206.3 06.6 06.906.1207.3 07.6 07.907.1208.3 08.6 08.908.1209.3 09.6 09.909.1210.3

契約回線数（左軸）

（単位：万回線） （増加率）

 
（出所）総務省資料 

 

 

２．競争状況の分析 

 

（１）料金の状況 

 

１）料金水準の変化 
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図表Ⅲ－４１はケーブルインターネット大手２社の料金推移をグラフ化したもの

である。 

 

【図表Ⅲ－４１ ケーブルインターネットにおける料金の推移】 
１　ジュピターテレコム
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.03 09.10 10.03

（注）ケーブルモデムレンタル料含む。

２　イッツ・コミュニケーションズ
（月額料金・円／月（税抜き））

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.03 09.10 10.03

（注）ケーブルモデムレンタル料は含まない。

1,000

0

4,000

3,000

5,000

4,000

3,000

2,000

（03.9～ 4980円）

J-COM NET 30Ｍコース（03.9～ 5,500円） 09.4より順次40Mへグレードアップ

かっとびワイド30Ｍ（02.4～ 5,200円）かっとびプラス8Ｍ（98.4～ 5,200円）

（01.11～ 2,500円）

かっとびジャスト512Ｋ（01.12～ 2,200円）

（04.11～ 1,000円）

（03.1～ 3,900円）

J-COM Net （99.2～ 6,500円）

（03.9～ 4980円） 09.4より順次24Mへグレードアップ

J-COM NET 8Mコース （03.4～ 5,500円）

J：COM ライトネット 256K（05.7～ 2750円）

J-COM Net （01.9～ 5,800円）

J:COM NET ウルトラ 160Mコース(07.9～ 6,000円)

J：COM ネット１Mコース 1M（09.03～ 2,980円）

受付終了

24Mコース（10.3末受付終了）

かっとびメガ160M（08.10～ 5,200円）

 

（出所）対象事業者ＨＰ 

 

（２）契約数の事業者シェア 

 

ケーブルインターネット市場における契約数の事業者シェアについてみると、Ｊ：

ＣＯＭグループが１０年３月末時点で３６．６％であり、上昇を続けている。 
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【図表Ⅲ－４２ ケーブルインターネット市場における契約数の事業者シェアの推

移】 

 

26.3% 28.1%
32.1% 33.0% 33.7%

36.6%

4.6%
4.7%

5.2%
6.7%

7.3%

10.1%
2.7%

2.7%
2.7%

2.7%

3.4%
3.5%

65.7% 63.7%
60.0% 57.7% 56.2%

50.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3
Ｊ：ＣＯＭグループ ＪＣＮグループ イッツ・

コミュニケ

ーションズ

ケーブルウェストグループ その他

 

（注）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple 

System Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめている。 

（出所）総務省資料 

 

 

（３）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

ケーブルインターネット市場における契約数の上位３社シェア（Ｊ：ＣＯＭグルー

プ、ＪＣＮグループ、イッツ・コミュニケーションズ）についてみると、１０年３月

末時点で４９．４％であり、上昇傾向にある。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ケーブルインターネット市場における契約数のＨＨＩを見ると、１０年３月末時点

で１４８３であり、上昇をつづけている。 

 



 

62 
 

 

【図表Ⅲ－４３ ケーブルインターネット市場における契約数の上位３社シェア及びＨＨＩ

の推移】 

 

775 

881 

1107 
1183 

1241 

1483 

34.3%
36.3%

40.0%
42.3%

43.8%

49.4%

0%

25%

50%

75%

100%

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

ＨＨＩ(左軸) 上位３社シェア(右軸)

 

（注）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple 

System Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめている。 

（出所）総務省資料 

 

 

３．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）契約数 

 

１０年３月末時点のケーブルインターネット市場における契約数は４３５．３万で

あり、増加を続けているものの、増加率は低下傾向にある。 

 

２）シェア 

 

上位３社シェアは増加傾向にある。これは合併・買収等によるＭＳＯの拡大による

ものと考えられる。 
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（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

  

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ケーブルインターネット市場における契約数シェアを見ると、１位のＪ：ＣＯＭグ

ループも３６．６％にとどまっており、圧倒的なシェアを有する事業者は存在してい

ない。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ケーブルインターネットは地域密着型のサービスであるＣＡＴＶサービスと一体

的に提供されるサービスであり、各地域ごとでは、１社しか提供していない例も見ら

れるが、ボトルネック設備の存在等の参入障壁があるわけではない。 

 

また、契約数は増加を続けているものの、増加率は低下傾向にあり、ＦＴＴＨ市場

及びＡＤＳＬ市場からの競争圧力が存在しているほか、トリプルプレイサービスに関

してはＦＴＴＨとの競争が存在する。 

  

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にある事業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ケーブルインターネット市場における上位３社シェアは１０年３月末時点で４９．

４％、ＨＨＩは１４８３となり、上昇傾向にあるものの、市場は高度に寡占的とはい

えない。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 
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ブロードバンド市場内におけるＡＤＳＬやＦＴＴＨからの競争圧力が存在し、ＦＴ

ＴＨにおけるトリプルプレイサービスの提供による競争圧力の強化も存在する。 

 

また、ＡＤＳＬやＦＴＴＨといった他のサービスと比較すると、ケーブルインター

ネット市場の上位３社シェアやＨＨＩの水準は高いとは言えない。 

 

２）市場支配力の行使 

 

該当無し。 

 

（３）今後の注視事項 

 

複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランドで所有・運営するＭＳＯ

は、他事業者を合併・吸収し、そのシェアを伸ばしつつある。ケーブルインターネッ

ト市場の市場集中度は他市場に比して低水準ではあるものの上昇傾向にあり、今後大

型の合従連衡の動きが発生し、急激な寡占化・独占化が顕在化した場合には注意が必

要である。 

 

１０年６月、Ｊ：ＣＯＭ、住友商事、ＫＤＤＩによる業務提携の検討に関する覚書

が締結され、その中でＪ：ＣＯＭとＫＤＤＩの子会社であるＪＣＮとの資本関係の構

築を含め両社におけるケーブルテレビ事業に関するシナジーの実現に向けて検討す

ることとされており、これらの動きによるケーブルインターネット市場への影響につ

いては、今後注視が必要である。 

 

また、ＡＤＳＬと異なり、ケーブルインターネットは放送サービスとのバンドルに

よる優位性・独立性があるが、高品質・多チャンネルの映像伝送サービスを利用可能

なＦＴＴＨへのマイグレーションの進展が、ケーブルインターネットに競争上の影響

をもたらす可能性があり、ＩＰマルチキャスト等の映像伝送サービスの普及動向に注

目することが今後必要である。さらに、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を加えたトリプルプレイ

サービスの動向に関しても注視が必要である。 

 

さらに、ＨＦＣやＤＯＣＳＩＳ３．０などケーブルインターネットの高速化が進展

しており、そうしたサービスはユーザーにとってＦＴＴＨと一定程度代替的である可

能性がある。今後は、高速なケーブルインターネットとＦＴＴＨについて特に着目し

た分析を加えることも考慮すべきである。 
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第６章 ＩＳＰ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、ＩＳＰ市場の主要指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

ＩＳＰ市場全体では、１０年３月末時点の契約数は３，４６６．７万であり、全体

的には緩やかな上昇傾向である。その内訳を見ると、常時接続プランの比率が拡大し

ており、ブロードバンド市場の拡大を反映しているものと考えられる。 

 

なお、ここでの契約数は電気通信事業報告規則に基づく値であり、同規則に定める

報告対象は５万契約以上の事業者（１０年３月末時点で５１社）であるため、ＩＳＰ

市場全体の状況を完全には反映していないことに留意が必要である7。また、同契約数

は０６年９月以降一部事業者において集計方法に変更が生じており、この前後での比

較にも一定の留意が必要である8。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
7０３年度の競争評価では、１万契約以上の事業者を対象に調査を行い、全８４者から回答を得た。

調査結果によると、上位３社が占める割合は４６．９％、上位８者が占める割合は８７．０％、

５万契約以上の事業者２５者が占める割合が９５．８％となっており、５万契約以上の事業者の

合計で１万契約以上の事業者の市場規模の約９６％を占めていたことから、５万契約以上の事業

者を対象にする調査であってもＩＳＰ市場の動向やシェアを近似的に把握することが十分可能で

あると考えられる。 
8電気通信事業報告規則上は、契約回線数が「随時接続型」、「常時接続型」、「企業向け」及び「そ

の他」区分に分けられている。図表Ⅲ－４４においては、同規則上の「企業向け」及び「その他」

を「その他」の項目として集計している。 
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【図表Ⅲ－４４ ＩＳＰ市場における契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）料金設定等 

 

１）インターネット接続料の料金推移 

 

価格水準を考察する指標として、全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービス

の価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定した消費者物価指数（以下「ＣＰＩ」

という。）の推移についてみる。 

 

調査品目の一つである「インターネット接続料（月額プロバイダ利用料）」は、Ａ

ＤＳＬ、ＦＴＴＨなどのアクセス回線部分とインターネット接続部分との合計の料金

となっており、両者を分離することはできない。しかしながら、インターネット接続

サービスの販売実態が、インターネット接続部分とアクセス回線部分とを一体的に料

金設定している場合が多いことを踏まえれば、インターネット接続料のＣＰＩはＩＳ

Ｐに関する料金水準の分析に対し一定の意味があるといえる。 

 

「インターネット接続料」のＣＰＩは、０３年１月から月次にて公表されており、 

１０年１月においては、０．１ポイントの増加となった。 

 

【図表Ⅲ－４５ インターネット接続料の消費者物価指数（０５年度基準）の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）契約数の事業者シェア 

 

事業者のシェアの公表については関係事業者からの同意を得られなかったため、下

記のとおり、ＮＴＴ系・非ＮＴＴ系・ＣＡＴＶ系・ベンダー系の４区分に分類9してい

る。 

 

０５年以降、ＮＴＴ系のシェアが上昇を続けている。 

 

 

【図表Ⅲ－４６ ＩＳＰ市場における契約数の事業者シェアの推移】 
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非ＮＴＴ系 ＮＴＴ系 ベンダー系 ＣＡＴＶ  

（出所）総務省資料 

 

（３）市場集中度の推移（上位３社シェア、ＨＨＩ） 

 

                                                  
9具体的な分類基準については以下のとおりである。 

・「ＮＴＴ系」：ＮＴＴグループに属する電気通信事業者。ＮＴＴコミュニケーションズ、ぷらら

ネットワークス等。 

・「非ＮＴＴ系」：電気通信事業者のうち、ＮＴＴグループに属さない電気通信事業者。ソフトバ

ンクテレコム等。 

・「ＣＡＴＶ系」：ＣＡＴＶインターネットを主に提供する事業者。Ｊ：ＣＯＭグループ等。 

・「ベンダー系」：電気通信機器の販売・提供等を行う事業者又はその関係会社等。ニフティ等。 
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１）上位３社シェアの推移 

 

ＩＳＰ市場における契約数の上位３社シェア（ＮＥＣビッグローブ、ＮＴＴコミュ

ニケーションズ、ソフトバンクＢＢ（５０音順））についてみると、１０年３月末時

点で５６．４％であり、０６年６月末以降、低下を続けている。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＩＳＰ市場における契約数のＨＨＩを見ると、１０年３月末時点で１５５７あり、

横ばい傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－４７ ＩＳＰ市場における契約数の上位３社シェア及びＨＨＩの推移】 
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（注１）電気通信事業報告規則において報告対象となる５万契約以上の事業者の総契約数を基に算出。 

（注２）０６．９以降、一部事業者で契約数の集計方法に変更が生じている。 

（注３）ＨＨＩの算出においては、ＮＴＴグループ及びソフトバンクグループを各々１社として算出している。 

（出所）総務省資料 
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３．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

１）契約数 

 

契約数５万契約以上の事業者（１０年３月末時点で５１社）の契約数は、全体的に

横ばい傾向であり、１０年３月末時点で３，４６６．７万である。 

 

２）シェア 

 

１０年３月末時点で上位３社シェアは５６．４％、ＨＨＩは１５５７であり、他の

ブロードバンド市場に比べると市場集中度は低い。 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＩＳＰ市場における契約数シェア１位の事業者又はグループのシェアは３割に達

しておらず、また他の競争事業者との格差も小さい。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ＩＳＰ市場への参入は比較的容易である。また、価格面・サービス面での活発な競

争も展開されており、かつ事業者変更のためのスイッチングコストについても、メー

ルアドレスの変更等があるものの、比較的小さいといえる。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 
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ａ）量的基準 

 

ＩＳＰ市場における上位３社シェア及びＨＨＩは水準が低く、かつ低下傾向ないし

横ばい傾向であり、市場は寡占的な状況にはない。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ＩＳＰ市場への参入は比較的容易であり、かつ現に参入している事業者数も引き続

き増加している。 

 

２）市場支配力の行使 

 

 該当無し。 

 

（３）今後の注視事項 

 

ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進行している中、ＩＳＰ市場におけ

るＮＴＴ系事業者の契約数シェアは上昇を続けている。インターネット接続サービス

はインターネット接続回線サービスと補完的なサービスであり、ＡＤＳＬやＦＴＴＨ

といったブロードバンド市場からＩＳＰ市場へのレバレッジによる影響10について、

注視が必要である。 

 

                                                  
10「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００９年度）の公表」（１０年２月１９日報道発

表）では、販売代理店におけるＯＣＮの取扱に関し、公正競争確保を阻害する行為が行われてい

ないかについて引き続き注視すると整理されている。 
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第１章 法人向けネットワークサービス領域の市場画定 

 

本章では、法人向けネットワークサービス領域の市場画定を概観する。 

 

１．サービス市場の画定 

  

２００９年度の競争評価では、従来の市場画定を引き続き採用し、ＩＰ－ＶＰＮ、

広域イーサネット、ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等及びインターネットＶＰＮの各

サービスをＷＡＮサービス市場として画定し、専用サービスについてはその独立性を

考慮して、専用サービス市場を画定する。 

さらにＷＡＮサービスについては、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、インターネ

ットＶＰＮの各サービスを部分市場として画定する。ただし、インターネットＶＰＮ

については、データ収集の可能性等に留意し、分析を行う。 

なお、引き続き、フレームリレー及びセルリレーについては利用度等を考慮し、市

場画定の対象外とした。 

 

【図表Ⅳ－１ 法人向けネットワークサービス領域の市場画定】 

ＷＡＮサービス

専用サービス

ＩＰ-ＶＰＮ

広域イーサネット

インターネットＶＰＮ

ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等

画定市場 部分市場凡例：
 

２．地理的市場の画定  

 

地理的市場は全国として画定する。 
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第２章 法人向けネットワークサービスの利用動向 

 

２００９年度に企業に対して実施した法人向けネットワークサービスに関するア

ンケート調査の結果のうち、主力サービス 1の利用動向を見ると、引き続き幹線系 2、

支線系 3

 

とも、ＷＡＮサービスの伸張が続く一方、専用サービスの利用が減少傾向に

ある。 

 

【図表Ⅳ－２ 主力サービスの利用動向】 
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1導入したサービスのうち最も主要なサービス（単一回答）。 
2主要拠点同士やコンピュータ・センターを結ぶネットワーク。 
3中小規模の拠点を接続するネットワーク。 
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第３章 ＷＡＮサービス市場の主要指標の分析 

 

本章では、ＷＡＮサービス市場の主要指標の分析を行う。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数 

 

ＷＡＮサービス 4

 

の契約数の推移を見ると、引き続き拡大しており、１０年３月末

時点で８８万超となっているが、各サービス別に見ると、ＩＰ－ＶＰＮと広域イーサ

ネットについては引き続き増加している一方、メガデータネッツ等については１０年

３月末に減少に転じた。 

【図表Ⅳ－３ ＷＡＮサービスの契約数の推移】 
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(回線）

 
（出所）総務省資料 

 

 各サービス別の契約数の比率は、広域イーサネットとＩＰ－ＶＰＮが増加の割合は

引き続き増加傾向にあるが、メガデータネッツ等については、減少傾向にある。 

                                                        
4第３章の１～３において「ＷＡＮサービス」という場合、インターネットＶＰＮは除いている。 
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【図表Ⅳ－４ ＷＡＮサービスの各サービス別の契約数構成比の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等の契約数をサービス別に見ると、メガデータネッ

ツの契約数は減少傾向が続いており、また、フレッツ・オフィス等の契約数について

も、１０年３月末より減少に転じている。 
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【図表Ⅳ－５ メガデータネッツ等の各サービス別の契約数の推移】 
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240,000 
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メガデータネッツ
 

（注）フレッツ・オフィス等にはＮＴＴ東西の各サービス（「フレッツ・オフィス」、「フレッツ・オフィスワイド」、「フレッツ・

グループアクセス」、「フレッツ・グループ」）が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：契約） 
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２．競争状況の分析 

 

（１）料金等の推移 

 

ＷＡＮサービスに関しては、実際に提供されている料金の推移等を把握することは

困難であるが、日本銀行より「２００５年基準  企業向けサービス価格指数 5」の一

部として、ＩＰ－ＶＰＮと広域イーサネットを対象とする「ＷＡＮサービス 6

 

」の価

格指数が公表されており、料金水準の推移の傾向として参考となる。これによると、

「ＷＡＮサービス」の価格指数は下落傾向が続いていたが、近年、若干の上昇に転じ

た。 

【図表Ⅳ－６ＷＡＮサービスの企業向けサービス価格指数の推移】 

 

101.0 

97.5 

93.8 

88.6 

84.7 85.2

75

80

85

90

95

100

105

05.1 06.1 07.1 08.1 09.1 10.1

（出所）日本銀行「企業向けサービス価格指数」より作成 

                                                        
5「企業向けサービス価格指数」とは、企業間で取引される「サービス」の価格に焦点を当てた物
価指数であり、指数の対象となっているサービスの価格に、各々のサービスの重要度（ウエイト）
を掛け合わせ、集計することにより作成した物価指数である。価格は、サービスの代表的な価格
を個別に調査することにより入手し、ウエイトは、指数の対象となっている企業間取引額から算
出している。指数は、個別に調査したサービスの代表的な価格をそれぞれ指数化し、ウエイトで
加重平均することにより作成している。なお、詳細は「企業向けサービス価格指数の解説」（日本
銀行）http://www.boj.or.jp/type/exp/stat/pi/ecsp2k0.htm 参照。  
62000 年基準指数においては、一定のＩＰ－ＶＰＮ及び広域イーサネットのほか、企業向けのイン
ターネット接続サービスが含まれる「固定データ伝送」の価格指数が公表されていたが、2000 年
基準指数については、2009 年 9 月公表分を最後に作成が取りやめとなっている。詳細は、
http://www.boj.or.jp/type/release/nt_cr09/ntcspi12.htm 参照。 

http://www.boj.or.jp/type/exp/stat/pi/ecsp2k0.htm�
http://www.boj.or.jp/type/release/nt_cr09/ntcspi12.htm�
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（２）契約数の事業者シェア 

 

１）ＷＡＮサービス全体 

 

事業者シェアの推移を見ると、０１年３月末以降０７年３月末まで増加を続けてい

たＮＴＴ東西のシェアは、その後横ばいとなっている。また、ＮＴＴグループ全体と

しても、シェアは概ね横ばいで推移している。 

 

【図表Ⅳ－７ ＷＡＮサービスの事業者シェアの推移】 

2.7%
8.4%

12.8%
16.9% 19.6% 21.1% 22.0% 21.9% 21.2%

ＮＴＴ東日本

20.2%
1.8%

5.9%

7.5%

10.5%

13.6%
14.7% 15.0% 14.7% 14.5% ＮＴＴ西日本

14.9%

57.6%

45.5% 30.8%

26.9%

23.9%
23.9% 22.8% 23.0% 25.0% NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

24.6%

0.0%
0.0%

0.0%

5.5%

8.8%
9.0% 9.5% 9.0% 8.2% その他NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ

7.8%0.0% 7.0% 23.4%

17.5%

13.9%
15.7% 15.3% 15.4% 14.9% ＫＤＤＩ

14.9%

0.0%

3.5%

5.0%
6.6%

8.5%
5.2% 5.5% 5.8% 6.0%

電力系事業者

6.7%

37.9%

29.6%

20.5%
16.2%

11.7% 10.4% 9.9% 10.3% 10.2%

その他

10.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ その他NTTグループ KDDI 電力系事業者 その他  

（出所）総務省資料 
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２）ＩＰ－ＶＰＮ 

 

ＩＰ－ＶＰＮの事業者シェアの推移を見ると、シェア１位のＮＴＴコミュニケーシ

ョンズのシェアは、０５年３月末以降増加していたが、１０年３月末に減少に転じた。

ＮＴＴグループ全体のシェアは概ね横ばい傾向にあり、１０年３月末時点で６２．

８％となっている。 

 

【図表Ⅳ－８ ＩＰ－ＶＰＮの事業者シェアの推移】 

60.5%
55.0%

40.6% 38.9% 39.4%
43.1% 43.6% 44.7%

48.7%
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

48.1%

0.0%

0.0%

0.0%
8.7%

16.3%

17.7% 19.6% 17.8%
15.6%

その他NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ

14.7%

0.0% 8.6%
32.3%

29.0%

25.8%
21.5%

20.1% 19.9% 18.7% ＫＤＤＩ

18.9%

39.5% 30.5%

20.7%
17.1%

15.9% 13.8% 13.0% 13.3% 12.3% ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ

12.3%

0.0%
5.9% 6.4% 6.3%

2.7% 3.9% 3.7% 4.3% 4.7%

その他

5.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

ＮＴＴコミュニケーションズ その他ＮＴＴグループ ＫＤＤＩ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ その他  

（出所）総務省資料 
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３）広域イーサネット 

 

広域イーサネットの事業者シェアの推移を見ると、０１年３月末以降ＮＴＴ東西の

シェアは、減少傾向が続いていたが、０７年３月末から増加に転じ、１０年３月末に

は３３．２％となっている。ＮＴＴグループ全体では１０年３月末時点で４８．８％

とほぼ横ばいの状態が続いている。ＫＤＤＩは、０５年１０月の旧パワードコムとの

合併によりシェアが一時的大幅に増加したが、その後は減少傾向になっている。 

 

【図表Ⅳ－９ 広域イーサネットの事業者シェアの推移】 

58.0%

34.5%
28.2%

17.4% 15.1% 14.3% 15.7% 17.8% 18.8% 20.3%

29.9%

21.9%

14.0%

10.9%
12.0% 12.6%

13.5%
12.8% 12.9%

12.9%

7.0%

13.0%

21.4%
18.6% 17.4% 14.6% 12.8% 12.1% 11.2%

1.1%

2.0%

2.9%
3.5% 4.6% 4.9% 4.7% 4.4%

22.4%
20.7%

16.7%
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4.9%

22.9% 23.3% 23.1% 22.4% 21.1%

8.3% 8.7%
12.3% 15.6% 17.8% 17.8% 18.4% 18.7% 19.4%

12.2% 15.3% 12.6% 12.3% 11.1% 10.8% 10.5% 10.1% 10.4% 10.7%

0%
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20%
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40%
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80%

90%

100%

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ その他ＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ 旧ﾊﾟﾜｰﾄﾞｺﾑ ＫＤＤＩ その他電力系 その他  

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 
 

 

（４）市場の集中度 

 

１）上位３社シェアの推移 

 

ＷＡＮサービス全体の上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、

ＫＤＤＩ）は０６年３月末に上昇した後はほぼ横ばいであり、１０年３月末時点では

７４．６％となっている。 

 

【図表Ⅳ－１０ ＷＡＮサービスの上位３社シェアの推移】 

99.7%

85.1%

74.5%

71.7%
71.0%

75.4% 75.1% 74.9%

75.6%
74.6%

100.0%

94.1% 93.6%

85.0%

81.1%

78.6%
79.5% 79.3% 80.7%

80.0%

98.9%

85.8%

75.9%

66.4%

63.9%

67.2% 67.1% 66.5%
66.2%

65.4%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

全体 IP-VPN 広域イーサ  
（注１）ＮＴＴ東西は１社としてシェアを算出。 

（注２）全体にはＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、メガデータネッツ等が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＷＡＮサービス全体のＨＨＩは減少傾向にあったが、０４年３月末以降に緩やかな

増加に転じた後、０６年３月末以降ほぼ横ばいで推移しており、１０年３月末時点で

は２１７３となっている。 

 

部分市場である各ＷＡＮサービスについて見ても、ＩＰ－ＶＰＮ市場、広域イーサ

ネット市場とも、ほぼ横ばい傾向が続いている。 
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【図表Ⅳ－１１ ＷＡＮサービスのＨＨＩの推移】 

4,746

2,985

2,195

1,966 2,034 2,222 2,243 2,220 2228 2173 

5,220

4,058

3,147
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7,808

3,772

2,507
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7,000

8,000

9,000

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

全体 IP-VPN 広域イーサ  
（注１）ＮＴＴ東西は１社としてＨＨＩを算出。 

（注２）全体にはＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、メガデータネッツ等が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

３．インターネットＶＰＮ市場の動向と分析 

 

（１）インターネットＶＰＮ市場の分析について 

 

ＷＡＮサービス市場のうちインターネットＶＰＮサービスは、電気通信事業者が提

供するタイプの他、システムインテグレータ（ＳＩｅｒ）や機器メーカが提供するタ

イプも存在し、さらにＶＰＮ機器等を購入しＶＰＮ環境をユーザ自身が構築すること

も可能である。 

 

このような状況から、インターネットＶＰＮサービス市場は、他の部分市場と比較

して、全体の規模や事業者間の競争状況を網羅的かつ的確に把握できる情報を入手す

ることは極めて困難である。そのため、インターネットＶＰＮ市場の分析については、

需要側から収集可能なデータの範囲で行うこととした。 
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【図表Ⅳ－１２ インターネットＶＰＮ市場のイメージ図】 

 

 

 

（注）枠内はイメージで実際の市場規模を表していない。 

 

 

 （２） インターネットＶＰＮの利用動向 

 

 前出の法人向けネットワークサービスに関するアンケート調査結果のうち、インタ

ーネットＶＰＮ等の利用率を示したものを見ると、全サンプルのうち６割弱の企業が

インターネットＶＰＮを利用しており、他の代表的なＷＡＮサービスであるＩＰ－Ｖ

ＰＮや広域イーサネット等を上回る利用率がある。 

 

また、インターネットＶＰＮの利用企業に対してその構築方法を調査した結果を見

ると、電気通信事業者やＳＩｅｒによる構築が約６割以上を占める。しかし、一方で

自社による構築も３割弱存在しており、インターネットＶＰＮ市場が電気通信事業者

によるサービスのみで構成されていないことがわかる。 
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【図表Ⅳ－１３ インターネットＶＰＮ等の利用率】 

［インターネットＶＰＮ］ 

現在利用している
58.5%

今後利用する予定
3.3%

利用していない
33.2%

不明・無回答
5.0%

 

［広域イーサネット］             ［ＩＰ－ＶＰＮ］ 

現在利用

している
40.8%

今後利用

する予定
2.7%

利用してい

ない
48.5%

不明・無回

答
8.0%

       

現在利用

している
53.5%

今後利用

する予定
2.8%

利用してい

ない
38.0%

不明・無回

答
5.7%

 
（出所）総務省資料 

 

 

【図表Ⅳ－１４ インターネットＶＰＮの構築方法】 

通信事業

者・Slerを
利用

63.3%

自社で構

築
28.4%

その他（不

明・無回答

含む）
8.3%

 

（出所）総務省資料 
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４．競争状況の評価 

 

（１）２００９年度の動向 

 

ＷＡＮサービス市場は引き続き拡大し、１０年３月末時点に８８万超に達している

が、ＷＡＮサービスの中におけるメガデータネッツ等の構成比が減少傾向にある。イ

ンターネットＶＰＮの利用率は、引き続き高まっている。 

 

各サービス等の事業者シェアを見ると、大きな変動は見られない。 

 

（２）利用者の観点からの考察 

  

 法人向けネットワークに関する利用者（事業者）の意向について、幹線系と支線系

に分けて、アンケート調査結果から考察する。 

 

 

１）幹線系に関する利用者の意向 

 

 幹線系において、利用者である各事業者がその通信サービスを「主力」として利用

している理由として、「通信コストを抑えられる」、「信頼性・通信品質」が上位とな

っている。 

 

コストの低さが特徴の一つであるインターネットＶＰＮは「信頼性・通信品質」と

いう理由で選択する事業者が２割程度にとどまるなど、各事業者は、各サービスの特

性を踏まえ、幹線系のサービスに対する自らのニーズに応じて、サービスを選択して

いることがうかがえる。 
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【図表Ⅳ－１５ 幹線系において、各サービスを「主力」に選んだ理由（複数回答）】 

 
（出所）総務省資料 

 

２）支線系に関する利用者の意向 

 

 支線系において、各事業者がその通信サービスを「主力」として利用している理由

も、ほぼ幹線系と同じ傾向を示している。 
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【図表Ⅳ－１６ 支線系において、各サービスを「主力」に選んだ理由（複数回答）】 

 
（出所）総務省資料 

 

 以上から、利用者の持つ多様なニーズに対して、ＷＡＮサービスとして複数の選択

肢が競争的に提供されており、利用する側のニーズの充足、利便性の向上等につなが

っていることが推察される。 

 

したがって、法人向けネットワーク領域の分析に当たっては、ＷＡＮサービス全体

に対する分析とともに、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、インターネットＶＰＮ等

の特性に応じたそれぞれのニーズを踏まえ、各サービス毎の競争状況にも注視する必

要がある。 

 

 

（３）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在 

 

① 単独での市場支配力 
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以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

a）量的基準 

 

ＷＡＮサービスにおけるシェア１位のＮＴＴ東西のシェアは１０年３月末で３５．

１％となっており、０６年３月末からほぼ横ばいとなっている。２位のＮＴＴコミュ

ニケーションズは２４．６％、３位のＫＤＤＩは１４．９％と、シェアとしては拮抗

しているものと判断できる。 

 

b）その他の主な判断要素 

 

ＷＡＮサービスの契約数は依然増加傾向にあり、市場全体の規模が拡大している中、

シェアの変動幅は徐々に小さくなってきているものの、シェア獲得競争が行われてい

るものと考えられる。 

 

また、２位のＮＴＴコミュニケーションズはＩＰ－ＶＰＮ市場でシェア４８．１％

を占め、３位のＫＤＤＩも２割弱のシェアを獲得しており、２位以下の事業者も十分

な競争力を有すると判断できる。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴグループの複数の事業者が協調して市

場支配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

a）量的基準 

 

ＷＡＮサービスにおける上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーション

ズ、ＫＤＤＩ）は１０年３月末時点で７４．６％、ＨＨＩが２１７３と寡占的な状態

にある。 

 

b）その他の主な判断要素 

 

上位２社はともにＮＴＴ系の事業者であり、資本関係の結びつきが認められ、さら

に、その他のＮＴＴグループの事業者も含めると、７割近くのシェアを占め、グルー

プとしての総合的な事業能力が発揮される可能性がある。 

 

２）市場支配力の行使 
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以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

電気通信事業法の規定に基づき、シェア２位のＮＴＴコミュニケーションズは、Ｎ

ＴＴ東西との関係において特定関係事業者として、一定のファイアウォール規制 7

 

が

適用されているほか、ＷＡＮサービスの足回りにも利用されるＮＴＴ東西が提供する

加入者系光ファイバの接続料に対して規制が適用されている。 

ＷＡＮサービス市場における提供事業者数は増加傾向にあり、新規参入に伴う競争

圧力が存在していると考えられる。また、相対的に安価なインターネットＶＰＮの利

用が伸展しており、ＷＡＮサービス市場内での競争は比較的活発である。 

 

(４)今後の注視事項 

 

ＷＡＮサービス市場において、ＮＴＴグループのシェアは高い水準を維持しており、

ＮＧＮを活用したＷＡＮサービスの提供状況、ＮＴＴグループの協調による市場支配

力の保有・行使の可能性等について、引き続き注視する必要がある。 

                                                        
7第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（ＮＴＴ東西）について、当該設備の強いボ

トルネック性・独占性にかんがみ、公正競争を確保する観点から、特定関係事業者（ＮＴＴコミ

ュニケーションズ）との間において、役員兼任を禁止するとともに、接続や電気通信業務に関連

した周辺的な業務についても特定関係事業者と比して不公平な取扱いを原則禁止している（電気

通信事業法３１条）。 
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第４章 専用サービス市場の主要指標の分析 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数 

 

専用サービスの契約数の推移を見ると、市場全体としてはほぼ横ばいとなっている。

各サービス別に見ると、高速ディジタル伝送サービス 8の減少が続くなか、ＩＰルー

ティング網専用サービス 9の増加が顕著である 10

 

。 

【図表Ⅳ－１７ 専用サービスの各サービス別の契約数の推移】 
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ＩＰﾙｰﾃｨﾝｸﾞ網専用ｻｰﾋﾞｽ ｲｰｻﾈｯﾄ専用ｻｰﾋﾞｽ ＡＴＭ専用サービス 高速ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ伝送ｻｰﾋﾞｽ

（万回線）

 
（出所）総務省資料 

 

 各サービス別の契約数の比率は、高速ディジタル伝送サービスの割合の減少が顕著

で、０９年３月末時点で全体の約４割弱にまで減少している。一方で、ＩＰルーティ
                                                        
8ディジタルデータを最大６Ｍビット／秒の速度で伝送する専用サービス。 
9主に事業者へのダークファイバサービスとして提供されるＮＴＴ東西が提供する常時接続型のア

クセス回線サービス。 
10なお、「ＡＴＭ専用サービス」とは、ＡＴＭ（非同期転送モード）伝送方式を用いる専用線サー

ビスのこと。また、「イーサネット専用サービス」とは、イーサネット・インターフェースを用い

た専用線サービスのこと。 
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ング網専用サービスは全体の約６割を占めており、その伸張が著しい。 

 

【図表Ⅳ－１８ 専用サービスの各サービス別の契約数構成比の推移】 
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（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

(１)料金等の推移 

 

専用サービスに関しては、ボリュームディスカウント等による相対料金で提供され

る場合も多く、実際に提供されている料金の推移等を把握することは困難であるが、

日本銀行より公表されている「２００５年基準 企業向けサービス価格指数」の「専

用線」の価格指数が公表されている。この指数は、一般専用サービス等の料金も考慮

されており、本章の専用サービス市場の範囲と完全に一致はしていないが、一般的な

料金水準の推移の傾向として参考となるが、これによると、２００５年以降の「専用

線」の価格指数は横ばいとなっている。 

 

 

【図表Ⅳ－１９ 専用線の企業向けサービス価格指数の推移】 
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（出所）日本銀行「企業向けサービス価格指数」より作成 
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(２)事業者シェア 

 

 事業者シェアの推移を見ると、回線ベースではＮＴＴ東日本、西日本双方共にシェ

アは近年増加傾向にある。ＮＴＴ東西合わせて０９年３月末時点で９１．３％と依然

高いシェアを占めており、ほぼ独占的な状況が続いている。 

他方、他事業者の光アクセスサービス等に用いられる加入ダークファイバを除いた

専用サービスに関しては、ＮＴＴ東西のシェアは０９年３月末時点で５４．６％とな

っており、ここ数年減少傾向が続いている。 

 

【図表Ⅳ－２０ 専用サービスの契約数の事業者シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 
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【参考】 接続専用回線 11

 

を除く専用サービスの契約数 

 参考として、主として他の電気通信事業者の足回り回線として供される接続専用回

線の契約数を除いた場合を見る。接続専用回線を除く専用サービスの契約数は、減少

が続いており、０９年３月末時点で約８万となり、専用回線全体の１割程度となる。

これには、接続専用回線を除くことで、近年伸張の著しいＩＰルーティング網専用サ

ービスが除かれることが影響している。 

 

【図表Ⅳ－２１ 接続専用回線を除く専用サービスの各サービス別の契約数の推移】 
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（万回線）

 

※０７年３月以前のデータについては、集計ミスが含まれる可能性がある。 

（出所）総務省資料 

 

一方、ＮＴＴ東西のシェアは０９年３月末時点で５４．６％となった。 

 

 

 

 

 

                                                        
11少なくともその一端が他の事業者との相互接続点において終端する専用回線。例えば、Ａ社の専

用サービス等を利用するために相互接続点までのアクセスにＢ社の専用サービスを利用する、と

いう場合の後者のこと。 
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【図表Ⅳ－２２ 接続専用回線を除く専用サービスの契約数の事業者シェアの推移】 
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(３)市場の集中度 

 

専用サービスの上位３社シェアは近年、若干増加していたが、０９年３月末で９５．

８％と、減少に転じた。また、ＨＨＩは０９年３月末時点で８３５４となった。 

なお、接続専用回線の契約数を除く場合、上位３社シェアは７８．８％弱、ＨＨＩ

は３３５３である。 

 

【図表Ⅳ－２３ 専用サービスの上位３社シェア及びＨＨＩの推移】 
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※０７年３月以前のデータについては、集計ミスが含まれる可能性がある。 

（出所）総務省資料 

 

３．競争状況の評価 

 

(１)２００９年度の動向 

 

 専用サービス市場は契約数はほぼ横ばいである。また、サービス別では、高速ディ

ジタル伝送サービスの減少が続いているものの、ＩＰルーティング網専用サービスが

引き続き伸張している。 

 

(２)市場支配力 
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１)市場支配力の存在 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使し得る

地位にあると評価する。 

 

a)量的基準 

接続専用回線を除く専用サービスの契約数のＮＴＴ東西のシェアは０９年３月末

時点で５４．６％である。 

 

b)その他の主な判断要素 

 

ＮＴＴ東西は、契約数において大きな市場シェアを占めているだけではなく、設備

面でも引き続きシェアが大きい。１０年３月時点で、メタルと光ファイバ等を合わせ

た加入者回線数シェアは８７．９％、光ファイバのみを見ても７７．３％、メタルの

みを見ると９９．９％である。 

 

競争事業者がサービスを提供する際に、ＮＴＴ東西の設備を借り受けることが必要

な場合があり、この設備利用に対する各種手続等を通じて、競争事業者に影響を与え

ることが可能である。 

 

 

２)市場支配力の行使 

 

 以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場の環境下においては、ＮＴＴ東

西が単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

専用サービス市場が横ばい傾向にある一方、ＷＡＮサービス市場はサービスの高品

質化や低廉化により市場規模の拡大を続けており、隣接市場としてのＷＡＮサービス

市場からの競争圧力が強まっている。そのため、専用サービスの価格を引き上げれば、

ＷＡＮサービスへの顧客流出を加速化する可能性が徐々に大きくなっている。 

 

(３)今後の注視事項 

 

専用サービス市場の契約数はほぼ横ばいである一方、接続専用回線を除く専用サー

ビスの減少が続いているものの、今後、現段階において、大きく競争状況を変化させ

る要素はないものと考えられる。 
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Ⅴ 電気通信サービスに係る消費者選

好の変化に関する経時的分析 
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第１章 本評価の目的 

 

１．分析の背景 

 

総務省では、２００３年度より「電気通信事業分野における競争状況の評価」を毎

年度実施している。「電気通信事業分野における競争状況の評価」では、これまで需

要側の動向を把握する観点から一般の利用者に対してＷｅｂアンケートを行い、利用

者の選好に関するデータを収集してきた1。 

 

これまでのＷｅｂアンケートの結果は、主に各年度における特定のテーマについて

の分析のために用いられてきた2。一方で、利用者の基本的属性、利用しているインタ

ーネットと携帯電話の組合せ及びそれらの選択理由等、毎年度テーマが異なる中にあ

っても共通して調査を行ってきた項目も少なくない。そこで、本評価ではＷｅｂアン

ケートの結果について経年的に分析を行うことで、利用者の選好がどのように変わっ

てきたのかについて把握する。 

 

２．調査手法 

 

「電気通信事業分野における競争状況の評価」を開始した２００３年度以降、Ｗｅ

ｂアンケートで調査対象としてきた領域は図表Ⅴ－１のとおりである。基本的には、

固定インターネット、移動体通信及び固定電話の３領域を調査対象としているが、年

度によっては一部の領域のみを調査対象としている。また、２００４年度、２００７

年度、２００８年度については、調査結果を基にしたコンジョイント分析3によりＩＰ

電話、プラットフォーム、ＦＭＣサービスについてそれぞれ詳細な分析を行った。 

 

 本評価では、経時的な消費者選好の変化を見る観点から、固定インターネット、移

動体通信及び固定電話のすべての領域について調査を行った２００５年度、２００６

年度、２００８年度及び２００９年度のＷｅｂアンケートの結果を用いて、各領域の

消費者選好の変化を分析する。なお、分析に当たっては、調査データのクリーニング

及び集計等、京都大学大学院経済学研究科依田高典研究室の協力を得た。 

                                                  
1 情報収集の基本的な考え方については、各年度の「電気通信事業分野における競争状況の評価

に関する実施細目」を参照。 
2 具体的には、２００３年度及び２００４年度は市場画定の分析に、また、２００５年度はマイ

グレーション分析に用いられた。さらに、２００６年度からは、２００６年度以降採用されてい

る主要な通信サービスを継続的に評価する「定点的評価」と特定のテーマに焦点を当てた「戦略

的評価」という枠組みの下、「戦略的評価」の中で活用されてきた。 
3 コンジョイント分析の特徴は、サービスを様々な属性の集合と見なし、実際には存在しない仮

想的なサービスの選択問題への回答者の結果から、各属性の選択行動への影響の大小を評価する

ことが可能な点にある。 
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【図表Ⅴ－１ 各年度におけるＷｅｂアンケートの調査対象】 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

固定インターネット 携帯電話 固定電話 コンジョイント分析

2003年度 H15年度 ○

2004年度 H16年度 ○ IP電話

2005年度 H17年度 ○ ○ ○

2006年度 H18年度 ○ ○ ○

2007年度 H19年度 ○ プラットフォーム

2008年度 H20年度 ○ ○ ○ FMCサービス

2009年度 H21年度 ○ ○ ○
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第２章 分析結果 

 

１．利用者の固定電話に関する選択4 

 

固定電話への加入に関して、回線種別の変化についてみると、ＮＴＴ加入電話及び

直収電話といったメタル回線の電話から０ＡＢＪ－ＩＰ電話への移行が徐々に進展

している傾向がうかがえる。事業者シェアの変化についてみると、ＮＴＴ東西のシェ

アが減少している一方で、ＫＤＤＩ及びその他（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ及びソフトバ

ンク以外の事業者）のシェアが伸びている。 

 

 これらの結果は、供給側である事業者から収集したデータとおおむね一致するもの

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
4 本章における分析は、すべてＷｅｂアンケートの調査結果を基にしている。そのため、定点的

評価の各領域における数値及び分析結果とは必ずしも一致しないことに留意が必要である。 
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【図表Ⅴ－２ 固定電話（メタル回線の電話）と光ＩＰ電話（０ＡＢＪ－ＩＰ電話）

の割合の推移】 

32.0%

21.0%

18.5%

1.1%

68.0%

79.0%

81.5%

98.9%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

光ＩＰ電話 固定電話

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－３ 供給側のデータによる加入電話サービスシェアの推移】 

25.0%

19.1%

7.1%

2.4%

75.0%

80.9%

92.9%

97.6%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

０ＡＢＪ－ＩＰ電話

ＮＴＴ東西加入電話、直収電話及びＣＡＴＶ電話の合計

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅴ－４ 事業者シェアの割合の推移】 

77.8%

78.7%

88.8%

89.6%

8%

9%

3%

5%

2%

3%

1%

2%

12%

10%

8%

3%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－５ 供給側のデータによる事業者シェアの割合の推移】 

82.7%

84.7%

89.5%

92.7%

17.2%

15.3%

10.5%

7.3%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

ＮＴＴ東西 その他

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 



6 
 

２．利用者のブロードバンドに関する選択 

 

ブロードバンドの選択に関して、回線種別の変化についてみると、ＡＤＳＬからＦ

ＴＴＨへのマイグレーションが進展している傾向がうかがえる。 

 

事業者シェアの変化についてみると、ＮＴＴ東西のシェアが増加傾向にある一方で、

ＡＤＳＬ市場の縮小により、ＡＤＳＬ市場で大きなシェアを有していたソフトバンク

のシェアが減少している。 

 

 これらの結果は、供給側である事業者から収集したデータとおおむね一致するもの

となっている。 
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【図表Ⅴ－６ ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの割合の推移】 

57.2%

51.0%

32.7%

20.5%

30.7%

36.1%

53.2%

62.9%

12.1%

12.9%

14.1%

16.5%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

FTTH ADSL CATV

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－７ 供給側のデータによるＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの割合の推

移】 

55.8%

49.5%

33.3%

23.4%

30.5%

36.9%

53.0%

62.4%

13.7%

13.6%

13.7%

14.2%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

FTTH ADSL CATV

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅴ－８ 事業者シェアの割合の推移】 

45.1%

44.1%

40.9%

40.1%

4%

6%

3%

3%

13.5%

16.2%

16.5%

27.1%

37.2%

33.8%

39.7%

29.6%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－９ 供給側のデータによる事業者シェアの割合の推移】 

52.2%

49.8%

43.1%

39.1%

4.5%

3.5%

2.2%

0.8%

12.0%

14.4%

19.9%

22.1%

31.3%

32.3%

34.8%

38.0%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

ＮＴＴ東西 KDDI ソフトバンクグループ その他

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 
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３．利用者の移動体通信に関する選択 

 

移動体通信の選択に関して、世代等の分類（２Ｇ、３Ｇ、ＰＨＳ）による変化につ

いてみると、２００９年度において３Ｇが９５．１％となっており、２Ｇから３Ｇへ

のマイグレーションが着実に進展していることがうかがえる。また、ＰＨＳに関して

は３％程度のシェアで横ばいとなっている。 

 

事業者シェアの変化についてみると、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクのシ

ェアは、ほぼ横ばいで推移している。 

 

 これらの結果は、供給側である事業者から収集したデータとおおむね一致するもの

となっている。 
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【図表Ⅴ－１０ ３Ｇ、２Ｇ及びＰＨＳの割合の推移】 

95.1%

92.0%

67.4%

42.7%

2.0%

4.8%

29.1%

53.3%

3%

3%

3%

4%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

3G 2G PHS

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－１１ 供給側のデータによる３Ｇ、２Ｇ及びＰＨＳの割合の推移】 

93.8%

88.9%

68.7%

50.1%

2.7%

7.0%

26.4%

45.0%

3.5%

4.1%

4.9%

4.9%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

3G 2G PHS

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅴ－１２ 事業者シェアの割合の推移】 

47.1%

46.0%

46.4%

44.7%

27.9%

31.1%

29.6%

29.6%

21.4%

20.5%

20.5%

21.7%

4%

2%

4%

4%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－１３ 供給側のデータによる事業者シェアの割合の推移】 

48.2%

48.7%

52.2%

53.8%

27.4%

27.5%

27.7%

26.4%

18.8%

18.4%

15.6%

15.8%

5.6%

5.4%

4.5%

4.0%

2009年度

2008年度

2006年度

2005年度

ＮＴＴドコモ KDDI ソフトバンクモバイル その他

 

（注）数値は各年度末時点のもの。 

（出所）総務省資料 

 

 

４．インターネット・携帯電話のアプリケーションに関する利用動向 

 

インターネット及び携帯電話におけるアプリケーションの利用に関して経年的に
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みると、どちらも明確な傾向は見られなかった。 

 

インターネットについて明確な傾向が見られなかった要因としては、利用者の利活

用に関する多様化が進んでいるということが考えられる。また、２００８年度から２

００９年度にかけて各アプリケーションとも利用する割合が減少しているが、これは、

ブロードバンドへの加入が進展する中で、近年では相対的にアプリケーションの利用

への関心が低い利用者が加入していることも考えられる。 

 

なお、携帯電話については、明確な傾向があるとは言えないものの、３Ｇが進展す

る中で、ワンセグやおサイフケータイといったアプリケーションの利用が近年高まっ

ていることがうかがえる。 

 

 

【図表Ⅴ－１４ インターネットの主要アプリケーションの利用動向】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 
 

【図表Ⅴ－１５ 携帯電話の主要アプリケーションの利用動向】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

５．メタルからＦＴＴＨへの移行の動向 

 

（１）インターネット 

 

現在ブロードバンドのなかで最も多く利用されているＦＴＴＨに関して、ＦＴＴＨ

の利用者がＦＴＴＨへ移行する前に利用していた回線についてみると、５割以上がＡ

ＤＳＬを利用しており、その中では、特にＮＴＴのＡＤＳＬの利用者の割合が高い。

ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションにおいては、ＮＴＴのＡＤＳＬの利用者

が中心となっていることがうかがえる。 

 

また、ＡＤＳＬの利用者におけるＦＴＴＨへの移行希望については５割以下であり、

２００９年度は２００８年度に比べ、さらに割合が低下している。 
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【図表Ⅴ－１６ ＦＴＴＨへの移行以前に利用していた回線】 

 
（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－１７ ＡＤＳＬ利用者のＦＴＴＨへの移行希望の推移】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

（２）固定電話 

 

近年、固定電話においては、ＮＴＴ加入電話及び直収電話に代わり０ＡＢＪ－ＩＰ

電話の契約数が増加している。また、携帯電話においては、ナンバーポータビリティ
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制度の導入及び販売奨励金を分離したプランの登場等により他事業者への契約の変

更に関する障壁が低下している。 

 

そこで、固定電話の０ＡＢＪ－ＩＰ電話への変更意向についてみると、０ＡＢＪ－

ＩＰ電話ではない固定電話利用者における０ＡＢＪ－ＩＰ電話への変更を希望する

割合は２０％以下であり、さらに、２００８年度に比べ２００９年度は割合が低下し

ている。これは、ＩＰ電話への変更を希望する利用者は既にＩＰ電話へと変更してい

るためと考えられる。 

 

 

【図表Ⅴ－１８ 光ＩＰ電話への移行希望の推移】 

 
（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

６．事業者ののりかえに関する意向 

 

事業者ののりかえに関して、携帯電話（３Ｇ）についてみると、変更を希望する割

合は１０％以下で、２００８年度と２００９年度で大きな変化は見られない。 
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【図表Ⅴ－１９ ３Ｇ携帯電話利用者の他事業者への変更希望の推移】 

 
（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

７．ＦＴＴＨ・ＩＰ電話・３Ｇ携帯電話における組合せ 

 

定点的評価及び本評価の分析のとおり、現在ではインターネットにおいてはＦＴＴ

Ｈが最も利用され、固定電話においてはＩＰ電話の契約数が伸びている。また、携帯

電話においては、ほとんどが３Ｇに移行している。そこで、ＦＴＴＨとＩＰ電話の両

方を利用している利用者及びＦＴＴＨと３Ｇ携帯電話の両方を利用している利用者

の割合について２００５年度以降の変化を見る。 

 

ブロードバンドと固定電話の両方に加入している利用者におけるＦＴＴＨとＩＰ

電話の両方を利用している利用者の割合は２００５年度以降急速に増加し、２００９

年度には３３％となっている。この中で、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨとＩＰ電話の利用者

の割合が６割以上となっている。 

 

ブロードバンドと携帯電話の両方に加入している利用者におけるＦＴＴＨと３Ｇ

携帯電話の両方を利用している利用者の割合についても同様に、２００５年度以降急

速に増加しており、２００９年度には５６％となっている。この中でＮＴＴ東西のＦ

ＴＴＨと３Ｇ携帯電話の利用者の割合が４割近くとなっている。 
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【図表Ⅴ－２０ ＦＴＴＨ・光ＩＰ電話の利用者の割合の変化】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－２１ ＦＴＴＨ・３Ｇ携帯電話の利用者の割合の変化】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

８．検索エンジン、Ｗｅｂメール等の利用動向（参考） 

 

過去に調査を行っていないため、２００９年度のみの結果となるが、インターネッ

トを通じて利用するＷｅｂアプリケーションに関する調査について示す。よく使う検
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索エンジンについてはＹａｈｏｏ！が最も割合が高く、つづいてＧｏｏｇｌｅとなっ

ており、この両者で全体の９割以上を占めている。 

 

メールサービスについての調査結果を見ると、全体としては回答者の約６割がＷｅ

ｂメールを利用しており、その中で、よく使うＷｅｂメールとしてはＹａｈｏｏ！メ

ールが最も割合が高く、Ｈｏｔｍａｉｌ、Ｇｍａｉｌと続いている。 

 

 

【図表Ⅴ－２２ よく使う検索エンジン】 

 
（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－２３ よく使うメールサービス】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

また、Ｗｅｂアプリケーションを利用する際に重視する要素に関しては、価格・料

金が最も割合が高く、続いて動作の速さ、動作の安定性、操作のわかりやすさという
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順になっている。さらに、Ｗｅｂアプリケーションの中で重要と考えるプライバシ

ー・セキュリティーについては、銀行口座・カード番号など金融決裁に関わる情報と

氏名・住所・職業など個人に関わる情報の割合が高い。一方で、所在情報、健康情報、

購入履歴などの情報に関しては低い割合となっている。 

 

 

【図表Ⅴ－２４ Ｗｅｂアプリケーションの利用において重視する要素】 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

【図表Ⅴ－２５ 重要と考えるプライバシー・セキュリティー】 

 
（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 
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第３章 まとめ 

 

本評価では、「電気通信事業分野における競争状況の評価」において行ったＷｅｂ

アンケート調査を活用し、消費者選好について経時的な分析を行った。 

 

固定電話、ブロードバンド及び移動体通信については、定点的評価において供給側

である事業者から収集したデータ等による詳細な分析を行っているが、本評価の分析

結果は、これらの結果とおおむね一致するものであった。 

 

アプリケーションの利用動向については、経年的変化について明確な傾向はみられ

なかった。また、ＦＴＴＨ及び光ＩＰ電話への移行希望については、全体的に移行を

希望する割合が減少する傾向がみられた。この傾向は、ＦＴＴＨやＩＰ電話等への移

行を希望する利用者の多くは現在では既に移行しており、これらのマイグレーション

が一定程度進展している結果と捉えることができる。これは、ＦＴＴＨとＩＰ電話及

びＦＴＴＨと３Ｇ電話に関してそれぞれ両方とも加入している利用者の割合が増加

しているという傾向とも整合的である。 

 

本評価は、過去からのＷｅｂアンケートの調査結果について定性的な分析を行った

ものであり、消費者選好の変化についての傾向の把握及び蓄積されたデータの活用の

端緒として有効な分析であったといえる。一方で、今後は蓄積されたデータが活用出

来るような枠組みで引き続き調査を進めることを検討するとともに、本評価における

定性的な分析結果を踏まえた定量的な分析についても検討する必要がある。 
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【参考】アンケート調査の概要 

 

１．調査概要 

 

アンケート調査の実施に当たっては、調査終了時点で２，０００件の回収を想定し

た。なお、調査終了時点で分析に必要な所定の回収数を確保する上で、回答データの

信頼性が明らかに低いと考えられるサンプルについては、脱落サンプルとして取り扱

うこととした。 

 

 アンケート調査終了時点の２，０００件の回答者は、以下に示す性年齢１０区分程

度を想定してサンプル割付を行い、消費者属性（性年齢）の違いによる需要特性の分

析が効果的に行えるよう考慮した。また、性年齢区分とは独立して、以下の地域１０

区分毎に人口比率に応じたサンプル割付を想定し、調査票の回収を実施した。 

 

 

アンケート調査終了時の回答者割付 

 

 20 歳代 

以下 

30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 

以上 

合計 

男性 200 173 143 171 281 968

女性 191 169 142 173 358 1,032

合計 391 342 285 344 638 2,000

 

地域 都道府県 合計

北海道 北海道 88

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 150

関東甲信越 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野、新潟 738

北陸 富山、石川、福井 49

東海 岐阜、静岡、愛知、三重 235

近畿 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 325

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 120

四国 徳島、香川、愛媛、高知 64

九州・沖縄 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 232

合計  2000

（出所）住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数 

 

 



22 
 

２．回答者属性 

 

 性年齢別の回答者比率は以下に示すとおりとなり、回答者割付の目標で設定したと

おりの結果を得ることが出来た。また、家族形態別の回答者比率では、３０歳未満の

独り暮らし世帯、６０歳以上の夫婦のみ世帯の比率が多くなっている。 

 

 

性年齢別の回答者比率 

19.6%

20.7%

18.5%

17.1%

17.9%

16.4%

14.3%

14.8%

13.8%

17.2%

17.7%

16.8%

31.9%

29.0%

34.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

30歳未満 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上
 

 

家族形態別の回答者比率 

21.2%

33.8%

21.9%

18.9%

18.3%

15.5%

21.6%

11.3%

19.3%

18.9%

17.2%

32.8%

29.9%

30.7%

28.7%

32.3%

32.6%

27.4%

16.4%

16.4%

20.5%

16.8%

19.5%

12.2%

8.1%

3.1%

6.7%

10.2%

9.9%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

30歳未満

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳以上

独り暮らし 夫婦のみ 親と未婚の子ども

２世代同居 ３世代同居 その他
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 居住地域別の回答者比率についても、回答者割付の目標で設定したとおりの結果を

得ることが出来た。職業別の回答者比率についても以下のとおりである。 

 

 

居住地域別の回答者比率 

4.4%
7.5%

36.9%

2.5%

11.8%
16.3%

6.0%
3.2%

11.6%
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職業別の回答者比率 

12.4%

43.7%

11.5%

18.6%
12.9%

1.0%
0%
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 年収別及び居住形態別の回答者比率に関して、居住形態別については、持ち家にお

いて一戸建の比率が高く、借家において集合住宅の比率が高くなっている。 

 

 

年収別の回答者比率 

6.6%

19.1%

29.1%

19.3%
17.0%

6.9%
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居住形態別の回答者比率 
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第１章 本評価の目的 

 

１．分析の背景 

 

スマートフォンに代表される端末の高機能化やインターネットを通じた動画利用

の普及等により、我が国のモバイル及びブロードバンド市場は拡大を続けている1。モ

バイル市場については、携帯電話とＰＨＳの合計契約数が２０１０年３月末で１億１，

６３０万契約となっている。また、ブロードバンド市場については、ＡＤＳＬ、ＦＴ

ＴＨ及びＣＡＴＶインターネットの合計の契約数は２０１０年３月末で３，１４９万

契約となっており、ＡＤＳＬ等の高速ブロードバンドからＦＴＴＨに代表される超高

速ブロードバンドへのマイグレーションも進展しつつある。 

 

 

【図表Ⅵ－１ モバイル市場の推移】 
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（単位：万契約）

 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

                                                  
1 各市場の詳細な動向については、定点的評価の「移動体通信領域」及び「インターネット接続

領域」を参照。 
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【図表Ⅵ－２ ブロードバンド市場の推移】 
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（注）０４．３以前は一部推計値を含む。 

（出所）総務省資料 

 

 

モバイル及びブロードバンドサービスが普及した要因としては、①競争政策による

競争環境の整備、②事業者間競争によるサービスの充実化、③環境及び技術の変化等

が考えられるが、このうち、競争政策が果たしてきた役割は小さくないと考えられる。

また、モバイル及びブロードバンドサービスの普及は、他の産業分野への経済波及効

果も小さくないものと考えられる。 

 

これまで実施してきた「電気通信事業分野における競争状況の評価」においても、

特定の政策による経済効果の分析を行ったことはある2が、モバイル及びブロードバン

ド市場の拡大という社会経済的な事象において、競争政策が複合的に作用することに

よりどのような役割を果たしてきたのかを経済効果の観点から定量的に分析すると

いうアプローチは、今後の競争政策の在り方を検討する上で極めて重要であると考え

られる。 

 

                                                  
2 競争政策等に関連する分析として、２００６年度の「電気通信事業分野における競争状況の評

価」において、「戦略的評価」でナンバーポータビリティ制度について分析を行っている。 
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２．分析の目的 

 

以上のような背景を踏まえ、本評価では、これまでの「電気通信事業分野における

競争状況の評価」の総括及び蓄積されたデータを活用し、「モバイル及びブロードバ

ンドの普及に関するこれまでの競争政策3の経済効果の定量分析」というテーマを取り

上げ、これまでの主要な競争政策が、それぞれどれほどの経済効果をもたらしたのか

について定量的に分析することを試みるものである4。 

 

                                                  
3 なお、ここでの競争政策とは、省令の改正等の法令改正のみを指すものではなく、ガイドライ

ン等における政策提言等も含めるものである。 
4 本評価を進めるに当たっては、競争評価アドバイザリーボードの座長である兵庫県立大学辻正

次先生から評価の方向性及び経済学的な分析方法等についてご指導をいただいた。また、実際の

分析作業に当たっては、兵庫県立大学明松祐司先生のご協力を得た。 
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第２章 分析の対象及び方法 

 

１．分析の対象 

 

本評価では「モバイル及びブロードバンドの普及に関するこれまでの競争政策の経

済効果の定量分析」をテーマとするが、具体的には、モバイル市場においては、携帯

電話市場を対象に、①ナンバーポータビリティ制度の導入（０４年４月『番号ポータ

ビリティに関する研究会』報告書公表、０６年１０月制度開始）、②ＭＶＮＯの参入

促進（０２年６月『ＭＶＮＯガイドライン』公表、０７年２月改定、０８年５月再改

定）、③端末価格と通信料金の区分の明確化（０６年９月『ＩＰ化の進展に対応した

競争ルールの在り方について―新競争促進プログラム２０１０―』公表、０７年９月

『モバイルビジネス研究会報告書』公表）がどのような効果をあげたのかを分析する。 

 

また、ブロードバンド市場においては、対象とするサービスをＡＤＳＬ及びＦＴＴ

Ｈとし、①アンバンドルルールの整備（メタル：００年９月、ＦＴＴＨ：０１年４月）、

②コロケーションルールの整備（００年１０月）、③接続料の低廉化、さらに、ＦＴ

ＴＨに関しては④線路敷設基盤の開放（０１年４月『公益事業者の電柱・管路等使用

に関するガイドライン』公表）がどのような効果をあげたのかを分析する5。 

 

なお、本評価では、モバイル市場及びブロードバンド市場について、各市場におけ

る競争政策の経済効果を詳細に分析するという観点から、各市場について独立に分析

を行う。ブロードバンド市場は、ＡＤＳＬ市場とＦＴＴＨ市場についてもそれぞれ区

別して独立に分析を行う。 

 

ただし、経済効果の捉え方及び定量的な分析の方法については、本分析結果を統一

的に評価するという観点から、各市場の分析について同様の方法を採用する。 

 

２．分析の方法 

 

（１）消費者余剰分析による経済効果の分析 

 

競争政策の経済効果を定量的に分析する際、経済効果としては、様々な指標が考え

られる。本評価では、政策の効果を分析する一般的な方法の一つである消費者余剰分

                                                  
5 このほかにも、例えば携帯電話の売切り制の導入・料金契約約款の事前届出制の原則廃止等、

実際には多様な競争政策が経済効果をもたらしていると考えられるが、本評価ではここに挙げた

主要な競争政策を対象として分析を行う。また、例えばＰＨＳ市場、ケーブルインターネット市

場については本評価の対象としておらず、今回取り上げる各種競争政策がこれらの市場の拡大に

及ぼした経済効果は分析結果に含まれないことに留意する必要がある。 
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析という分析方法を採用し、料金の低廉化がもたらす消費者余剰の増加を推計するこ

とで、経済効果を定量的に分析することを試みる。 

 

消費者余剰分析は、政策を評価するに当たって、政策による社会的便益の中で大き

な比重を占めることが多い利用者の便益に着目する方法であり、単純な枠組みではあ

るものの、大きな誤りに陥ることが少なく、信頼性が高いとされている方法となって

いる6。 

 

消費者余剰は、需要関数を推計することで、各需要者の支払意思額から導かれる需

要者全体として認める価値の合計から実際に需要者全体が支払っている額の合計を

引いた差の部分を求め、これを利用者の便益、すなわち消費者余剰とし、評価の基準

とするものである。 

 

（２）消費者余剰分析の手順 

 

１）普及モデルの推計 

 

はじめに、需要関数に基づく普及モデル（以下、普及モデルという）を推計する。

普及モデルとは、各市場における普及の状況（契約数）が、料金水準及び所得水準等

によって決定されるという考え方を表現したモデルである7。普及モデルは、次のとお

り表現される。 

 fGDPpQQ ,,  

ここで、Q は契約数、p は料金水準、GDP は所得水準、f はそのほかの契約数に影

響を与える要因である。本評価では、携帯電話、ＡＤＳＬ及びＦＴＴＨの各市場につ

いて、このモデルを具体的に定式化した上で推計し、契約数が料金水準にどれほど影

響を受けているかを分析する。 

 

次に、推計されたモデルを基に、料金水準の変化によって説明される契約数の増分

（普及の進展）を計算する。一般的に、競争政策による経済効果を消費者余剰分析に

よって分析する場合、その効果は、競争政策の直接的あるいは間接的な結果としての

                                                  
6 ここでの消費者余剰に関する説明の詳細及び消費者余剰によるさらに発展的な分析の方法等に

ついては、金本良嗣・蓮池勝人・藤原徹（２００６）『政策評価ミクロモデル』東洋経済新報社、

を参照。 
7 通常、このようなモデルは単に需要関数と呼ばれることが多いが、本評価の分析対象となる携帯

電話、ＡＤＳＬ及びＦＴＴＨの場合、厳密に需要関数として分析するためには、需要に関して契

約数だけでなく通信量（トラヒック）も考慮に入れる必要がある。本評価は普及に関する経済効

果を分析する観点から契約数を決定するモデルを想定しているため、需要関数に基づく普及モデ

ルと表現している。 



6 
 

料金水準の低下によってもたらされると考えることが出来る。実際に、前章で示した

とおりモバイル及びブロードバンド市場は経時的に普及が進展しているが、この普及

過程において、各市場ともに料金水準は低下している傾向にある8。 

 

２）競争政策による契約数の増分の算定 

 

モデルで明示されているとおり、普及の進展の程度は料金水準だけでなく所得水準

等にも影響を受けている。したがって、競争政策による経済効果を分析するためには、

普及の進展のうち料金水準の低下による部分を求める必要がある。そこで、推計され

た各変数の係数より料金水準の寄与率を求め、料金水準の低下によってもたらされた

契約数の増分（普及の進展）を計算する。 

 

３）消費者余剰の増分の算定 

 

料金水準及び料金水準の低下による契約数の増分から、消費者余剰の増分を求める。

消費者余剰の増分の計算については、原則１年ごとに台形近似9によって計算し、各市

場の分析対象期間全体を合算する。 

 

なお、普及モデルを推計した後の消費者余剰の増分の計算に関して、その対象期間

としては、携帯電話市場については、ナンバーポータビリティ制度の導入時期等を踏

まえた２００６年９月から直近の２００９年１２月までの３年３ヶ月間、ＡＤＳＬ市

場については、アンバンドルルールの導入時期及び普及過程等を踏まえた２００１年

３月から２００６年６月までの５年３ヶ月間、ＦＴＴＨ市場については、アンバンド

ルルールの導入時期等を踏まえた２００１年３月から２００９年１２月までの８年

９ヶ月間とする10。 

 

３．競争政策の直接効果及び他産業への波及効果の算定 

 

（１）競争政策による経済効果の捉え方 

 

本評価では競争政策の経済効果を分析する方法として消費者余剰分析を用いるが、

本来的には、モバイル及びブロードバンドの普及に関する競争政策の効果については、

                                                  
8 各市場の具体的な料金水準については、定点的評価の各領域を参照。 
9 後に示す定式化されたモデルにおいて示されているとおり、本評価で用いたモデルは線形モデ

ルではないが、消費者余剰の増分を計算する際には、増分の面積を台形として計算する台形近似

によって求めた。 
10 各市場の推計対象期間が異なるため、各市場の消費者余剰の増分（経済効果）の大小を直接比

較することは適切ではないことに留意する必要がある。 
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当該政策を導入することによってもたらされる消費者余剰の増分としての直接的な

効果と、当該政策と既存の政策の相互作用等による間接的な効果に分けられる。 

 

また、競争政策の導入が料金水準の低下に影響を与える場合、事業者間競争が活発

化すること等を通じて間接的に影響を与えるということ及び競争政策の導入が直接

的に料金水準の低下に影響を与えるということが考えられる。 

 

さらに、競争政策の経済効果は、消費者余剰の増加として利用者へメリットをもた

らすと同時に、供給者及び他産業等へも影響を与えていると考えられる。 

 

（２）ＡＨＰ分析による直接的経済効果の分析 

 

本評価では、はじめに、ＡＨＰ分析という分析方法により、各競争政策の直接的な

経済効果の分析を試みる。ＡＨＰ（Analytic Hierarchy Process）分析とは、１９７

７年に T.L.Saaty によって開発された意思決定法であり、現在ではオペレーション

ズ・リサーチの一分野として広く用いられている分析方法である。ＡＨＰ分析は人間

の主観を活かして評価基準を重み付けすることにより意思決定を行うものであり、分

析にはアンケート調査等を利用するため、定性的な要素についても分析が可能な方法

となっている。 

 

１）ＡＨＰ分析の手順 

 

① アンケート調査による重要度の一対比較 

 

携帯電話、ＡＤＳＬ及びＦＴＴＨの各市場において、競争政策のほか、普及の要因

と考えられる項目を階層的に取り上げ、各階層の各項目について重要度の一対比較を

行う。一対比較のための調査は、各市場における主要事業者に対して行った11。調査

項目については、図表Ⅵ－３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 調査対象事業者数等については、次章の各市場の分析を参照。 
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【図表Ⅵ－３ 調査項目】 

携帯電話市場 ＡＤＳＬ市場及びＦＴＴＨ市場

競争政策 競争政策

ナンバーポータビリティ制度の導入 アンバンドルルールの整備

ＭＶＮＯの参入の促進 コロケーションの整備

端末価格と通信料金の区分の明確化 線路敷設基盤の開放(FTTH市場のみ）

接続料の低廉化

事業者間競争

自社のコスト構造の効率化 事業者間競争

サービスの展開等のための戦略 事業者による低価格戦略

他事業者の戦略 出張サポート等のサービスの充実

量販店での販売促進

環境及び技術

環境及び技術

 

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料を元に作成 

 

② 相対的重要度の算出 

 

調査で得られた各項目の重要度に関する一対比較の結果から、固有値法という計算

方法によって各項目の相対的重要度（重み付け）を計算する。計算の結果得られた各

項目の相対的重要度を用いて、先に求めた各市場における消費者余剰の増分から、競

争政策の直接的な経済効果を求める。 

 

（３）産業連関表による他産業への波及効果の分析 

 

ＡＨＰ分析によって算定された経済効果はモバイル及びブロードバンド市場内の

経済効果の中の競争政策の直接効果であり、また、消費者余剰の増分全体として表さ

れる経済効果は、競争政策の導入の結果事業者間競争が活発化すること等による間接

的な経済効果を含むものの、当該市場外への経済効果は含まれていない。 

 

そこで、当該市場における消費者へのメリット以外の部分における経済効果として、

他産業への影響を考える。本評価では、他産業への影響として産業連関表を用いて他

産業への波及効果を分析する。具体的には、消費者余剰分析で求めた普及モデルより、

モバイル及びブロードバンド市場の各市場における対象期間の市場規模拡大の合計

を算定し、平成１９年情報産業連関表（７１部門表）投入逆行列表の係数を乗じるこ

とによって、他産業への波及効果を求めた。乗じる投入逆行列表の係数に関しては、

携帯電話市場については移動電気通信産業の係数、ＡＤＳＬ市場及びＦＴＴＨ市場に

ついては固定電気通信産業の係数を用いた。 
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第３章 モバイル及びブロードバンド市場に関する分析 

 

１．モバイル市場の分析 

 

（１）携帯電話市場の分析 

 

１）普及モデルによる消費者余剰分析 

 

はじめに、普及モデルによる消費者余剰分析を行う。推計に当たっては、前章で示

した普及モデルについて対数線型モデルとして定式化した。 

 

データは、２００１年６月から２００９年１２月までの四半期データを用いた。し

たがって、サンプル数は３５である。契約数については社団法人電気通信事業者協会

の契約数データ、料金水準については日本銀行の企業向けサービス価格指数、所得水

準については実質ＧＤＰを用いた。なお、料金水準における相対価格の変換について

は、今年度の「電気通信事業分野における競争状況の評価」で行ったＷｅｂアンケー

トの結果から加重平均値を求め、さらにデフレータで実質化した。 

 

さらに、携帯電話市場においては、３月は卒業や進学等のシーズンとなり季節的な

要因による契約数の増加が考えられることから、３月末についてダミー変数をそのほ

かの要因として考えた。 

 

推計方法については、時系列データによる推計であることを踏まえ、１次の自己回

帰を仮定した Prais-Winsten 変換による一般化最小二乗法を用いた。 

 

携帯電話市場における普及モデルの推計結果は、次のとおりとなった。 

 

logQ＝-1.024logP+1.969logGDP+0.055SeasonD+0.606AR(1)
(0.000) (0.000) (0.005) (0.000)  

 

ここで、Q が契約数、P が料金水準、GDP が所得水準、SeasonD が３月末ダミー、

AR(1)が１次の自己回帰である。また、カッコ内の数値は、推計された係数の有意性

を表す p 値である12。推計結果を見ると、いずれの係数についても期待される符号で

                                                  
12 p 値は、係数がゼロであるという仮説（帰無仮説）が正しい確率を表している。したがって、p
値が小さいということは帰無仮説が正しい確率が小さい、すなわち係数がゼロである確率が小さ

いということになる。 
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有意な結果となっており、普及モデルとして妥当な結果であると認められる13。 

 

上記の推計結果に基づき、消費者余剰の増分を計算した結果、約６，８５０億円と

推計された。 

 

２）ＡＨＰ分析による競争政策の直接効果の算定 

 

次に、ＡＨＰ分析により競争政策及びその他の項目の相対的重要度を算定し、競争

政策の直接効果を求める。ＡＨＰ分析に当たっては、２０１０年３月に携帯電話事業

者４者に対しヒアリング及びアンケート調査を行い、各項目について重要度を一対比

較の形で回答してもらった。ヒアリング及びアンケート調査では４者すべてから回答

を得た。各回答から計算した重要度について市場シェアで加重平均することで、携帯

電話市場における総合的な重要度として算定した。 

 

分析結果は、図表Ⅵ－４のとおりとなった。 

 

 

【図表Ⅵ－４ 携帯電話市場における重要度】 

ナンバーポータビリティ制度の導入 0.0562

ＭＶＮＯの参入促進 0.0179

端末価格と通信料金の区分の明確化 0.0237

事業者間競争 0.7125

環境及び技術 0.1898

競争政策 0.0978

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

 

 

算定した総合的な重要度と先に計算された消費者余剰分の増分を掛け合わせるこ

とにより、競争政策の直接的な経済効果を求めた結果、携帯電話市場における競争政

策の直接的経済効果全体としては、約６７０億円（携帯電話市場における消費者余剰

の増加に競争政策が寄与した割合：９．８％）と推計された。また、そのうちナンバ

ーポータビリティ制度の導入による直接効果は約３９０億円（同：５．６％）、ＭＶ

ＮＯの参入促進による直接効果は約１２０億円（同：１．８％）、端末価格の通信料

金の区分の明確化による直接効果は約１６０億円（同：２．４％）となった。 

 

                                                  
13 なお、時系列データによる推計では系列相関という問題が生じることが多い。本評価では系列

相関の問題に対処するため Prais-Winsten 変換による一般化最小二乗法を用いたが、これによっ

て系列相関が解消されたかどうかについて、Box-Ljung Statistics という統計量で検証した結果、

統計量は 0.000 となり、（１次の）系列相関は解消されたと認められる。 
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３）産業連関表による他産業への波及効果の算定 

 

消費者余剰分析において推計された普及モデルより、携帯電話市場における対象期

間の市場規模拡大の合計は約６，０００億円と算定された。これを平成１９年情報産

業連関表（７１部門表）投入逆行列表における移動電気通信産業の係数で乗じた結果、

携帯電話市場から他産業への波及効果は約８，５６０億円と算定された。 

 

２．ブロードバンド市場の分析 

 

（１）ＡＤＳＬ市場の分析 

 

１）普及モデルによる消費者余剰分析 

 

はじめに、普及モデルによる消費者余剰分析を行う。推計に当たっては、携帯電話

市場と同様に前章で示した普及モデルについて対数線型モデルとして定式化した。 

 

データは、２００１年３月から２００６年６月までの四半期データを用いた。した

がって、サンプル数は２２である。契約数については総務省資料による契約数データ、

料金水準については日本銀行の企業向けサービス価格指数、所得水準については実質

ＧＤＰを用いた。なお、料金水準における相対価格の変換については、最新期の各事

業者の料金プランを加重平均したものを用い、さらにデフレータで実質化した。推計

方法については、Prais-Winsten 変換による一般化最小二乗法を用いた。 

 

ＡＤＳＬ市場における普及モデルの推計結果は、次のとおりとなった。 

 

logQ＝-0.519logP+1.520logGDP+0.946AR(1)
(0.000) (0.000) (0.000)  

 

ここで、Q が契約数、P が料金水準、GDP が所得水準、AR(1)が１次の自己回帰で

ある。また、カッコ内の数値は p 値である。推計結果を見ると、いずれの係数につい

ても期待される符号で有意な結果となっており、普及モデルとして妥当な結果である

と認められる14。 

 

上記の推計結果に基づき、消費者余剰の増分を計算した結果、約４，１２０億円と

                                                  
14 ただし、Box-Ljung Statistics 統計量 33.708 となり、（１次の）系列相関は解消されたとはい

えない点に留意する必要がある。 
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推計された。 

 

２）ＡＨＰ分析による競争政策の直接効果の算定 

 

次に、ＡＨＰ分析により競争政策及びその他の項目の相対的重要度を算定し、競争

政策の直接効果を求める。ＡＨＰ分析に当たっては、携帯電話市場における調査と同

様２０１０年３月に、主要事業者５者に対しヒアリング及びアンケート調査を行い、

各項目について重要度を一対比較の形で回答してもらった。ヒアリング及びアンケー

ト調査では５者すべてから回答を得た。各回答から計算した重要度について市場シェ

アで加重平均することで、ＡＤＳＬ市場における総合的な重要度として算定した15。 

 

分析結果は、図表Ⅵ－５のとおりとなった。 

 

 

【図表Ⅵ－５ ＡＤＳＬ市場における重要度】 

アンバンドルルールの整備 0.1137

コロケーションルールの整備 0.1039

接続料の低廉化 0.1388

事業者間競争 0.3158

環境及び技術 0.3278

競争政策 0.3564

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料を元に作成 

 

 

算定した総合的な重要度と先に計算された消費者余剰分の増分を掛け合わせるこ

とにより、競争政策の直接的な経済効果を求めた結果、ＡＤＳＬ市場における競争政

策の直接的経済効果全体としては、約１，４７０億円（ＡＤＳＬ市場における消費者

余剰の増加に競争政策が寄与した割合：３５．６％）と推計された。また、そのうち

アンバンドルルールの整備による直接効果は約４７０億円（同：１１．４％）、コロ

ケーションルールの整備による直接効果は約４３０億円（同：１０．４％）、接続料

の低廉化による直接効果は約５７０億円（同：１３．９％）となった。 

 

３）産業連関表による他産業への波及効果の算定 

 

消費者余剰分析において推計された普及モデルより、ＡＤＳＬ市場における対象期

間の市場規模拡大の合計は約１，３００億円と算定された。これを平成１９年情報産

業連関表（７１部門表）投入逆行列表における固定電気通信産業の係数で乗じた結果、

                                                  
15 一部の事業者へはアンケート調査のみを行い、また、一部未回答部分があった。 
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ＡＤＳＬ市場から他産業への波及効果は約２，０７０億円と算定された。 

 

（２）ＦＴＴＨ市場の分析 

 

１）普及モデルによる消費者余剰分析 

 

はじめに、普及モデルによる消費者余剰分析を行う。推計に当たっては、携帯電話

市場及びＡＤＳＬ市場と同様に前章で示した普及モデルについて対数線型モデルと

して定式化した。 

 

データは、２００１年３月から２００９年１２月までの四半期データを用いた。し

たがって、サンプル数は３６である。契約数については総務省資料による契約数デー

タ、料金水準については日本銀行の企業向けサービス価格指数、所得水準については

実質ＧＤＰを用いた。なお、料金水準における相対価格の変換については、最新期の

各事業者の料金プランを加重平均したものを用い、さらにデフレータで実質化した。

推計方法については、Prais-Winsten 変換による一般化最小二乗法を用いた。 

 

ＦＴＴＨ市場における普及モデルの推計結果は、次のとおりとなった。 

logQ＝-13.619logP+6.319logGDP+0.987AR(1)
(0.001) (0.000) (0.000)  

 

ここで、Q が契約数、P が料金水準、GDP が所得水準、AR(1)が１次の自己回帰で

ある。また、カッコ内の数値は p 値である。推計結果を見ると、いずれの係数につい

ても期待される符号で有意な結果となっており、普及モデルとして妥当な結果である

と認められる16。 

 

上記の推計結果に基づき、消費者余剰の増分を計算した結果、約１，３１０億円と

推計された。 

 

２）ＡＨＰ分析による競争政策の直接効果の算定 

 

次に、ＡＨＰ分析により競争政策及びその他の項目の相対的重要度を算定し、競争

政策の直接効果を求める。ＡＨＰ分析に当たっては、携帯電話市場及びＡＤＳＬ市場

における調査と同様２０１０年３月に、主要事業者７者に対しヒアリング及びアンケ

                                                  
16 ただし、Box-Ljung Statistics 統計量 24.011 となり、（１次の）系列相関は解消されたとはいえ

ない点に留意する必要がある。 
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ート調査を行い、各項目について重要度を一対比較の形で回答してもらった。ヒアリ

ング及びアンケート調査では７者すべてから回答を得た。各回答から計算した重要度

について市場シェアで加重平均することで、ＦＴＴＨ市場における総合的な重要度と

して算定した17。 

 

分析結果は、図表Ⅵ－６のとおりとなった。 

 

 

【図表Ⅵ－６ ＦＴＴＨ市場における重要度】 

アンバンドルルールの整備 0.0253

コロケーションルールの整備 0.0230

線路敷設基盤の開放 0.0223

接続料の低廉化 0.0281

事業者間競争 0.4883

環境及び技術 0.4131

競争政策 0.0986

 

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料を元に作成 

 

 

算定した総合的な重要度と先に計算された消費者余剰分の増分を掛け合わせるこ

とにより、競争政策の直接的な経済効果を求めた結果、ＦＴＴＨ市場における競争政

策の直接的経済効果全体としては、約１３０億円（ＦＴＴＨ市場における消費者余剰

の増加に競争政策が寄与した割合：９．９％）と推計された。また、そのうちアンバ

ンドルルールの整備による直接効果は約３３億円（同：２．５％）、コロケーション

ルールの整備による直接効果は約３０億円（同：２．３％）、線路敷設基盤の開放に

よる直接効果は約２９億円（同：２．２％）、接続料の低廉化による直接効果は約３

７億円（同：２．８％）となった。 

 

３）産業連関表による他産業への波及効果の算定 

 

消費者余剰分析において推計された普及モデルより、ＦＴＴＨ市場における対象期

間の市場規模拡大の合計は約１兆７９０億円と算定された。これを平成１９年情報産

業連関表（７１部門表）投入逆行列表における固定電気通信産業の係数で乗じた結果、

ＡＤＳＬ市場から他産業への波及効果は約１兆７，２４０億円と算定された。 

                                                  
17 一部の事業者へはアンケート調査のみを行い、また、一部未回答部分があった。 
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第４章 留意事項 

 

 分析結果の数値に関して、今回の消費者余剰分析及びＡＨＰ分析を通じて推計され

た経済効果は、社会的余剰における消費者余剰のなかで、さらにＡＨＰ分析によって

明示的に競争政策の効果と考えられる部分となっている。したがって、例えば、ＡＨ

Ｐ分析において他の要因として取り上げている「事業者間競争によるサービスの充

実」についても、競争政策の間接的な効果であるという捉え方もできるところであり、

経済効果としてまとめた数値はかなり保守的な数値であるものと考えられる18。 

 

なお、今後は、ＡＨＰ分析に当たって、本評価では主要事業者を対象にアンケート

調査を行ったが、より多角的に詳細な分析を行うためには、有識者を対象としたアン

ケート調査を行うことも有効と考えられる。 

 

また、消費者余剰分析では、電気通信事業分野の定量的分析においては品質、速度

及びネットワーク外部性を反映した精確な価格データを得ることが難しく、価格指数

等を利用した分析には限界があることに留意が必要である。 

 

とりわけ、携帯電話市場については従量料金プランが多く存在する中でトラヒック

を考慮に入れない加入需要の分析には限界があると考えられる。もっとも、近年のト

ラヒックに関して大きくは変化していないことから、加入需要による本評価の分析結

果については一定の妥当性を有していると考えられる（図表Ⅵ－７）。 

 

 

【図表Ⅵ－７ 携帯電話における１契約１日あたりの平均通信回数と平均通信時間】 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

１日当たりの通信回数 1.7回 1.6回 1.5回 1.5回 1.4回

１日当たりの通信時間 3分16秒 3分12秒 3分10秒 3分7秒 3分16秒

１通信当たりの平均通信時間 [1分56秒] [2分] [2分4秒] [2分8秒] [2分16秒]  

（出所）平成２１年度競争評価アドバイザリーボード（第２回）資料 

                                                  
18 本評価の分析結果の捉え方については、平成２１年度競争評価アドバイザリーボード第２回会

合における議論を参照（http://www.soumu.go.jp/main_content/000066680.pdf）。 


